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表９－４ 外務省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

 

事前評価 

 

表９－４－① 新規個別政府開発援助を対象として事前評価した政策（無償資金協力） 

政 策 の 名 称 「フリータウン電力供給システム緊急改善計画（２／２）」（シエラレオネ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） キングトム発電所の発電設備容量が10メガワット増加するため、フリータウンに対する
総電力供給力がピーク負荷（45メガワット）を上回り、現在の停電状況が解消する。ま
た、安定した電力供給が可能となるため、経済・産業活動の活性化が図られる。 

（２） シエラレオネでは、2003年に国家長期計画「VISION 2025」を策定し、エネルギー分
野において「シエラレオネ電力公社（ＮＰＡ）の電力供給設備・系統の維持管理及び
修復」を定めており、また、「貧困削減戦略文書」（2005～2007年）において「エネルギ
ー、電力供給の改善」を定めて、首都機能の維持及び周辺地域住民に対する安定し
た電力供給を目指している。本計画の実施は同国の開発計画に合致するとともに、
我が国の対シエラレオネ援助方針においても、平和の定着を着実に進めるため、人
道・復興支援から開発支援への切れ目のない移行を支援し、教育、保健・衛生、電
力等の基礎インフラ整備を重視することとしており、我が国の援助方針とも合致する。

（３） シエラレオネに対する二国間経済協力は 2005 年 7 月に再開された。本計画は、再
開第 1号案件である。本計画の実施により、我が国とシエラレオネの二国間関係の強
化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成20年５月８日） 
供与限度額：16.51 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「アヌラダプラ教育病院整備計画」（スリランカ民主社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 分散している外来部門を一体の建物に集約することで病院機能が効率化し、外来患
者への対応能力が向上する。  

（２） 老朽化した産婦人科手術部の施設・機材を整備することで、質の高いサービスが提
供可能となるとともに手術件数が増加する。  

（３） 新生児ＩＣＵ及び小児ＩＣＵの施設、機材を整備することで集中治療の安全性が高ま
るとともに、質の高いサービスが可能となる。  

（４) スリランカの妊産婦死亡率や乳幼児死亡率の低下に寄与する。  
（５） さらに、本計画の実施により、日本とスリランカの二国間関係強化への効果が期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 13 日） 
供与限度額：18.03 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「緊急港湾改修計画」（アンゴラ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 本計画の実施により、ロビト、ナミベ両港の荷役安全性が確保されるとともに、荷役作
業の効率性が改善される。また、港湾施設としての機能回復により、物資輸送が確保
され、物流コストが軽減されることにより、経済活動の活性化と、貧困の削減に寄与す
ることが期待される。  

（２） また、アンゴラにおいては、「優先復興プログラム（2003-2007）」を策定し、主要港湾
等の交通インフラ整備を重要課題として位置づけており、同国が経済復興・開発を進
めるための交通アクセスの向上を目指すとしており、本件の実施は、同国の開発計画
に合致する。 

   また、我が国の対アンゴラ援助方針では、「経済開発」を援助重点分野として「基礎イ
ンフラ整備」を重視した支援を行う方針であり、我が国の援助方針とも合致する。  

（３） さらに、本計画の実施により、日本とアンゴラの二国間関係強化への効果が期待され
る。 

政策評価の結 無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 16 日） 
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果の政策への

反映状況 

供与限度額：39.32 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「シカソ地域飲料水供給計画」（マリ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 本計画対象村落において、約 70 村落の無給水村落に衛生的な給水施設が建設さ
れ、安全な飲料水を利用できる住民が増加することが期待される。  

（２） マリは「貧困削減戦略文書」に基づき、水供給分野において３つの戦略文書を策定
して、2015年までに安全な飲料水と基礎的な衛生施設を利用できない人の割合を半
減する、との目標を定めており、本計画の実施は同国の開発計画に合致する。また、
我が国の対マリ援助方針は、基礎生活分野（水供給、教育、保健・医療）や基礎イン
フラ分野に重点を置いて支援を行う方針であり、本計画は我が国の援助方針にも合
致する。また、我が国は、1980 年代より給水施設の建設を実施してきており、このよう
な我が国の継続的な支援は、同国の不衛生な水の利用により発生する「ギニア虫
症」（ギニア・ウォーム）対策に大きく貢献することから外交的意義は大きい。  

（３） 本計画の実施により、日本とマリの二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 17 日） 
供与限度額：10.19 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「クルガンチュベ－ドゥスティ間道路改修計画」（タジキスタン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 走行性が改善され、円滑な交通が確保されることにより、始点～終点（市街地区を
除く）間において現行では安全に走行できる平均走行速度毎時 30 キロメートル程
度が毎時 70 キロメートル程度、市街地区間は毎時 20 キロメートル程度が毎時 40
キロメートル程度に増加するとともに、大型トラックやトレーラー等の大型車両の通
行量増加することが期待される。  
・ 道路走行時の見通し（視距）が現在のうねり区間の最低視距 10 メートル程度から
140 メートルに改善されるとともに、路肩の付帯により歩行者・自転車と車両が分離
され当該道路の通行安全性が向上する。  

(２ )  タジキスタンでは、計画的にインフラ整備を行うために「長期運輸開発計画
2006-2010」において、幹線道路網の整備が優先的に進められている。また、実施機
関である運輸通信省は「国家投資・技術プログラム 2005-2007」において、経済成長
を促進するために道路網、鉄道網を整備し、貨物・旅客輸送の効率化を図ることを急
務としており、本件の実施は、同国の開発計画に合致する。また、2005年に行われた
政策協議及び現在作成中の我が国の対タジキスタン国別援助計画においても、「イ
ンフラ整備」を重視した支援を行う方針としており、我が国の援助方針とも合致する。 

（３） 2006 年６月５日に開催された「中央アジア＋日本」対話第 2回外相会合では、「中央
アジアからアフガニスタンを経由する南方への輸送ルートの整備が内陸に位置する
中央アジア諸国の発展及び繁栄にとり重要である」との共通認識が行動計画に謳わ
れており、本計画はこの考えにも合致している。  

（４） さらに本計画の実施により、日本とタジキスタンの二国間関係強化への効果も期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 19 日） 
供与限度額：34.32 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「コンポンチャム州病院改善計画」（カンボジア王国） 

政策評価の結

果の概要 

(１) コンポンチャム州病院の整備を通じ、同州における患者搬送・受入体制を強化すると
ともに、地域住民が享受する保健医療サービスの質・量を向上させることが期待でき
る。直接効果としては以下のとおり。  
１) 病棟の整備により、既存棟の構造的危険が回避され、廊下や屋上に病床を設置
している不衛生な環境を改善できる。また、入院患者数の増加が見込まれる。  

２) 外科・産婦人科病棟内に分娩室及び母子感染予防活動室を整備することによ
り、母子感染予防の効果が期待される。  
３) 手術に係る衛生環境の改善により、院内感染の防止効果が向上するとともに、適
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切な看護が可能となる。  
４) 急増する交通事故等の救急患者の診療に迅速に対応することが可能となる。外
科の手術件数が増加することが見込まれる。  
５) 超音波室及び心電計室をX線検査棟内に整備・統合することにより、機材の集中
管理が効果的に行われ、質の高い医療サービスの実施が可能となる他、スタッフに
対する放射線防護が確立する。鳥インフルエンザウィルス等に関する世界保健機
構（ＷＨＯ）の勧告が遵守され、検査スタッフ及び近隣住民の安全が確保される。  

（２） さらに、本計画の実施により、日本とカンボジア王国の二国間関係強化への効果が
期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 22 日） 
供与限度額：10.39 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「南太平洋大学情報通信技術センター整備計画」（フィジー諸島共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 実習室が整備されることにより、コンピュータ科学科のカリキュラム数が増加すると
ともに、社会人向けＩＣＴ関連研修コース開催可能時間が週 24 時間から 48 時間に
拡張される。  
・ ＵＳＰにＩＣＴの中核的教育・研究センターを設置することにより、ＩＴのスキルをもっ
た人材が育成され、大洋州の島嶼国が世界的な情報社会に容易に参加できるよう
になる。  
・ ＩＣＴ教育環境が強化され、ＩＣＴ関連職種への就職機会が増加することが期待さ
れる。  

（２） 同大学は 12 の島嶼国・地域により設立・運営されている国際教育機関であり、総学
生数のうち約６割がフィジー人であるが、それ以外にソロモン、バヌアツ、キリバス等
12 か国・地域の学生が USP キャンパスにおいて、あるいは遠隔教育を通じて学習を
行っている。本計画は、フィジー1か国のみならず、太平洋島嶼国地域全体に裨益す
るものである。  

（３） 2006 年の第４回日本・太平洋諸島フォーラム首脳会議において我が国からは、経済
成長、持続可能な開発、良い統治、安全確保及び人と人との交流を重点分野として３
年間で 450 億円規模の支援を行うことを表明しており、本件はこの支援方針とも合致
する。  

（４） さらに、本計画の実施により、我が国と太平洋島嶼国との関係強化への効果が期待
される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 22 日） 
供与限度額：22.01 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「テグシガルパ緊急給水計画（２／２期）」（ホンジュラス共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 浄水場の拡張及び改修により、供給能力が増加し、テグシガルパ市の給水人口
数十万人の給水事情が改善する。  
・ 送配水管及び配水管の整備により、漏水量が減少することから、給水量が増加
（毎秒約 14 リットル）する。  
・ 配水池の建設により、対象地区住民約９万人余が適正水圧による安定供給を受
けることが出来るようになる。  

（２） ホンジュラスはＰＲＳＰ（貧困削減戦略文書）において、2015 年に達成すべき目標の
中に、「国民 95％の飲料水・衛生施設アクセス達成」を挙げており、本計画はホンジ
ュラスの開発計画に合致する。 

   また、我が国の対ホンジュラス協力の基本方針は、ホンジュラス政府のイニシアティブ
を尊重しつつ、ＭＤＧｓ（ミレニアム開発目標）およびＰＲＳＰの目標達成に寄与するこ
とを目的の1つとしており、また、対ホンジュラス協力重点分野は「ホンジュラスのＰＲＳ
Ｐの優先課題である乳幼児および妊産婦の死亡の軽減に資する母子保健分野への
協力、及び感染症対策、飲料水の確保、上下水道整備にかかる協力を引き続き我が
国の最重点課題として位置づける」としている。 

   従って、本件協力はホンジュラスＰＲＳＰ、対ホンジュラス協力方針に合致している。  
（３） 本計画の実施により、日本とホンジュラスの二国間関係強化への効果が期待される。
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政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 24 日） 
供与限度額：13.12 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ポートビラ港埠頭改善計画」（バヌアツ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ コンテナ運搬距離の短縮により、コンテナ貨物１個当たりのサイクルタイム（船から
コンテナの積み卸し、コンテナの陸上運搬・蔵置、運搬機材の船脇への帰還までに
要する時 間）が短縮される。  
・ サイクルタイムの短縮により、１隻当たりの係船時間が短縮され、荷役効率が改善
され港湾サービスが向上する。  
・ タグボートの調達により航行の安全が保たれるほか、離着岸の支援により離着岸
の安全性が向上し、離着岸時間が短縮される。 

（２） 2006 年の第４回日本・太平洋諸島フォーラム首脳会議において、我が国は、経済成
長、持続可能な開発、良い統治、安全確保及び人と人との交流を重点分野とする３
年間で 450 億円規模の支援を行うことを表明しており、港湾インフラの整備はこの支
援方針とも合致する。 

（３） さらに、本計画の実施により、我が国とバヌアツの二国間関係強化への効果が期待
される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 26 日） 
供与限度額：17.07 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「オイスターベイ送配電施設強化計画」（タンザニア連合共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 新オイスターベイ変電所の 33／11 キロボルト配電用変圧器が整備され、同変電
所区域の需要（約 20 万人余の電力）への供給力が向上する。 
・ 変圧器の故障で過負荷となっているイララ変電所の負荷の一部を新オイスターベ
イ変電所がまかなうことにより、イララ変電所の過負荷状態が緩和される。 
・ ウブンゴ変電所から新オイスターベイ変電所間の電力損失が現状 21.0％から改
善される。 

（２） タンザニア政府は、1999 年に「タンザニア開発ビジョン 2025」を策定して開発の方向
性を示すとともに、本方針を国家開発戦略の基本方針としている。それを踏まえた形
で2005年に策定された「成長と貧困削減のための国家戦略（第2次ＰＲＳ）」では従来
の貧困削減の方針を堅持しつつ、「持続的で裾野の広い成長の促進」が目標として
掲げられており、民間セクター開発、技術革新等による生産性の向上、安定的かつ
廉価なエネルギーの供給などを重要分野として掲げており、右は我が国援助方針と
も合致する。 

（３） 本計画の実施により、日本とタンザニアの二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 27 日） 
供与限度額：18.13 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「教育施設建設計画」（ブータン王国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 中期中等学校４校 72 教室の建設を行うことにより、2,592 人の生徒を収容可能な
教育施設が新たに整備され、不適切な環境での学習を強いられてきた既存校3校
（「カブジサ」、「ポブジカ」、「ダーラ」）の生徒 2,128 人の学習環境が改善される。ま
た、対象地域での就学率（特に中等教育就学率）の向上が期待される。  
・ ２校（「パクシカ」及び「ポブジカ」）において計640人分の生徒寮40室が整備され
ることにより、これまで数時間かけて通学しなければならなかった生徒や居住地域
に学校がなかったために就学できなかった生徒の教育へのアクセスを改善させるこ
とができる。 
・ ４校において中等教育カリキュラムの実施に必要な実験室、図書室が整備され、
正規カリキュラムに沿った授業の実施が可能となる。また、実験・実習機材の適切な
保管が可能となる。 
・ 男女別に区分され、衛生的な環境を有する生徒寮、便所等が整備されることで、
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遠隔地児童や女子児童の就学状況の改善が期待される。 
（２） 建設工事にかかる地域リソースの活用により、コミュニティの雇用促進、活性化が図ら
れる。 

（３） 本件実施は、国際社会が取り組む「ミレニアム開発目標」（2000年）及び「万人のため
の教育ダカール目標」（2000 年）の達成、並びに我が国が提唱する「成長のための基
礎教育イニシアティブ」（2002 年）の実現に資するものである。また、ブータンにおいて
現在実施中の議会制民主主義への移行を着実に進めるためには、その意義を国民自
身が理解し実感することが重要であり、その基盤整備としてブータン国民の基礎教育
へのアクセスを拡大する意義は大きい。 

（４） 本計画の実施により、日本とブータンの二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月 30 日） 
供与限度額：10.64 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「離島間連絡船建造計画」（トンガ王国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 離島間連絡船において常態化されていた貨物過積載（2006年に53航海中47航
海で過積載）や、乗客定員超過（2006 年に４航海）がなくなるとともに、許容安全貨
物運送能力が現状の 200 トンから 400 トンになること等により、離島のライフラインの
安定・増強が期待される。 
・ 離島産品の都市部への輸送が促進され離島の現金収入が増加したり、離島への
物資の流入が盛んになり観光開発及び生活改善が促進するといった間接的効果
が期待される。 

（２） 2006 年の第４回日本・太平洋諸島フォーラム首脳会議において、我が国からは経済
成長、持続可能な開発、良い統治、安全確保及び人と人との交流を重点分野とする
３年間で450億円規模の支援を行うことを表明しており、運輸インフラの整備はこの支
援方針とも合致する。 

（３） さらに、本計画の実施により、我が国とトンガの二国間関係強化への効果が期待され
る。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年６月４日） 
供与限度額：16.76 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「島嶼間フェリー建造計画」（サモア独立国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 突然の故障による予期せぬ欠航日数が急減し、運行の安定化が期待される。 
・ 定員が 480 名から 740 名に増強されることにより乗客定員超過の航海が減少する
とともに、小型乗用車積載能力が 30 台から 37 台程度に増強される等、離島のライ
フラインの安全性の向上と増強が期待される。 
・ サバイイ島産品の都市部への輸送が促進され離島の現金収入が増加したり、サ
バイイ島への物資の流入が盛んになり観光開発及び生活改善が促進するといった
間接的効果が期待される。 

（２） 2006 年の第４回日本・太平洋諸島フォーラム首脳会議において、我が国からは経済
成長、持続可能な開発、良い統治、安全確保及び人と人との交流を重点分野とする
３年間で450億円規模の支援を行うことを表明しており、運輸インフラの整備はこの支
援方針とも合致する。 

（３） さらに、本計画の実施により、日本とサモア独立国の二国間関係強化への効果が期
待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年６月 13 日） 
供与限度額：13.19 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「バハルヨセフ灌漑用水路ダハブ堰改修計画」（エジプト） 

政策評価の結

果の概要 

（１）  ・ 灌漑地への灌漑配水量が増加する。  
・ 農作物の年間生産量の増加が期待される。  
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・ 同地域の農家の生活レベルが向上することが期待される。  
（２） エジプトは、第５次経済社会開発五カ年計画（02-07 年）において、農地・水資源の

効率的利用を農業分野における主要課題としてあげており、また、水資源灌漑省が、
2005 年に策定された「国家水資源計画 2017」に基づき、灌漑用水の安定供給による
農業生産性の向上に取り組んでいることから、本計画の実施は、同国の開発計画に
合致する。また、我が国の対エジプト援助方針においても、「貧困削減と生活水準の
向上」を重視した支援を行うこととしており、地方の貧困削減に資する本計画は、我が
国の援助方針とも合致する。 

（３） さらに、本計画の実施により、日本とエジプトの二国間関係強化への効果が期待され
る。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年６月 15 日） 
供与限度額：21.41 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「マヘ島零細漁業施設計画」（セーシェル共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 本件の実施により、プロビデンス漁港とベル・オンブレ漁港への漁船の移動によっ
て、ビクトリア漁港の利用漁船数は減少し、ビクトリア漁港の混雑が解消され、水揚
げ・出漁準備作業の円滑化、安全係留の実現が期待される。 

（２） ベル・オンブレ漁港における漁業活動の活性化により、流通・販売等の関連産業へ
の波及及び労働者の雇用等の経済効果が期待される。 

（３） また同国は、2007 年に「水産開発計画 2017」を策定し、持続的な資源利用のための
水産資源管理、水産インフラ施設の整備等を掲げており、本計画は同国の開発計画
と合致する。 

（４） さらに、本計画の実施により、我が国とセーシェルの二国間関係強化への効果が期
待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年６月 24 日） 
供与限度額：10.89 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「保健人材養成機関施設及び機材拡充計画」（モザンビーク共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 本件計画を通じて、保健人材養成機関における、保健士候補生等約 3,000 名余の
教育の質の向上が図られる。また、保健人材が増加し、保健サービスの充実、質の
向上が期待される。 

（２） また、モザンビークにおいては、国の開発の基本計画として「貧困削減行動計画
（2006-2009年）」において保健分野を開発の重要分野と位置づけ、「保健セクター戦
略計画（2001-2010年）」を策定し、保健医療サービスへのアクセス拡大と質の向上を
目指すとしており、本件の実施は、同国の開発計画に合致する。また、我が国の対モ
ザンビーク援助方針においても、援助重点分野である「人的資源開発」において「貧
困層の基礎生活状況の改善」を重視することとしており、本計画は我が国の援助方
針とも合致する。 

（３） さらに、本計画の実施により、日本とモザンビークの二国間関係強化への効果が期
待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年７月４日） 
供与限度額：10.45 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「カトマンズ－バクタプール間道路改修計画」（ネパール） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ カトマンズ－バクタプール間の交通量が約2倍（現在：約４万台/日→2021年：約８
万台/日 （ジャリブティ付近））に増加するとともに、交通渋滞の緩和により、カトマン
ズ－バクタプール間の所要時間が約半分（現在：48 分（渋滞時）→2021 年：23 分）
に短縮されることが期待される。  
・ 道路拡幅と交差点改良及びバス停整備により、大型車両と歩行者、バイク、自動
三輪車等が区分けされ、交通事故の減少が期待される。  
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（２） また、ネパールにおいては、今後 20 年間の方針として「戦略道路網整備計画」を
2005 年 12 月に策定し、効率的、効果的、安全かつ信頼性のある戦略道路を連結す
ることで人々のより良い生活を目指すこととしており、本件の実施は、同国の開発計
画に合致する。また、我が国の対ネパール援助方針においても、「地方における貧困
削減」や「民主化・平和構築支援」を重視した支援を行う方針であり、また、地方の貧
困削減にも不可欠である経済成長の基盤となる、道路、電力等の基礎インフラ整備
を促進することとしており、我が国の援助方針とも合致する。 

（３） さらに、本計画の実施により、日本とネパールの二国間関係強化への効果が期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年７月 17 日） 
供与限度額：26.89 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

 

政 策 の 名 称 「ファイサラバード上水道整備計画（第２期）」（パキスタン・イスラム共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ ファイサラバード市における給水人口の増加（約140万人（給水率55％）→約168
万人（給水率 60％））、給水時間の増加（最大６時間→24 時間）等、同市民への給
水サービスが向上することが期待される。  
・ 安全な飲料水の供給により、肝炎、下痢、チフス等の水因性疾患が減少し、保
健・衛生環境が改善することが期待される。 

（２） また、パキスタンにおいては、2005 年に「国家飲料水政策」を策定し、給水普及目標
を 2015 年までに全国民の 93％にすることを目標としており、本件の実施は、同国の
開発計画に合致する。また、我が国の対パキスタン国別援助計画においては、「安全
な飲料水の確保と衛生改善」を重点課題として支援を行う方針とされており、我が国
の援助方針とも合致する。 

（３） さらに、本計画の実施により、日本とパキスタンの二国間関係強化への効果が期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年７月 23 日） 
供与限度額：44.42 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「北部地域教育施設改修及び機材整備計画」（ニカラグア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 対象地域において、良好な環境で学習できる生徒数が大幅に増加する。 
・ 対象地域において、現在、2,500 名余が二部制での授業を余儀なくされている
が、これら生徒の学習環境が大幅に改善する。  

（２） 本計画は、ニカラグアの開発計画とニーズに合致している。また、我が国の対ニカラ
グア国別援助計画は、初等教育における就学率改善の取組みと教育の質的向上を
重点分野としており、本計画は我が国の対ニカラグア協力方針にも合致している。 

（３） 本計画の実施により、日本とニカラグアの二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年８月 13 日） 
供与限度額：10.16 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「第二次ザルカ地区上水道施設改善計画（３／３期）」（ヨルダン・ハシェミット王国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 本計画の実施により、37.4 万人の裨益人口の給水可能な日の増加が図られる。 
（２） 本案件は、ヨルダン政府の策定した「国家水戦略」に合致するものであり、一人あたり
水賦存量が世界最低レベルであるヨルダンにとって、水資源の有効活用は死活的に
重要であることから、我が国の顔が見える案件として、外交的インパクトが大きい。 

（３） ヨルダンは、我が国が提唱した「平和と繁栄の回廊」構想及びＧ８拡大中東・北アフリ
カ諸国（ＢＭＥＮＡ）パートナーシップ構想の重要なパートナーであり、本計画の実施
により、日本とヨルダンの二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年８月 20 日） 
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反映状況 供与限度額：11.92 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ポンペイ国際空港改善計画」（ミクロネシア連邦） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 滑走路末端の用地が 28 メートルから約３倍の 85 メートルに拡張され、かつＦＡＡ
（米国連邦航空局）基準に準じたブラストパッドが確保され、国際基準に適合した安
全性が確保される。 
・ 滑走路延長により、重量制限が緩和される。 
・ グアムへの直行便他、長距離路線の運行が可能な施設になる。 

（２） 2006 年の第４回日本・太平洋諸島フォーラム首脳会議において我が国は、経済成
長、持続可能な開発、良い統治、安全確保及び人と人との交流を重点分野とする３
年間で 450 億円規模の支援を行うことを表明しており、運輸インフラの整備はこの支
援方針とも合致する。 

（３） さらに、本計画の実施により、我が国とミクロネシアの二国間関係強化への効果が期
待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年９月 16 日） 
供与限度額：29.13 億円 

 

政 策 の 名 称 「マラッカ海峡及びシンガポール海峡船舶航行安全システム向上計画（１／２）」（インドネ
シア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 本計画の実施により、マラッカ海峡及びシンガポール海峡沿岸三カ国の中で、唯一
ＶＴＳが整備されていなかったインドネシア国沿岸域にＶＴＳシステムが導入・整備さ
れ、同国・同海峡沿岸域を航行する船舶の監視活動が可能となる。 

（２） さらに、本計画の実施により、日本とインドネシア共和国の二国間関係強化への効果
が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年 11 月７日） 
供与限度額：15.73 億円 

 

政 策 の 名 称 「ドゥスティ－ニジノピャンジ間道路整備計画（２／２）」（タジキスタン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ タジキスタン南部の主要幹線道路のドゥスティ－ニジノピャンジ間において、安全
に走行できる平均走行速度が土漠区間では毎時 35 キロメートル程度が毎時 60 キ
ロメートル程度、市街地区間は毎時25キロメートル程度が毎時40キロメートル程度
に増加する。  
・ 対象区間全線に亘り広域幹線道路としての規格に基づいた車道幅員（3.5 メート
ル）が確保され、アフガニスタン－タジキスタン国境橋の完成による交通量の増加
に対応が可能となるとともに、路肩、横断歩道、標識等の付帯施設の整備により安
全で円滑な交通が確保される。  

（２） タジキスタンでは、計画的にインフラ整備を行うために「長期運輸開発計画
2006-2010」において、幹線道路網の整備が優先的に進められている。また、実施機
関である運輸通信省は「国家投資・技術プログラム 2006-2008」において、経済成長
を促進するために道路網、鉄道網を整備し、貨物・旅客輸送の効率化を図ることを急
務としており、本件の実施は、同国の開発計画に合致する。また、2005年に行われた
政策協議においても、「インフラ整備」を重視した支援を行う方針としており、我が国
の援助方針とも合致する。 

（３） 2006 年６月５日に開催された「中央アジア＋日本」対話第 2回外相会合では、「中央
アジアからアフガニスタンを経由する南方への輸送ルートの整備が内陸に位置する
中央アジア諸国の発展及び繁栄にとり重要である」との共通認識が行動計画に謳わ
れており、本計画はこの考えにも合致している。 

（４） さらに本計画の実施により、日本とタジキスタンの二国間関係強化への効果も期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年１月 14 日） 
供与限度額：13.65 億円 
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政 策 の 名 称 「ダッカ市廃棄物管理低炭素化転換計画」（バングラデシュ人民共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ ＣＮＧ車輌や燃費のよい収集車輌の導入により、温室効果ガスが45.20キログラム
/台日（2008年、既存のディーゼル車）から16.9キログラム/台日（2012年、新規ＣＮ
Ｇ車）へ削減されることにより、気候変動緩和に資することが期待される。  
・ 廃棄物の収集能力が1,619 トン/日（2008年）から2,121 トン/日（2012年）へ強化さ
れるとともに、収集率も 58％（2008 年）から 67％（2012 年）へ向上することが期待さ
れる。  
・ また、ダッカ市役所における収集能力の強化を通じて、市内の不法投棄廃棄物か
ら生ずるメタンガス等の温室効果ガスが減少し、気候変動の緩和に資するとともに、
住環境の向上が期待される。  

（２） また、同国の開発計画である貧困削減戦略文書においても、天然ガス車への転換
がダッカ市の大気汚染の減少につながるとしているように、本計画の実施は、温室効
果ガスの削減に資するとともに、同国の開発計画に合致する。さらに、我が国の対バン
グラデシュ国別援助計画においても、「環境」は「社会開発と人間の安全保障」の重点
セクターに位置づけられており、1）都市インフラ整備、2）人材育成強化と制度改善、一
般市民への意識向上等に取り組むとしていることから、我が国の援助方針にも合致す
る。 

（３） さらに、バングラデシュは我が国とクールアース・パートナーシップを構築しており、
本計画は同パートナーシップに基づく支援策である。本計画の実施により、地球温暖
化防止に向けたバングラデシュの取組を促進するとともに、我が国とバングラデシュの
二国間関係強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年２月 18 日） 
供与限度額：12.15 億円 

 

政 策 の 名 称 「第二次ザンジバル市街地給水計画」（タンザニア連合共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） ・ 対象地域において給水能力が約４万７千㎥/日から約５万４千㎥/日へ向上する。
・ 24 時間給水が実現し、水の安定供給及び最低配水圧が確保され、給水水質が向
上し、裨益人口はザンジバル都市部約 46 万人となる。 

（２） タンザニア・ザンジバル政府では、「ザンジバルビジョン2020」（2000年１月策定）を策
定し、社会経済インフラ整備の分野においては、（イ）良好な水にアクセスできること、
（ロ）適切な水資源管理により全ての国民に継続的に水が供給されることを目標として
おり、水の安定供給を重要な政策課題として位置づけている。かかる方針は我が国の
対タンザニア援助方針と合致する。 

（３） タンザニアは政治情勢も安定し、地域の安定にも積極的に貢献し、国際社会の場に
おける我が国との関係も良好である。連合国家の一翼を担うザンジバルは島国であり、
その水供給事業は上記のとおりタンザニア自身がその開発上高い優先度を置いてい
る。我が国が本計画を実施して基礎生活環境の改善に貢献できることは、いわゆる「日
本の顔の見える事業」として外交的効果も大きく、本計画の実施により、日本とタンザニ
アの二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年２月 26 日） 
供与限度額：14.19 億円 

 

政 策 の 名 称 「緊急給水計画」（モザンビーク共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 井戸掘削関連機材や手動ポンプ等の調達により、ガザ州及びマプト州の給水・衛生
状況が改善される。 

（２） モザンビークは、1995 年に策定されたモザンビークの水に関する国家政策におい
て、2015 年までに農村人口のおよそ 1700 万人の 70％に相当する 1100 万人への給
水を実現することを目指しており、また、気候変動対策上の観点から、旱魃や洪水に
関する政策も掲げられており、本計画はこのようなモザンビークの開発計画と合致して
いる。 

（３） モザンビークは、2008 年８月に我が国クールアース・パートナーシップ国となることを
表明しており、本計画は、同パートナーシップに基づくものである。また、ＴＩＣＡＤⅣの
フォローアップの一環として実施するものであり、その外交的効果は大きい。本計画の
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実施により、両国の友好関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 30 日） 
供与限度額：10.00 億円 

 

政 策 の 名 称 「緊急給水計画」（セネガル共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 地下水揚水機材（水中ポンプ、発電機、ディーゼルエンジン）及び給水車の整備に
より、気候変動の深刻な影響により悪化した給水・衛生状況が改善される。 

（２） セネガルでは、安全な水の供給を重要な開発課題の一つと位置づけ、貧困削減戦
略文書(ＰＲＳＰ、2002 年)、ミレニアム開発目標(MDGs)において、農村部の給水率を
2015 年までに 78％とする目標を掲げ、「水と衛生のミレニアムプログラム」(ＰＥＰＡＭ、
2005 年)に基づいて給水計画を実施しており、本計画はこのようなセネガルの開発計
画とも合致している。 

（３） セネガルは、2008 年３月にクールアース・パートナーシップ国となることを表明してお
り、本計画は、同パートナーシップに基づくものである。また、ＴＩＣＡＤⅣのフォローア
ップの一環として実施するものであり、その外交的効果は大きい。本計画の実施によ
り、両国の友好関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 30 日） 
供与限度額：10.00 億円 

 

政 策 の 名 称 「第四次小学校建設計画」（カメルーン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１） 対象地域において、仮設及び老朽化により劣悪な状態にある100教室が建て替えら
れ、32 教室が新設されることにより、適切な学習環境を備えた教室が整備され、
15,840 人分の就学環境が改善される。また、対象 10 サイトにおいて、整備された教
室の割合が現在の約５％から約 90％に増加する。 

（２） カメルーンでは、貧困削減戦略文書（2003 年策定）において、全国民への初等教育
の普及を目標とし、「教育セクター戦略」に沿って、2015 年までに初等教育修了率
100％の達成や 1 教室あたり生徒数 50 人の実現等を目指している。本事業はこのよう
なカメルーンの開発計画と合致している。 

（３） 我が国はこれまでにもカメルーンにおいて小学校建設を行っており、これらの小学校
は「日本の学校」として同国において高い評価を得ており、その外交的効果も大きい。
本計画の実施により、両国の友好関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 31 日） 
供与限度額：10.98 億円 
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表９－４－② 新規個別政府開発援助を対象として事前評価した政策（有償資金協力） 

 

政 策 の 名 称 「東西道路改修計画（国道 70 号線）（第一期）」（パキスタン・イスラム共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、バロチスタン州とパンジャブ州を結ぶ輸送機能を向上させ、都市
部と地方部のアクセスを強化するとともに、地域経済の発展に資することが見込まれる。さ
らには、パキスタンの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待され
る。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年５月３日） 
供与限度額：154.92 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「南部ハイウェイ建設計画（第二期）」（スリランカ民主社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、首都圏と南部地域の間の道路交通の円滑化を図ることが見込ま
れる。さらには、スリランカの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待
される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年６月 24 日） 
供与限度額：174.99 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「クルド地域上水道整備計画」（イラク共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、上水道供給能力の改善による民生の向上を図り、もってイラクの
経済・社会復興に寄与することが期待される。また、日イラク経済関係が強化され、二国間
関係の増進、さらにはわが国の安全と繁栄の確保に資することになる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年６月 29 日） 
供与限度額：342.66 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「気候変動対策プログラム・ローン」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、インドネシアが進める気候変動対策を支援するとともに、政策対
話を通じて、温室効果ガスの排出の抑制・吸収が図られ、併せて気候変動に伴うリスクの
軽減・適応能力の強化に寄与することも期待される。さらには、インドネシアの経済・社会
発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年８月 28 日） 
供与限度額：307.68 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「環境開発計画」（フィリピン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、環境汚染物質の排出抑制、貧困地域への融資による貧困削減の
促進、廃棄物処理施設の設置・改良による環境改善が期待される。さらには、フィリピンの
経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年９月 30 日） 
供与限度額：248.46 億円 

 

政 策 の 名 称 「チェンナイ地下鉄建設計画」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する輸送需要への対応を図り、もって交通渋滞の緩和と交通
公害の減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に寄与することが期待される。
さらには、インドの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結 有償資金協力の実施 
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果の政策への

反映状況 

交換公文の署名（平成 20 年 10 月 22 日） 
供与限度額：217.51 億円 

 

政 策 の 名 称 「ハイデラバード外環道路建設計画（フェーズ２）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する道路交通需要への対応を図り、もって交通渋滞の緩和
及び地域経済の発展に寄与することが期待される。さらには、インドの経済発展を通じた
我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年 10 月 22 日） 
供与限度額：420.27 億円 

 

政 策 の 名 称 「中小零細企業・省エネ支援計画」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、インド中小零細企業による省エネルギーへの取り組み増進を図
り、もって同国のエネルギーの効率的利用促進を通じた環境改善及び持続的な経済発展
並びに気候変動対策に寄与することが期待される。さらには、インドの経済発展を通じた
我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年 10 月 22 日） 
供与限度額:300.00 億円 

 

政 策 の 名 称 「地方都市上下水道整備計画」（アゼルバイジャン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、地方都市における衛生的で持続可能な居住環境が整備されるこ
とが期待される。さらには、アゼルバイジャンの社会・経済発展を通じた我が国との二国間
関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年２月９日） 
供与限度額: 328.51 億円 

 

政 策 の 名 称 「ハリプール新発電所建設計画（第二期）」（バングラデシュ人民共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、発電量の増大と発電所の運営・維持管理の効率化が促進され、
電力の安定供給が可能となる。また、従来型発電設備に比べて CO2 排出量の大幅な削
減が期待される他、バングラデシュの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強
化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年２月 22 日） 
供与限度額:222.10 億円 

 

政 策 の 名 称 「デリー高速輸送システム建設計画（フェーズ２）（第四期）」（インド） 

価の結果の概

要 

本計画の実施により、増加する輸送需要への対応を図り、もって交通渋滞の緩和と交通
公害の減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に寄与することが期待される。
さらには、インドの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 27 日） 
供与限度額:777.53 億円 

 

政 策 の 名 称 「グワハティ上水道整備計画」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する水需要に対応する安全かつ安定的な上水道サービスの
提供を図り、もって地域住民の生活環境の改善に寄与することが期待される。さらには、イ
ンドの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 27 日） 
供与限度額:294.53 億円 
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政 策 の 名 称 「ホゲナカル上水道整備計画・フッ素症対策計画（フェーズ２）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する水需要に対応する安全かつ安定的な上水道サービスの
提供を図り、もって地域住民の生活環境の改善に寄与することが期待される。さらには、イ
ンドの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 27 日） 
供与限度額:170.95 億円 

 

政 策 の 名 称 「バンコク大量輸送網整備計画（レッドライン）（Ⅰ）」（タイ王国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、渋滞及び大気汚染の緩和が促進され、地域経済の発展及び都
市環境の改善が期待される。また、タイの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係
の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 30 日） 
供与限度額:630.18 億円 

 

政 策 の 名 称 「ハイフォン都市環境改善計画（第二期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本件を実施することにより、水質改善、浸水被害軽減等を通じた都市・生活衛生環境の
改善が期待される。また、ベトナムの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強
化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 31 日） 
供与限度額:213.06 億円 

 

政 策 の 名 称 「第二期ハノイ水環境改善計画（第二期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本件を実施することにより、水質改善、浸水被害軽減等を通じた都市・生活衛生環境の
改善が期待される。また、ベトナムの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強
化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 31 日） 
供与限度額:292.89 億円 

 

政 策 の 名 称 「国道・省道橋梁改修計画（第二期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本件を実施することにより、安全、円滑な道路ネットワークの整備が期待される。また、ベ
トナムの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 31 日） 
供与限度額:179.18 億円 

 

政 策 の 名 称 「ジャカルタ都市高速鉄道計画（第一期）」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本件を実施することにより、ジャカルタ首都圏における旅客輸送力の増強及び投資環境
の改善が期待される。また、インドネシアの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関
係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 21 年３月 31 日） 
供与限度額:481.50 億円 
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表９－４－③ 新規個別政府開発援助を対象として平成 19 年度に事前評価した政策 

 

無償資金協力 

政 策 の 名 称 「鳥インフルエンザ等重要家畜疾病診断施設整備計画」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

(１) １）鳥インフルエンザウィルス等に関する世界保健機構（ＷＨＯ）の勧告が遵守され、
検査スタッフ及び近隣住民の安全が確保される。  
・ 整備前：バイオセイフティレベル１（対応可能な病原菌：大腸菌等） 
・ 整備後：バイオセイフティレベル２＋一部レベル３（対応可能な病原菌：鳥インフ
ルエンザ、ニューカッスル病、狂犬病等）  

   ２）インドネシアの人口の63％（約1.5億人）、家禽飼養羽数70％（約13億羽）が集中
するジャワ島及びスマトラ島において、国立家畜疾病診断センター（ＤＩＣ）における
診断能力を向上させることができる。  
・ 整備前：ジャワ島の診断可能件数：約 12,000 件程度／年  
・ 整備後：ジャワ島の診断可能件数：約 24,000 件以上／年  

   ３）ソフトコンポーネントの実施によって、スバン、メダン、ランプンにおける鳥インフル
エンザ診断能力及び検査施設の維持管理能力が向上する。  

(２) 本案件は、鳥インフルエンザ被害が最も多いインドネシアに対して、初めて鳥インフル
エンザ診断のための施設を整備するものであり、保健分野における意義は大きく、ま
た、外交上のインパクトは大きい。 

(３) さらに、本計画の実施により、日本とインドネシア共和国の二国間関係強化への効果
が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 19 年９月 13 日） 
供与限度額：17.81 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「第四次小学校建設計画」（べナン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

(１) ・ 教育環境の整った教室で学習できる児童が、プロジェクトが終了する 2010 年には
約 13,750 人増加する。 
・ 教室及び便所の整備が新たに行われることで、学校の衛生環境が改善され、女子
児童の就学が向上する。 
・ ソフトコンポーネントの実施により、学校の維持管理能力の強化が図られ、学校に
おける施設や運営に対するオーナーシップが醸成される。 

(２) 建設工事にかかる地域リソースの活用により、コミュニティの雇用促進、活性化が図ら
れる。また、ソフトコンポーネント活動の実施により、地域コミュニティにより構成される学
校運営維持管理組織の活動が活発化し、コミュニティ自体の発展が期待される。 

(３) 本計画の実施により、日本とベナンの二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 19 年 12 月５日） 
供与限度額：10.30 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

 

政 策 の 名 称 「オロミア州小学校建設計画」（エチオピア連邦民主共和国） 

政策評価の結

果の概要 

(１) 学校教室等の建設や改修、及び教育家具の調達により、就学児童数の増加と、教育
環境の改善が見込まれるとともに、給水施設及びトイレの建設により、学校の衛生環境
が向上する。また、施設の使用、維持管理に関する技術指導により、地域住民による持
続的な学校運営や、衛生環境の改善に対する意識向上が図られ、適切な学校運営体
制が構築される。 

(２) エチオピアでは、「貧困削減のための加速的かつ持続可能な開発計画（ＰＡＳＤＥＰ：
エチオピア版ＰＲＳＰ）において、人的資源の開発、特に教育を重点分野としており、ま
た、教育省の「教育セクター開発計画」では、初等教育の質の向上と、児童の教育へ
のアクセス向上を目標として掲げている。本事業はこのようなエチオピアの開発計画と
合致している。 

(３) エチオピアは東アフリカで最大の人口を有し、我が国との関係も良好である。人材開
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発や教育はエチオピア自身がその開発上高い優先度を置いており、我が国が本計画
により、技術協力とあわせて教育環境の改善に貢献することは、いわゆる「日本の顔の
見える事業」として、その外交的効果も大きく、両国の友好関係を強化するものである。

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 19 年 12 月４日） 
供与限度額：10.41 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

 

有償資金協力 

政 策 の 名 称 「モンバサ港開発計画」（ケニア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施により、モンバサ港の貨物取扱量増加によるケニア及び近隣諸国の経済
発展、港湾サービスの向上、港湾関連施設の付加価値増加が見込まれ、長期的には同
国の経済発展ひいては我が国との二国間関係の増進につながる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 19 年 11 月 20 日） 
供与限度額：267.11 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「災害復興・管理セクター・プログラム・ローン」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施により、インドネシアの災害復旧・復興を支援するとともに、防災分野の政
策・制度改善を通じて、災害被害の軽減及び効果的な災害復興・復旧の実施に寄与する
ことが期待される。さらには、インドネシアの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関
係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 19 年 12 月４日） 
供与限度額:231.82 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ハリプール新発電所建設計画」（バングラデシュ人民共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施により、発電量の増大と発電所の運営・維持管理の効率化が達成され
る。また、長期的には、バングラデシュの安定的発展の確保、我が国を含むアジア地域の
安定、我が国と同国の二国間関係の緊密化等に資することが期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 19 年 12 月 11 日） 
供与限度額:177.67 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「新ウランバートル国際空港建設計画」（モンゴル国） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施により、国際空港としての利便性の向上を図るとともに、航空輸送の信頼
性・安全性の向上を図ることができる。さらに、長期的には、モンゴル経済の持続的発展ひ
いては我が国との二国間関係の促進に寄与することが期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月３日） 
供与限度額:288.07 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ハリヤナ州送変電網整備計画」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施により、急増する電力需要に対応する安定的な電力供給を確保し、もっ
て同地域の経済発展と生活水準向上に寄与する。また、本件の実施によって経済関係が
強化され、二国間関係の増進、さらには我が国の安全と繁栄の確保に資することが期待さ
れる。 

政策評価の結 有償資金協力の実施 
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果の政策への

反映状況 

交換公文の署名（平成 20 年３月 10 日） 
供与限度額:209.02 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「デリー高速輸送システム建設計画（フェーズ２）（第三期）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施によって増加する輸送需要への対応を図り、もって交通渋滞の緩和と交
通公害の減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に寄与する。また、本件の
実施によって経済関係が強化され、二国間関係の増進、さらには我が国の安全と繁栄の
確保に資することが期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 10 日） 
供与限度額:721.00 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ハイデラバード外環道路建設計画（フェーズ１）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施により、増加する道路交通需要への対応を図り、もって交通渋滞の緩和
及び地域経済の発展に寄与する。また、本件の実施によって経済関係が強化され、二国
間関係の増進、さらには我が国の安全と繁栄の確保に資することが期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 10 日） 
供与限度額:418.53 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ホゲナカル上水道整備・フッ素症対策計画」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施により、急増する水需要に対応する安全かつ安定的な上水道サービスを
図り、もって同地域の住民の生活環境の改善に寄与する。また、本件の実施によって経済
関係が強化され、二国間関係の増進、さらには我が国の安全と繁栄の確保に資すること
が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 10 日） 
供与限度額:223.87 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「第４次開発政策借款」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本案件の実施により、マクロ経済の安定、投資環境整備、経済・財政改革の推進、ガバ
ナンスの改善が図られ、もって民間投資の増加、貧困の削減が謀れることが期待される。
さらには、インドネシアの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 18 日） 
供与限度額:220.80 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「南北高速道路建設計画（ホーチミン市－ゾーザイ間）（第一期）」（ベトナム社会主義国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画により、処理能力が限界に達している国道１号線、５１号線の渋滞緩和、都市間
移動の時間短縮を図り、工業発展に著しいホーチミン市周辺の交通重要増への対応が可
能となる。また、長期的には、ベトナム経済・社会の活性化に、ひいては我が国との二国間
関係の緊密化に貢献することが期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 26 日） 
供与限度額:166.43 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ハノイ市環状３号線整備計画」（ベトナム社会主義国） 
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政策評価の結

果の概要 

本計画により、ハノイ市内の交通渋滞の緩和、及びホアラック・ハイテクパークからベトナ
ム北部主要港湾や空港へのアクセスの改善が可能となる。また、長期的には、ベトナム経
済・社会の活性化に、ひいては我が国との二国間関係の緊密化に貢献することが期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 26 日） 
供与限度額:280.69 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「フエ市水環境改善計画」（ベトナム社会主義国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画により、汚水処理能力の向上及び浸水被害の軽減が図られる。また、長期的に
は、フエ市の生活衛生環境の改善、フォン川の水質改善に、ひいては二国間関係の緊密
化に寄与することが期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 26 日） 
供与限度額:208.83 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「バンコク大量輸送網整備計画（パープルライン）（Ⅰ）」（タイ王国） 

政策評価の結

果の概要 

本件の実施により、渋滞及び大気汚染の緩和が見込まれる。また、本案件を実施するこ
とにより、長期的には、タイにおける経済の発展及び都市環境の改善、さらには我が国と
の二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 26 日） 
供与限度額:624.42 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「中部ルソン高速道路建設計画」（フィリピン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

今般、追加円借款を供与することにより、本計画の資金不足分を補い、中部ルソン地域
における物流の効率化を促進するという事業効果が十分発現されることになる。また、本
計画を成功裏に終了させることにより、日比間の友好関係が促進されることが期待される。

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 27 日） 
供与限度額:171.06 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ジャワ南線複線化計画（第三期）」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、インドネシアにおける鉄道輸送能力が向上し、当該地域の投資環
境の改善及び経済発展が見込まれる。さらには、インドネシアの経済・社会発展を通じた
我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 28 日） 
供与限度額:188.19 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 

 

政 策 の 名 称 「ヴァルナ港及びブルガス港コンテナターミナル整備計画」（ブルガリア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本件の実施により、急増する貨物需要に対応すると共に物流の効率化を促進すること
が見込まれる。また、本案件を実施することにより、長期的には、ブルガリアの経済発展、さ
らには我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成 20 年３月 28 日） 
供与限度額:369.32 億円 
平成 21 年度予算要求に反映 
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事後評価 

 

表９－４－④ 総合評価方式により事後評価した政策 

施策名 対アジア大洋州外交 

施策の概要 

アジア地域の安定と繁栄の確保を目指し、域内諸国・地域間における未来に向けた友好関係を
構築すること。 次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－１－１ 東アジアにおける地域協力の強化 
Ⅰ－１－２ 朝鮮半島の安定に向けた努力 
Ⅰ－１－３ 未来志向の日韓関係の推進 
Ⅰ－１－４ 未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化 
Ⅰ－１－５ タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化 
Ⅰ－１－６ インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好

関係の強化 
Ⅰ－１－７ 南西アジア諸国との友好関係の強化 
Ⅰ－１－８ 大洋州地域諸国との友好関係の強化 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅰ－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  
Ⅰ－１－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－１－２ 「目標の達成に向けて一定の進展があった。」 
Ⅰ－１－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」  
Ⅰ－１－４ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－１－５ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－１－６ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－１－７ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－１－８ 「目標の達成に向けて進展があった。」  

（必要性） 

１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 
東アジアでは、急速な経済成長といった前向きな動向があるが、その一方、テロや感染症等の新たな

脅威が存在し、また、中国・インドの台頭等による地域の構造変化が生じている。豊かで安定し、開かれ
た東アジアの実現は我が国の安全と繁栄に不可欠であり、二国間関係のみならず、地域協力枠組みに
おいて地域共通の脅威や課題に取り組むとともに、その中で民主主義、人権、法の支配等普遍的な価
値や国際ルールの地域における定着を図っていくことが必要である。 
２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
拉致問題は、我が国の主権にかかわる重大な問題であるとともに、国民の生命と安全に関わる重大な

人道上の問題であり、一刻も早い解決が必要である。また、北朝鮮の核問題及びミサイル問題は我が国
の平和と安全に対する直接の脅威であるのみならず、国際的な不拡散体制に対する深刻な挑戦であり、
一刻も早い解決が必要である。拉致、核、ミサイルといった諸懸案を外交的手段を通じて包括的に解決
した上で、日朝国交正常化を実現することは、日朝双方のみならず、地域の平和と安定にも大きく寄与
するものである。 
３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
日韓両国は、政治、経済、文化といったあらゆる面で極めて密接な関係にある重要な隣国である。日

韓両国が、両国間の懸案を解決すべく努力しながら、様々なレベルの対話や交流を拡充し、一層強固
な未来志向の友好協力関係を発展させること、さらには、北朝鮮問題等の共通の課題に向かって緊密
に連携して取り組んでいくことは、日韓両国のみならず、北東アジア地域の安定と繁栄にとって極めて重
要である。 
４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化」について 
日中間においては、人的交流や経済関係がこれまでになく拡大・深化し、両国が互いになくてはなら

ない存在になっている。日中関係は最も重要な二国間関係の一つとの共通認識の下、地域及び世界に
貢献しながら両国の共通利益を拡大する「戦略的互恵関係」の具体化を進展させることが重要である。
一方で、日中間には引き続き様々な懸案が存在しており、これらを緊密な対話を通じて解決し、未来志
向の日中関係を構築していくことは日中関係のみならず地域の平和と繁栄にとっても極めて重要であ
る。 
モンゴルは、中露の間という地政学的特殊性に加え、ウラン・レアメタルを豊富に有する資源外交の新

たな相手国として、また国際場裡における協力国として、我が国にとっての重要性がより一層増してい
る。 
５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
メコン地域は90年代初頭に至るまで戦争、貧困、難民の源であり、アジア地域の一大不安定要因であ

った。この時代の経験に鑑みれば、本地域を含むＡＳＥＡＮの安定と均衡のとれた発展は、我が国を含
むアジア全体の安定と繁栄にとって必要不可欠であり、メコン地域開発によるＡＳＥＡＮ新規加盟国に対
する支援やこの地域への我が国からの貿易投資促進を通じて、ＡＳＥＡＮ域内の格差を是正し、ＡＳＥＡ
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Ｎの統合を促進していく必要がある。また、これらの国々は伝統的対日友好国であり、この友好関係を強
化することを通じて、我が国の政策や立場に対する支持・協力を得ることは、国際社会において我が国
の外交を推進していく上で重要な意味を有する。 
６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好関係の強化」
について 
（１） 東南アジア島嶼部各国（インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレー
シア）は、我が国と自由や民主主義といった普遍的価値を共有し、また、安全保障面においてもシー
レーンに位置する我が国外交上の重要地域である。 

（２） 特に経済面において東南アジア島嶼部各国は、成長著しく、東アジア地域統合プロセスの中心で
ある。我が国は貿易・投資面において密接な関係を有しており、最重要生産拠点の一つとなっている
当該地域におけるビジネス環境整備は、我が国企業の競争力強化の観点から死活的な重要性を有
する。また、インドネシアやブルネイは我が国にとって主要なエネルギー資源供給国との観点からも
重要である。 

（３） インドネシア周辺海域を中心に大規模な地震が頻発し、また豪雨による洪水、地滑り被害も発生し
ており、インドネシアをはじめとする東南アジア島嶼部各国はこうした自然災害に対して脆弱であり、
また、貧困層が大きな被害を受け衛生状態の悪化等の二次災害を生じる懸念も大きいことから、我が
国の緊急支援の必要性は依然として高い。 

７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
（１） 南西アジア諸国は、世界最大の民主主義国家であるインドを始め、高い経済成長を維持し、国際
社会での存在感を一層強めつつある。特にインドは、高い経済成長を持続するとともに、対外的に
も、米国との安全保障面を含む関係強化、東アジア地域との経済連携強化等を通じて、急速に国際
舞台での発言力を増してきている。またインドは、10億の人口を擁する世界最大の民主主義国家とし
て、民主主義、市場経済、法の支配という我が国と共通の価値観・システムを有しており、我が国にと
って、アジア地域ひいては国際社会の平和と繁栄のために協力すべきパートナーとしての重要性を
益々高めている。 

（２） また、パキスタン、ネパール、ブータン、スリランカ、バングラデシュ、モルディブ等における民主化、
平和構築の流れを支援していくことは、いまだ不安定要因が存在する南アジア地域の安定と繁栄に
とり極めて重要である。 

（３） 加えて、南西アジア諸国は我が国と中東諸国とのシーレーン（海上輸送路）上に位置し、地政学的
にも我が国にとって極めて重要である他、戦争による負の遺産もなく親日的である等外交的資産に
富んでおり、南西アジア諸国との関係強化を図ることが必要である。 

８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
豪州、ニュージーランドとの幅広い分野での友好及び協力関係を推進し、二国間関係を更に強化す

ることは、アジア大洋州地域の平和と安定や資源及び食料の安定確保に資する。また、太平洋島嶼国と
外交関係強化をはかることは、国連（安保理）改革等について、国際場裡において我が国の考えに対し
有力な支持母体を得るため極めて重要である。 

（効率性） 

１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 
上記（【施策の有効性】１．）それぞれの枠組みにおいて相当な進展が見られ、また、これらの枠組みに

基づく協力案件の実施においても進展があり、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
日朝間の対話を通じて北朝鮮へ直接の働きかけを行うアプローチについては、我が方の努力にもか

かわらず、北朝鮮が何ら具体的な対応を示さなかった。 
他方、六者会合、国際連合、Ｇ８首脳会合等、更には関係国との首脳・外相会談等を通じ、我が国の

立場に対する国際社会の理解は相当程度深まった。また、我が国の外交努力により、北朝鮮人権状況
決議やＧ８首脳会合等における議長総括等を通じ、北朝鮮に国際社会のメッセージを明確に発出するこ
とができた。加えて、北朝鮮のミサイル発射、核実験実施発表に対する一連の対北朝鮮措置を継続した
ことは、我が国の断固たる姿勢を北朝鮮に示すのみならず、国際社会に対して北朝鮮問題の重要性を
示す上でも役立った。これらは、今後、我が国が拉致、核、ミサイルといった諸懸案の解決に向けて取り
組んでいく際に、大いに役立つものと考える。このような施策を実現する上で、とられた手段は適切かつ
効率的であった。 
３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
（１） 日韓間の過去に起因する諸問題への取組については、韓国国民の過去に対する心情を重く受け
止め、人道的観点から、朝鮮半島出身者の遺骨調査・返還、在サハリン「韓国人」支援、在韓被爆者
支援等に誠実に対応したこと、また、日韓歴史共同研究の立ち上げに努力し、第二期日韓歴史共同
研究が本格的に始動したことは、我が国の誠意を示すとの観点からも、未来志向の日韓関係の基盤
構築の一助ともなっており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（２） 政治分野の対話の促進については、首脳・外相会談を含む政治レベル・政府間の緊密な対話を
重ねたことは、実務的な観点から両政府間の連携・協力関係の増進に資するのみならず、そのような
緊密な対話が実現することを両国民に示すことで、両国間の未来志向的な雰囲気の醸成にも資する
こととなった。本件についてとられた手段は適切かつ効果的であった。 

（３） 人的交流の拡大については、近年、日韓両国政府が両国民の交流環境の整備のための施策を講
じたこと、また各種の多様な文化交流事業を適切に実施したことにより、折からの韓国大衆文化ブー
ム（いわゆる「韓流」）とも相俟って、国民レベルでの相互理解の促進をより効果的に進めることができ
た。平成 20 年２月の日韓首脳会談においては、両首脳は、若者交流を含む人的交流を一層拡充す
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ることが重要であるとの認識で一致し、また、大学生交流や知的交流を協力して進めていくことが重
要であるとの点で一致した。本件についてとられた手段は適切かつ効率的であった。 

（４） 日韓間の懸案への対応に関しては、ＥＥＺ境界画定について、平成19年３月に続き、６月に交渉が
行われ、現在も交渉が継続中である。また、ＥＥＺ境界画定の交渉には一定の時間がかかることから、
喫緊の課題として、海洋の科学的調査に係る暫定的な協力の枠組み交渉も併せて行っており、とら
れた手段は適切かつ効果的であった。 

（５） 経済緊密化のための各種協議の推進については、平成 19 年７月に第６回日韓ハイレベル経済協
議が開催された。また、平成 16 年 11 月以降中断している日韓ＥＰＡ交渉については、平成 20 年２
月 25 日に行われた福田総理と李明博大統領との間の初の日韓首脳会談の結果、交渉の再開を検
討していくこととなった（４月 21 日の日韓首脳会談での合意に基づき、６月 25 日に実務協議が行わ
れた。両国の立場を３年半ぶりに整理し、双方の理解を深めることができて有意義であった。）。本件
についてとられた手段は適切かつ効果的であった。 

４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化」について 
平成 19 年度は、首脳会談、外相会談を含む各種要人会談が活発に展開され、その他にも日中戦略

対話（次官級）、日中ハイレベル経済対話（閣僚級）、４回の東シナ海等に関する日中協議（局長級）等
幅広い事務レベル協議を実施、「戦略的互恵関係」の構築に向け対話を積み重ね、施策の目標に向
け、相当な進展がみられた。また、対モンゴル関係においても招聘事業及び協議メカニズムの立ち上げ
を時宜に合わせて実施した。とられた手段は適切かつ効率的であったと考えられる。 
５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
二国間関係の強化に加え、メコン地域開発は地域全体の包括的な開発を目指す構想であり、我が国

の限られた援助資源を最適配分するという観点から、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好関係の強化」
について 
投入資源の少なさにもかかわらず、関係省庁（EPA 交渉・実施における関係省庁との連携）・関係各課

（要人往来）、民間（周年事業）等と密接に協力するなど効率的に事業を行い、政治、経済、文化の各分
野で関係国との友好関係を大きく推進した。投入資源と比較して大きな成果を出しており、とられた手段
は適切かつ効率的であった。 
７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
安倍総理訪印、麻生外務大臣のＳＡＡＲＣ首脳会議出席、各種協議の実施等により、施策の目標に向

けて相当な進展があったことは、手段が適切かつ効率的であったことを示している。 
８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
豪州とは、安全保障協力やＥＰＡ交渉の継続など平成 18 年度に引き続き、更なる進展がみられた。ニ

ュージーランドとは作業部会を実施し、二国間関係強化のため協力の枠組みに進展があった。また、島
サミットのフォローアップ及び要人往来を通じ、太平洋島嶼国・地域との友好協力関係を深化させた結
果、対日協力姿勢の強化が顕著に見られたことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 
アジアの安定と繁栄を確保し、域内諸国・地域間の友好関係を構築するためには、地域協力の推進

力であるＡＳＥＡＮの統合支援や、普遍的価値の共有、開放性・透明性といった諸原則に基づいた地域
協力・統合を進めていくことが重要であるが、ＥＡＳ、ＡＳＥＡＮ＋３、日・ＡＳＥＡＮといった枠組みによる協
力は、ＡＳＥＡＮ域内格差の是正や、基本的価値を共有するインドや豪州等との連携強化など、地域各
国と一層幅広い連携を実施していく上で重要な役割を果たしている。 
２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
拉致、核、ミサイルといった北朝鮮をめぐる諸懸案に対し、①六者会合や日朝協議等における北朝鮮

との対話を通じて北朝鮮に具体的な対応を直接求めるアプローチ、②国際連合、Ｇ８首脳会合等の場を
活用し、国際社会のメッセージとして、北朝鮮に具体的な対応を求めるアプローチ、③必要に応じて独
自の又は国連安保理決議に基づく対北朝鮮措置を実施し、圧力をかけていくアプローチがあるが、それ
ぞれを相互補完的に用いつつ、諸懸案の包括的解決を目指すことは、北朝鮮に正しいメッセージを伝
達し、北朝鮮が賢明な判断を下し、具体的な対応をとるように促すとの観点から有効である。 
３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
政治分野の対話の促進、人的交流の拡大、経済緊密化のための各種協議の推進は、日韓関係を未

来に向けて前進させるため必要な施策である。一方、日韓間の過去に起因する諸問題への取組、日韓
間の懸案への対応は、日韓関係が悪化する事態を防止し、両国民の視点を過去から未来に向けさせる
ための施策である。これらを同時並行的に進めることは、日韓関係を更に高い次元に発展させていく上
で極めて有効であり、かつ、必要なことである。 
４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化」について 
未来志向の日中関係を発展・強化させ、日中間に存在する諸懸案を緊密な対話を通じ解決するため

には、様々な分野、様々なレベルでの対話を通じ、「戦略的互恵関係」の構築に向けた具体的協力を推
進すること、及び日中間の諸懸案に関し、胸襟を開いた意見交換を実施し、相互理解を深めること、ま
た、新日中友好 21 世紀委員会や日中歴史共同研究等の有識者の交流、青少年交流を中心とした民間
レベルでの交流を促進し、相互理解と相互信頼の増進に努めていくことが有効である。 
日モンゴル関係のより一層の強化のためには、各種招聘事業や対話の枠組み（官民合同協議会、両

国外務省間政策対話、両国地域情勢対話等）を通じた相互理解の促進や具体的目標の設定が有効で
ある。 
５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
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両国政府の要人往来、各種国際会議に際しての二国間会談の機会を積極的に活用して両国間のハ
イレベルな対話を継続的に実施することは、メコン地域諸国との伝統的な友好関係を更に強化すること
につながる。また、様々な二国間経済協議を通じたこれらの国々との間のビジネス環境の整備は、我が
国との間の貿易投資活動を促進し、経済面での関係強化に基づいた安定的な友好関係の実現に有効
である。我が国のメコン地域開発に対する支援を通じたＡＳＥＡＮ統合の促進は、平成 20 年１月の日メコ
ン外相会議等において、各国より高い評価を与えられており、二国間のみならずアジア大洋州地域の重
要なプレーヤーである ASEAN 全体と我が国の関係の強化につながっている。 
６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好関係の強化」
について 
インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好関係を強化し、

各国との二国間関係を新たな高みに引き上げるための外交を展開するためには、要人往来をはじめと
する様々なレベルでの対話・交流を継続・促進し、また、経済面においてはＥＰＡ協議・実施等二国間経
済協議等を推進することが有効である。また、東南アジア島嶼部は自然災害が頻発する地域であること
にかんがみ、自然災害が発生した場合には被災国に対して迅速な支援を行うことが関係強化のために
不可欠である。 
７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
（１） 南西アジア諸国との二国間関係は、民間部門の活動により自然に維持・強化されていくような成熟
した段階にはない。特に日印間の戦略的グローバル・パートナーシップを強化するためには、ある程
度政府が主導し、日印関係全般の強化に対する政治的なコミットメントを示すことが必要である。 

（２） その具体策としては、（イ）要人往来及び政治レベルの協議を活発化させること、（ロ）（イ）と密接に
関連する事務レベルでの協議を活発化させること、（ハ）特に、本来有する日印両国の潜在力を十分
に生かし切れていない経済関係及び人的交流を強化すること、（ニ）相手国のニーズに応じた経済
協力を引き続きタイムリーに実施すること等が有効である。 

８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
日豪及び日ニュージーランド間で積極的に対話を続けていくことは、より緊密な協力関係を実現し、ア

ジア太平洋地域の平和と繁栄に資するために有効である。また、島嶼国との意見交換を行う場としてＰＩＦ
域外国対話に積極的に参加し、友好協力関係を強化することで、具体的な協力につなげることが出来
る。同域外国対話は、３年毎に開催される太平洋・島サミットの会期間の会合として、同サミットのフォロー
アップ及び平成 21(2009)年に控えた第５回サミットを検討する重要な機会ともなる。更に、各国との草の
根レベルでの交流事業の実施及び青年招聘は、我が国に対する理解を深め、長期的な対日協力姿勢
を確保するために有効である。 

（反映の方向性） 

１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 
すべての枠組みにおいて地域協力を積極的に推進し、地域の一体感を高めていく。地域共通の課題

に対し、協力の気運が高い分野において協力を進展させ、地域全体の利益となるよう具体的な取組を進
める。 
２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
関係国と緊密に連携・協力しつつ、六者会合と日朝間の協議を併せて進展させ、諸懸案の包括的解

決を目指す。 
３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
大局的な観点からの未来志向の日韓関係の更なる発展と、北東アジア地域の安定と繁栄へ向けた連

携・協力の強化を併せて進展させる。 
４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化」について 
日中間で「戦略的互恵関係」の構築に向け、引き続き幅広い分野における協力の具体的な進展をは

かり、同時に個別の懸案を解決していくべく、各種対話や交流を一層強化していく。日モンゴル間では、
政府関係者の招聘を通じた対日理解の促進に一層努めていく。 
５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
今後ともメコン川流域５か国との友好関係の強化、経済関係の緊密化に取り組むとともに、これらの

国々の発展を支援することを通じて、ＡＳＥＡＮの統合を強化し、地域の平和と安定の強化に取り組んで
いく。 
６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好関係の強化」
について 
各国との関係強化のため、要人往来をはじめとする様々なレベルでの対話・交流、各国とのＥＰＡ協

議・実施等二国間経済協議、自然災害の被災国に対する支援を引き続き着実に実施していく。また、Ｅ
ＰＡ実施に関しては、適正な予算措置及び人的体制の拡充を行っていく。 
７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
南西アジア諸国、特にインドの重要性が益々高まる中、要人往来、各種政策協議、経済協力を通じ、

引き続き日印戦略的グローバル・パートナーシップの着実な強化を図るとともに、南アジアの安定と繁栄
に向け民主化・平和構築等の支援に向け具体的施策を講じる。 
８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
今後も目標達成に向けて、取組をさらに強化していく。また、我が国として、豪州、ニュージーランド及

び島嶼国との協力関係をより強化していくと同時に、我が国とこれらの国との協力の重要性を国内でアピ
ールしていく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
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（目標の達成状況） 

[目標]  アジア地域の安定と繁栄の確保を目指し、域内諸国・地域間における未来に向けた友好関係
を構築すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 
東アジアの地域協力枠組みのそれぞれにおいて、地域共通の課題に対する具体的協力を実質的に

進展させ、地域の共通利益に貢献することができた。特に、日・ＡＳＥＡＮ間では日・ＡＳＥＡＮ包括的経
済連携（ＡＪＣＥＰ）協定の交渉が妥結したほか、「ＡＳＥＡＮ憲章」の採択などＡＳＥＡＮ統合に向けたＡＳＥ
ＡＮの努力を我が国が積極的に支援することを示すことができた。また、民主主義を始めとする基本的価
値を共有するインドや豪州等が参加するＥＡＳについて、エネルギー安全保障、環境・気候変動、青少
年交流等の分野で具体的な協力が着実に推進されている。さらに、東アジアの安定と繁栄に大きな責任
を有する日中韓の首脳会議が、今後、ＡＳＥＡＮ関連首脳会議と独立した形で開催することに初めて合
意されたことは、今後の日中韓協力の進展に大きな弾みとなった。これらの点において当初想定してい
た以上の成果が見られた。 
２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
（１） 核、ミサイル等の安全保障上の問題については、朝鮮半島の非核化に向け、六者会合の枠組み
の下、平成 19 年２月に合意された「初期段階の措置」が実施され、さらには、10 月に「第二段階の措
置」が合意されるなど、一定の前進があった（ただし、北朝鮮は平成 19年末までの実施を約束した非
核化措置を期限内に完了しなかった。）。また、我が国は、北朝鮮のミサイル発射、核実験実施発表
に対する一連の対北朝鮮措置を平成 19 年も継続し、毅然とした対応をとったことは、我が国の断固
たる姿勢を北朝鮮に示すのみならず、国際社会に対して北朝鮮問題の重要性を示す上でも役立っ
た。 

（２） 日朝関係については、六者会合の枠組みの下で、平成 19 年３月の第１回「日朝国交正常化のた
めの作業部会」に引き続き、９月に第２回「日朝国交正常化のための作業部会」が開催されたが、拉
致問題を含む諸懸案に関し具体的な成果は得られなかった。他方、①国連総会において、拉致問
題を含めた北朝鮮の人権状況を非難する北朝鮮人権状況決議の採択を実現したことや、②Ｇ８首脳
会合や米国・中国等との首脳・外相会談等を通じ、拉致問題解決に向けた国際的な連携を強化でき
たことは、一定の成果であった。 

３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
首脳・外相レベルを始め、様々な分野で重層的な政府間対話が行われ、各種の文化交流・青少年交

流・学術交流等を積極的に推進した。また、両国間の諸懸案についても適切に対処した。平成 20 年２月
に行われた日韓首脳会談において、福田総理と李明博（イ・ミョンバク）韓国大統領が、日韓間の協力を
一層緊密なものとする「日韓新時代」を拓いていくことの重要性で一致するとともに、両首脳が形式張ら
ずに頻繁に往来する「シャトル首脳外交」を実施していくことで合意したことは、目標に向けて着実な進展
があったものと評価できる。また、北朝鮮問題という共通の課題に対し、日韓間の連携・協力を推し進め、
六者会合における具体的な成果に結び付けることができた。 
４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化」について 
日中関係においては、平成18年の安倍総理（当時）訪中時に合意した「戦略的互恵関係」が、当初想

定していた以上に具体化し、日中間の協力関係が進展した。日モンゴル関係においても、当初想定して
いた以上に幅広い活発な意見交換が行われた。 
（１） 温家宝中国国務院総理の訪日、福田総理の訪中等のハイレベル往来等を通じ、アジア及び世界
の平和、安定及び発展に共に貢献していく「戦略的互恵関係」を具体化させた。要人往来以外にも、
国際会議の場等の機会に首脳会談、外相会談を実施した他、各種対話を通じて、日中関係をさらに
進展させた。 

（２） 政治、経済、安全保障、社会、文化等の分野における各レベルでの交流と協力を促進させた。「日
中文化・スポーツ交流年」の各種行事を実施し、日中両国民の交流が活発に行われた。 

（３） 対モンゴル関係においても、「モンゴルにおける日本年（外交関係樹立 35 周年）」を通年実施した
ほか、皇太子殿下のモンゴル御訪問、オヨーン外務大臣及びその他閣僚の訪日、各種招聘事業等
を通じ、幅広い人的交流が活発に行われた。また、貿易・投資拡大及び鉱物資源開発にかかる官民
合同協議会を立ち上げ、第一回協議を各々東京で実施した。 

５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
タイ、ラオス及びカンボジアの首相並びにベトナムの国家主席が訪日するなど、要人による二国間訪

問が活発に行われた。また、平成 19 年は日タイ修好 120 周年の各種行事が行われ、各国との対話・交
流が促進された。経済については、日ラオス投資協定及び日カンボジア投資協定が署名された。メコン
地域開発については、平成20年１月、初めての日メコン外相会議が東京で開催され、「信頼」「発展」「安
定」の３つをキーワードとする日メコン協力及び国際場裡における協力をテーマに議論が行われ、議長
声明が発出された。また、この会議の前後には、日・ラオス投資協定、対カンボジア無償援助Ｅ／Ｎ（交
換公文）及び「開発の三角地帯」関係文書の署名式が実施され、さらに、日メコン友好議連朝食会や日
本のビジネス関係者を集めたメコン地域投資促進セミナーが開催された。 
６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好関係の強化」
について 
平成 19 年度においては、当初想定していた以上のハイレベルな要人往来等が活発に行われ、経済

関係についても具体的成果を得た。頻発した自然災害への対応も迅速に実施した。詳細は以下のとお
り。 
（１） 要人往来等について、総理のインドネシア及びマレーシア公式訪問、秋篠宮同妃両殿下のインド
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ネシア御訪問をはじめとする要人往来、インドネシア及びマレーシアとの周年事業、招へい事業等、
様々なレベルでの対話・交流が極めて活発に行われ、質・量ともに優れた具体的成果を得ることがで
きた。 

（２） 各国との経済関係に関し、日・シンガポール改正議定書の発効、ブルネイ及びインドネシアとのＥＰ
Ａ署名という大きな具体的成果を得ることができた。また、ＥＰＡ実施のための分野別の小委員会等も
多数開催された。新規にブルネイとの租税条約交渉も開始された。 

（３） 自然災害に関し、インドネシア周辺海域を中心に大規模な地震が頻発したが、我が国はＮＧＯとの
連携を通じた支援も行い、被災国の支援に大きく貢献した。 

７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
平成19年には、安倍総理（当時）の訪印、麻生外務大臣（当時）のＳＡＡＲＣ（南アジア地域協力連合）

首脳会議出席、スリランカ大統領の訪日、バングラデシュ外務担当顧問（外相に相当）の訪日等が実現
した。特にインドとの関係では、安倍総理訪印の際に、「新次元における日印戦略的グローバル・パート
ナーシップのロードマップに関する共同声明」が発出され、政治・安全保障、経済、人の交流、地域的・
国際的課題に関し、多くの共通の取組に合意した。また、両首脳は、環境とエネルギーに関する別個の
共同声明に署名した。この他、平成19年は「日印交流年」、日・バングラデシュ国交樹立35周年、日・モ
ルディブ外交関係樹立 40 周年であり、各種関連行事が行われた。総合的に見て、日印間の戦略的グロ
ーバル・パートナーシップの強化を柱とする南アジア諸国との関係強化という目標に向けて、当初の想定
以上の大きな成果があげられた。 
８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
日豪間では経済面で４回に及ぶ経済連携協定（ＥＰＡ）交渉が行われるとともに、政治及び安全保障

面では平成19年６月、日豪外務・防衛閣僚協議が開催され、同年９月、両国間で「安全保障協力に関す
る日豪共同宣言」を実施するための行動計画が採択された。ニュージーランドとの間では、経済関係強
化のための作業部会及び日ＮＺ高級事務レベル経済協議が開催され、政治分野においても両国で協力
している。島嶼国との間では、第４回日・ＰＩＦ首脳会議の際に設置が合意された日・ＰＩＦ合同委員会等の
実施を通じ、島嶼国の自助努力に対する支援のフォローアップが行われている。この結果、大洋州島嶼
国からは、安保理改革等について国際場裡での支持を確保してきている。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

対アジア大洋州外交につき、平成20年度政策評価において「目標の達成に向けて相当な進展があっ

た」とされた。平成 21 年度概算要求については、各施策ごとに事業内容を精査・調整した上で、上記政

策評価の結果を踏まえて、全体として増額要求を行った。また、上記施策を充実・強化する観点から、必

要に応じ定員・機構要求を行った。 

（平成 21 年度予算額：2,379,373 千円 ［平成 20 年度予算：2,630,572 千円］） 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 166 回国会施政方針演説 平成 19 年１月 26 日 

・ ＡＳＥＡＮなどとの経済連携協定や日中
韓の投資協定の早期締結と、ＷＴＯド
ーハ・ラウンド交渉の早期妥結に取り組
みます。 
・ 私は、総理就任直後、中国及び韓国を
訪問して、首脳レベルで胸襟を開いて
話し合いを行い、両国との関係を改善
しました。中国とは、両国国民にとって
お互いに利益となるよう、戦略的互恵関
係を築いてまいります。韓国との間で
も、未来志向の緊密な関係を築いてま
いります。 
・ ＡＳＥＡＮ諸国や、基本的価値観を共
有するインド、オーストラリアなどとも、経
済連携の強化に加え、首脳同士の交流
を拡大します。東アジア・サミット参加国
を中心に、今後５年間、毎年 6000 名の
青少年を日本に招く交流計画を実施し
てまいります。 

第 166 回国会外交演説 平成 19 年１月 26 日 

・ アジアの安定というものは、ＡＳＥＡＮ諸
国が民主的に落ち着いて、栄えていな
い限りありません。ＡＳＥＡＮ諸国のう
ち、我が国の伴走をまさに必要とする
国々に対し、民主化と、平和構築を助
けてまいります。経済面での連携を進め
つつ、ＡＳＥＡＮの安定・強化を図って
いく所存です。 
・ １月 15日、セブ島で開かれた第2回東
アジア・サミットでは、エネルギーの安全
保障と、若者達が交わる大切さを、共通
の課題として確認しました。 
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第 168 回国会所信表明演説
（安倍総理（当時）） 

平成 19 年９月 10 日 

・ 北朝鮮の拉致、核、ミサイルの問題の
解決に向け、国際社会との連携を一層
強化してまいります。すべての拉致被害
者が帰国を果たすまで、鉄の意志で取
り組んでまいります。 

第 168 回国会所信表明演説
（福田総理） 

平成 19 年 10 月１日 

・ 朝鮮半島をめぐる問題の解決は、アジ
アの平和と安定に不可欠です。北朝鮮
の非核化に向け、六者会合などの場を
通じ、国際社会との連携を一層強化し
てまいります。拉致問題は重大な人権
問題です。すべての拉致被害者の一刻
も早い帰国を実現し、「不幸な過去」を
清算して日朝国交正常化を図るべく、
最大限の努力を行います。 
・ 韓国とも、未来志向の信頼関係を一層
強化します。 
・ さらに、アセアン諸国など各国とも、経
済連携などさらなる関係強化に向けた
取り組みを進めます。 

第 169 回国会施政方針演説 平成 20 年１月 18 日 

・ アジア太平洋地域との経済連携協定の
交渉の早期妥結 
・ 昨年の米国、シンガポール、中国への
訪問で『共鳴外交』に踏み出しました。
中国とは、省エネ・環境協力などを通
じ、戦略的互恵関係を深め、アジアと世
界の安定と発展に貢献する関係を築き
ます。 
・ 韓国とは、２月に就任される次期大統
領と、未来志向の安定した関係を構築
していきます。 
・ 北朝鮮に対しては、六者会合などの場
を通じ、関係各国と連携して核の放棄
を求めていきます。また、すべての拉致
被害者の一刻も早い帰国を実現し、不
幸な過去を清算し日朝国交正常化を図
るべく、引き続き最大限の努力を行って
いきます。 

第 169 回国会外交演説 平成 20 年１月 18 日 

・ ＡＳＥＡＮの結束と繁栄は、東アジア地
域全体の安定と繁栄にとって重要な推
進力です。先般、日本・ＡＳＥＡＮ包括
的経済連携協定の交渉が妥結しまし
た。今後は、協定の早期発効に向けて
努力していきます。また我が国は、ＡＳＥ
ＡＮの一層の発展と繁栄のため、メコン
地域開発を通じた域内格差是正や人
材育成支援等を通じて、ＡＳＥＡＮの統
合努力を力強く支援してまいります。 
・ インドや豪州との間でも、安全保障面
や経済連携協定交渉を含め、引き続き
幅広い分野で関係を強化します。 
・ また、将来の東アジア共同体の形成を
視野に入れ、東アジア首脳会議等の枠
組みを活用して、アジア諸国と共に地
域共通の課題に積極的に取り組んでま
いります。 
・ 昨年 11 月の東アジア首脳会議では、
福田総理より、東アジアにおける「持続
可能社会」の実現に向け、我が国の環
境協力イニシアティブを打ち出しまし
た。今後はこれを着実に実現してまいり
ます。 
・ また、中国と韓国を交えた日中韓協力
についても、環境をはじめとする様々な
分野で一層発展させてまいります。 
・ さらに民主化や市場経済化等の支援
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や対話を通じて、バルト諸国や中・東
欧、中央アジア、南アジアといった地域
の諸国との関係を強化してまいります。
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施策名 対北米外交 

施策の概要 

我が国外交の要である日米同盟関係の維持・強化及び日加関係を更に推進すること。 次の具体的
施策より構成される。 
Ⅰ－２－１ 北米諸国との政治分野での協力推進  
Ⅰ－２－２ 北米諸国との経済分野での協力推進 
Ⅰ－２－３ 米国との安全保障分野での協力推進 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅰ－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  
Ⅰ－２－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－２－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－２－３ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 

（必要性） 

１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 
（１）米国について 
（イ） 基本的人権の尊重、民主主義及び市場経済の推進といった普遍的価値観や利益を共有してい
る米国との同盟関係は、我が国の安全とアジア太平洋地域の平和と安定の礎である。 

（ロ） 我が国の安全と繁栄を確保するためには、国際社会全体の繁栄が不可欠であるとの認識の下、
我が国外交の基軸である日米同盟を維持・強化することは必須である。 

（ハ） 政治・安全保障上の諸課題への取組において日米間の協力を日本政府として推進することは、
不可欠である。 

（２）カナダについて 
（イ） 我が国とカナダは、基本的人権の尊重、民主主義、自由及び市場経済の推進といった共通の価値
観に基づく良好な二国間関係を有しているが、更なる発展の潜在力があり、二国間関係を一層強化
する必要がある。 

（ロ） 世界が直面する諸課題について、Ｇ８・太平洋国家である日加両国がより効果的に対処することが
できるよう、二国間のパートナーシップを更に拡大及び深化させることは重要である。 

（ハ） 我が国の安全と繁栄を確保するためには、国際社会全体の繁栄が不可欠であるとの認識の下
、我が国と基本的価値観を共有し、国連をはじめとする国際機関等において積極的に活動する
カナダとの関係を維持・強化することは重要である。 

２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
（１）米国 
（イ） 日米間の安定的・協調的な経済関係の維持・強化は、我が国外交の基軸である日米同盟関係
の維持・強化における不可欠な要素の一つである。ＢＲＩＣｓ等の新興経済諸国がめざましい経済
発展を遂げる中で、先進的技術で世界をリードする日米両国が、経済面での協力のあるべき姿を
世界経済に示すことは、世界経済全体の安定と繁栄のためにも必要である。 

（ロ） 日米間の貿易・投資の自由化を促進することは、対日投資の拡大と、日本企業の米国における
経済活動を発展させる上で不可欠である。 

（ハ） 多岐にわたる分野で緊密化している日米経済関係において、バランスよくこの関係を運営して
いくことが日米同盟関係の維持・強化の観点から不可欠である。 

（２）カナダ 
（イ） カナダは、我が国にとって特に農産品の安定的な輸入先となっており、最近ではエネルギー資
源確保の観点からもその重要性が高まっており、良好な経済関係の維持は不可欠である。 

（ロ） 我が国とカナダの経済関係については、その潜在力が十分に引き出されていないとの認識があ
り、日加経済関係の更なる進化・活性化の実現が望まれる。この目標に向け、｢日加経済枠組み｣
文書に基づき、平成 19 年 10 月には両国による共同研究の成果である日加共同研究報告書が両
国首脳に提出された。本件は両国の首脳レベルでイニシアティブが取られている政策である。 

３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
平成 18 年の北朝鮮による弾道ミサイル発射及び核実験が示すとおり、アジア太平洋地域には、冷戦

終結後も地域紛争、大量破壊兵器やミサイルの拡散など、不安定な要素が依然存在している。我が国
は、自らの防衛力のみでは自国の安全が脅かされるようなあらゆる事態には対処できない以上、日米安
保条約を引き続き堅持することで、米軍の前方展開を確保し、その抑止力の下で日本の安全を確保する
ことが必要である。このような観点から、同盟国たる米国と日米安保体制を一層強化していくことが重要で
ある。 

（効率性） 

１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 
政府間（首脳、外相レベルを含む）での、共通の諸課題に関する協議・政策調整を行うことは、日米・

日加両国が直面する政治面での共通の諸課題について両国政府間の緊密な連携を一層強化する上で
不可欠であり、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
相手国担当者との信頼関係に基づいて、可能な範囲でテレビ会議を活用した協議を実施する等によ

り、緊密な対話を継続しつつ、出張旅費や協議会場設営等の経費を大幅に節約することができた。 
３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
限られた資源の中、日米安保体制の信頼性の向上及び在日米軍の安定的な駐留の確保を図ること
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ができ、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 
日米・日加両国が直面する政治面での共通の諸課題についての両国の緊密な連携を一層強化する

ためには、政府間での緊密な協議・政策調整を実施するとともに、両国間の良好な二国間関係の基礎を
なす、あらゆるレベル（政府間、民間有識者、米国の政策の決定に参画するまたは影響力を有する各界
の人物、草の根レベル等）における両国間の交流を重層的に強化することが有効である。 
２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
（１）米国 
（イ） 幅広い分野において緊密な相互依存関係にある日米両国間においては、取り扱うべき経済的
課題が多岐にわたっている。また、二国間のみならず地域的・国際的な課題についての協力も推
進する必要がある。この観点から「成長のための日米経済パートナーシップ」は、６つの対話の枠
組みの下で、日米関係者間の意見交換を緊密なものとし、経済関係を着実に発展させた。 

（ロ） 日米規制改革・競争政策イニシアティブの下での対米要望のとりまとめの過程においては、民間
部門の問題意識を聴取し、米国政府への改善要望に組み込み、日本企業の貿易・投資における
良好な環境の整備に向けた政策に反映させた。このようなプロセスを通じ、「成長のための日米経
済パートナーシップ」の運営や個別問題への対処を、企業活動のニーズにも応える形で適切に行
い、両国間の協調を一層推進することができた。 

（ハ） 日米二国間における個別経済問題の中には、ともすれば政治問題化する可能性のある案件も
あるが、これを未然に防ぐよう適切に対処していく上でも、両国が協調を推進していくことが有効に
働いた。 

（２）カナダ 
日加経済枠組みの下での共同研究は、民間部門の意見を聴取し、二国間の貿易及び投資等の更な

る促進がもたらす便益と費用についての検討を行うことにより、日加両国の貿易経済関係をさらに深化・
活性化する上で、有益であった。また、共同研究の成果は、共同研究報告書として、両国首脳に報告さ
れており、右内容は日加経済関係の協力促進のために引き続き活用できるものである。 
３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
日米安保体制の信頼性の向上と在日米軍の安定的な駐留の確保のためには、（１）安全保障分野に

関する日米間の緊密な協議、（２）「再編実施のための日米のロードマップ」の着実な実施、及び（３）日米
地位協定の運用改善等を行うことが重要。 
これらの施策は、直接的に日米安保体制の強化に資するばかりでなく、米軍基地を抱える地元の負担

軽減を図ることで、日米安保体制をめぐる政治的状況の安定とそれによる日米安保体制の強化に間接
的にも資するものである。 
 

（反映の方向性） 

１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 
引き続き、日米・日加両国が直面する政治面での共通の諸課題についての両国政府間の緊密な連

携、及び民間有識者を含む様々なレベルでの日米・日加間での対話・交流を一層強化していく。 
２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
米国に関し、今後、日本経済の変化や国際経済での新たな展開を踏まえ、日米間の既存のメカニズ

ムを活用しつつ、これを基礎として、二国間経済関係を更に深化させるとともに、地域や世界の経済的課
題に関する協力を強化する方策を探っていく。 
カナダに関し、日加経済枠組みの下で協力を強化するとともに、共同研究の結果に基づいた更なる施

策の企画・立案を行うことによりその推進を図る。 
３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
今後も、我が国及び国民の安全と繁栄を確保するとの目標に向け、日米安保体制の信頼性の向上と

在日米軍の安定的な駐留の確保のための施策を継続的に検討する。 
 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  我が国外交の要である日米同盟関係の維持・強化及び日加関係を更に推進すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 

１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 
（１） 米国について 
安倍総理（当時）及び福田総理の米国公式訪問（４月、11 月）やライス国務長官の来日（平成 20 年
２月）等が実現し、種々の機会に首脳会談、外相会談及び日米戦略対話等が行われたことから、日米
両国が直面する共通の諸課題についての両国政府間の緊密な連携が一層強化され、総合的に見
て、当初の想定以上の成果があったと言える。 
（２） カナダについて 
平成 19 年９月のＡＰＥＣの際の日加外相会談、同年 11 月の日加首脳電話会談、及びその他数度
にわたる日加外相電話会談を通じて、日加両国が直面する共通の諸課題についての両国政府間の
緊密な連携が一層強化され、総合的にみて、カナダとの緊密な連携強化という目標に向けて、十分な
成果があったと言える。 
２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
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米国については、平成 19 年度において、二国間の貿易や投資額、人的交流等の増加など日米両国
の経済分野での協調の一層の深化を実現することができた。また、「成長のための日米経済パートナー
シップ」の運営について、民間部門の意見を踏まえつつ、平成19年度も日米間の協力を推進し、米国の
規制が改善される等、我が国の国益を増進するための筋道を具体的につけることができた。 
カナダについては、日加経済枠組みに基づき両国の経済関係における潜在力を最大限引き出すこと

を目指し、平成 17 年から３回にわたって共同研究作業部会を開催し、両国の経済関係を制限する措置
と更なる貿易と投資の自由化につき検討した。さらに同作業部会では、関連政策上の手段が及ぼす影
響について便益と費用に関する共同研究や個別の協力分野の推進についても検討を行った。日加共
同研究報告書により平成 19 年 10 月に両首脳にその成果が報告されており、着実な進展があったことを
示している。 
３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
以下の理由にかんがみ、平成 19 年度においては米国との安全保障分野での協力が一層推進され、

施策の目標達成に向けて相当な進展があったと考える。 
（１） 平成 19 年５月、日米安全保障協議委員会（「２＋２」会合）を開催し、前年５月に発表した兵力態勢
再編の具体的施策を実施するための計画（「再編実施のための日米のロードマップ」）について、作
業の進捗及び今後の着実な実施の重要性を確認した（「同盟の変革：日米の安全保障及び防衛協
力の進展」）。これに伴い、日米間で相互に提供される防衛関連秘密情報の取扱手続等を定めた
日米軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）を締結した。また、弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）分野では、
米側の協力の下、イージス艦「こんごう」が日本初となるミサイル迎撃実験に成功した。さらに、平成
20年１月には、日米安保体制の円滑かつ効果的な運用の確保のため、在日米軍駐留経費負担（Ｈ
ＮＳ）に係る新たな特別協定を締結した。 

（２） 沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）最終報告の実施を含む在日米軍の兵力態勢の再編等の
継続的な進展は上記「２＋２」会合でも確認された。 

（３） 日米地位協定の運用改善については、日米合同委員会において、災害準備及び災害対応のため
の在日米軍施設・区域への立入りについて合意した。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

平成 19 年度においては、北米諸国との政治分野での協力が一層推進され、施策の目標達成に向け

て相当な進展があった。 

引き続き、日米・日加両国が直面する政治面での共通の諸課題についての両国政府間の緊密な連携

の一層の強化を図るための施策を継続的に検討・実施するため、平成 21 年度においても必要な予算要

求を行った。 

平成 19 年度においては米国との安全保障分野での協力が一層推進され、施策の目標達成に向けて

相当な進展があった。 

引き続き、我が国及び国民の安全と繁栄を確保するとの目標に向け、日米安保体制の信頼性の向上

と在日米軍の安定的な駐留の確保のための施策を継続的に検討・実施するため、平成21年度において

も必要な予算要求を行った。 

北米諸国との経済分野での協力につき、これまでの成果を踏まえ一層の強化に努める。          

（１） 日米両国の持続可能な経済成長に資する各種の政策分野での協調の推進という目標について

は、長期的に評価を行い、その達成の度合いを検証する必要があるため、引き続き同様の目標を

維持していくことが適当である。この目標の達成のため、平成 21 年１月に米国において新政権が発

足したことを受け、新政権のメンバーと、新たな日米協力の方向性及び各協力における成果につ

き、十分な摺り合わせを行い、日米経済関係の更なる強化に努める必要がある。 

（２） 日加経済枠組みに基づく個別協力の促進により、二国間経済関係の更なる活性化・緊密化を図る

とともに、エネルギー分野での協力や新たに始まる貿易・投資対話等を通じ、我が国の国益を確保

するためにもカナダ側とより一層の経済関係強化に努める必要がある。 

(平成 21 年度予算額:229,635 千円 [平成 20 年度予算:235,879 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 
第 169 回国会における総理大
臣施政方針演説 

平成 20 年１月 18 日 
「日米同盟はわが国外交の基軸であり、
信頼関係を一層強めていく。」 

第 169 回国会における高村大
臣の外交演説 

平成 20 年１月 18 日 
「日米同盟を一層強化し、政治・安全保
障・経済を含む幅広い分野で米国と緊密
に連携していきます。」 

 

328



施策名 対中南米外交 

施策の概要 

中南米諸国との経済関係を始めとする多面的で裾野の広い交流の増進を通じた協力関係を構築する
こと。次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－３－１ 中南米地域の多国間フォーラム及びメキシコ、中米諸国、ドミニカ共和国、キューバとの協

力・交流の強化  
Ⅰ－３－２ 南米・カリブ共同体諸国との協力・交流の強化 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅰ－３  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－３－１  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  
Ⅰ－３－２  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  

（必要性） 

１．「中南米地域の多国間フォーラム及びメキシコ、中米諸国、ドミニカ共和国、キューバとの協力・交流
の強化」について 
（１） 近年中南米地域は地域全体として４年連続でプラス成長、平成 19 年には５％という経済成長率を
達成している。もともと豊富な資源・エネルギーを有し、高い経済的潜在力を有する中南米地域は、
民主主義・市場経済の定着後、ますますその経済的重要性を高めている。また、メキシコ・ブラジル
等新興の地域大国を有する中南米地域は、近年、先進国首脳会議に招待されるなど、国際場裡に
おける発言力・存在感も高めつつあり、こうした中南米地域との協力関係を強化することは、我が国
外交の展開にとって極めて重要。 

（２） メキシコは中南米における我が国最大の貿易相手国であり、欧州及び米州地域の諸国とは自由貿
易協定（ＦＴＡ）を通じ、広範なネットワークを有する。我が国企業にとっては米州市場等へのゲート
ウェイとしても戦略的重要性を有する。また中南米地域の大国として、気候変動問題等国際社会の
諸課題に対する関与を拡大し、発言力を高めており、メキシコとの協力関係強化は、我が国の国際
場裡における影響力の増大のため戦略的重要性を有する。また、メキシコは「日墨交流計画」の実
績に代表されるように、従来より、我が国と中南米諸国の人的交流の中核国であり、新時代の両国
関係のニーズに合わせつつ、幅広い分野での人的交流を活性化させることが、日メキシコ間の戦略
的パートナーシップ、さらに中南米諸国との協力関係を発展させる上で極めて重要。 

（３） 中米地域は共同市場として米国とのＦＴＡ交渉を一体となって行うなど経済面での統合（中南米第
３の市場）を進めている。また、中米統合機構（ＳＩＣＡ）として、地域８か国が政策協調を進めており、
国連等における投票等を通じ国際社会における一定の影響力を有するようになっている。さらに、
南・北米大陸をつなぐ要衝の地にあり、パナマ運河を擁している。 

２．「南米・カリブ共同体諸国との協力・交流の強化」について 
（１） 経済関係に関しては、国際的に資源獲得競争が激化する中で、中南米において資源・エネルギー
の国家管理強化が強まる傾向を踏まえ、政府としても、日本企業支援を行うとともに、デジタル・テレ
ビ等の新たな分野も含め、官民一体となって積極的に経済関係強化に努めることが必要。 

（２） 環境・気候変動問題、国連安保理改革等の国際社会が直面する課題について、我が国が効果的
に対処するため、共通の価値基盤を有する南米諸国との協力関係を維持・発展させることが必要。 

（３） 我が国と物理的に遠く、交流の機会も豊富とはいえない南米・カリコム諸国との関係を効果的かつ
効率的に強化するためには、各種周年行事の機会を有効活用し、また、人物・文化交流事業を積
極的かつ集中的に実施し、相互理解の促進を図ることが必要。 

（４） 南米諸国出身の在日外国人は現在約36万人にのぼり、地域社会との摩擦、教育・社会保障・犯罪
をめぐる問題が顕在化している例もあり、問題の解決に向けて取り組む必要がある。 

（５） カリコム諸国 14 か国とは基本的価値を共有しており、良好な二国間関係を基盤に、国際捕鯨委員
会（ＩＷＣ）や国連等の国際場裡で協力関係を構築しているところ、これを維持する必要がある。 

（６） メルコスール、カリコム等の地域国際機関は組織化及び活動範囲の拡大を進めており、これらの協
力を促進することが各南米・カリコム諸国と関係強化を図る上でも重要である。 

（効率性） 

１．「中南米地域の多国間フォーラム及びメキシコ、中米諸国、ドミニカ共和国、キューバとの協力・交流
の強化」について 

（１） 中南米諸国との関係強化に関しては、ＦＥＡＬＡＣ（東アジア・ラテンアメリカ協力フォーラム）、
ECLAC（国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会）等の枠組みを活用し効率的に効果の高い施策を講
じた（ＦＥＡＬＡＣ・ＣＤＭ招聘、委託調査等）。また、外務大臣による政策スピーチを日本国内で実施
し、効率的に我が国の外交政策を全世界に発信した。 

（２） メキシコとの間では、ＥＰＡを通じて企業活動の活発化が外交関係の強化に活かせるため、効率的
に関係強化が図られている。経済・交流等については、ＡＰＥＣその他の国際会議の機会に首脳会
議等ハイレベルの協議を行い、効率的に各種案件につき意見交換の進展を図ることができた。 

（３） 中米諸国との間では、我が国の環境イニシアティブであるクールアース 50 について、我が方大使
館より各国政府関係者や議会関係者、政策シンクタンク等に対する説明、政策担当次官の招聘、テ
レビ、新聞等を通じた世論対策を行った。その結果、中米諸国が一堂に中米統合機構議長国であ
るエルサルバドルに会して、日・中米フォーラムを開催した際、クールアース50に対する中米側の評
価をとりつける等効率的に各種案件につき意見交換の進展を図ることができた。 

２．「南米・カリブ共同体諸国との協力・交流の強化」について 
限られた予算規模及び人的資源の中、関係省庁・機関、省内関係各課、民間等と密接に協力するな
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ど効率的に事業を実施し、経済関係の再活性化の促進から国際場裡における協力関係の強化まで相
当な進展があった。投入資源と比較して大きな成果を出しており、取られた手段は適切かつ効率的であ
った。 

（有効性） 

１．「中南米地域の多国間フォーラム及びメキシコ、中米諸国、ドミニカ共和国、キューバとの協力・交流
の強化」について 

（１） 日メキシコＥＰＡは日メキシコ間の貿易・投資の実質的な拡大に繋がり、経済関係の活性化に有
効。日墨交流戦略協力協議の開催は、21 世紀の日メキシコ関係にふさわしい交流の促進に有効。 

（２） 首脳・外相などハイレベルの交流の強化は、二国間の政治経済関係の強化と信頼関係の醸成、気
候変動問題等国際的課題の対処や、国際機関等の選挙における我が国候補に対する支持取り付
け等に非常に有効。また、ハイレベルの交流に限らず、有力な実務家、有識者の招聘は、我が国政
策に対する相手国の理解を高め、本国の政策決定に、親日的な効果をもたらすのに有効。 

（３） ＦＥＡＬＡＣにおける東アジア側調整国就任、次期外相会合の我が国における開催の表明は、中南
米と東アジアの関係強化における我が国イニシアティブを印象づけるのに非常に有効。 

（４） 外務大臣による対中南米政策スピーチの実施、中南米に関するパンフレットの活用は、幅広い層
に対して中南米情勢と我が国中南米外交を広報するのに有効。 

２．「南米・カリブ共同体諸国との協力・交流の強化」について 
一次産品の国際価格高騰、地域の政治的潮流の変化及び中国の台頭等の状況の中、我が国の外交

的プレゼンスを確保しつつ、経済関係の再活性化、国際場裡における協力関係の強化、相互理解の促
進を実現するには、明確な目的の下、時宜に合った要人往来の活用、適切な日本企業支援策の実施、
周年事業の活用、在日外国人問題への迅速な対応等の施策が効果的である。 

（反映の方向性） 

１．「中南米地域の多国間フォーラム及びメキシコ、中米諸国、ドミニカ共和国、キューバとの協力・交流
の強化」について 
メキシコとの関係では、日メキシコＥＰＡを通じた経済関係の強化、気候変動問題等国際的課題への

対処における協力関係の深化・拡大、交流事業の活性化による幅広い友好関係の強化に努める。中米
との関係では、日・中米フォーラムや中米全体を対象にしたビジネス関係強化のための事業の実施を通
じてより一層の関係強化に努める。また、引き続き、首脳・外相レベルの招聘、二国間会談の実施等、ハ
イレベルの交流・対話の継続に努め、二国間関係のみならず、気候変動問題等国際的な課題への対処
における協力関係を発展させる。ＦＥＡＬＡＣにおいては、次期外相会合主催国として、ＦＥＡＬＡＣの活
性化、加盟国間の関係強化に目に見える成果を残す。 
２．「南米・カリブ共同体諸国との協力・交流の強化」について 
南米・カリブ地域における新たな政治・経済潮流を踏まえ、我が国の国益や資源エネルギー安全保障

の観点から、諸国との対話及び協力関係を継続するとともに、更なる国際場裡の関係強化、及び経済関
係活性化の加速を目指す。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  中南米諸国との経済関係を始めとする多面的で裾野の広い交流の増進を通じた協力関係を構
築すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「中南米地域の多国間フォーラム及びメキシコ、中米諸国、ドミニカ共和国、キューバとの協力・交流
の強化」について 
以下に詳述するように、平成 19 年度には、当該年度における本件施策の目標（小目標）の達成に向
けて相当な進展があった。今後も更なる関係の強化、交流の促進に向け取組を拡充、改善していく。 
日メキシコ経済関係については、経済連携協定（ＥＰＡ）を通じて、大幅に貿易・投資関係が拡大した。
また、APEC における首脳会談、外相同士の相互訪問が実現し、ハイレベルの関係強化が実現した。気
候変動分野においては、大統領より我が国イニシアティブである「クールアース 50」に対する賞賛が得ら
れ、事務レベルの二国間協議が立ち上げられる等の進展が見られた。また、21 世紀の日メキシコ関係に
ふさわしい交流強化に関し、日メキシコ交流協力戦略協議が立ち上げられた。中米諸国との関係におい
ては、特に平成20（2008）年の安保理非常任理事国選挙について、我が国に対し、広範な支持が得られ
た。多国間フォーラムについてはブラジリアで開催された東アジア・ラテンアメリカ協力フォーラム（ＦＥＡＬ
ＡＣ）第３回外相会合に麻生外務大臣（当時）が出席し、東アジア側調整国就任と次期外相会合の我が
国における開催を表明することにより、中南米と東アジアの関係強化における我が国イニシアティブを強
く印象づけることができた。また、麻生外務大臣による対中南米外交政策に関するスピーチを実施し、中
南米パンフレットを活用することにより、対中南米外交の広報に例年以上の成果を残すことができた。 
２．「南米・カリブ共同体諸国との協力・交流の強化」について 
（１） 地域における不安定要因が存在したにも拘わらず、経済関係において、チリ大統領訪日時の日
本・チリ経済連携協定（ＥＰＡ）発効、ペルー大統領訪日時の日本・ペルー投資協定の交渉開始発
表、デジタル・テレビ日本方式採用に向けた南米諸国への重層的な働きかけ等が実現でき、当初想
定していた以上の成果が得られた。 

（２） 麻生外務大臣（当時）のブラジル訪問を始めハイレベルの要人往来、各種二国間対話を精力的に
実施した結果、環境・気候変動分野等当初期待した以上に、国際場裡における協力関係を強化でき
た。 

（３） 平成 20 年に日本人ブラジル移住 100 周年を迎える日伯交流年に向けて様々な準備作業を行っ
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た。南米諸国出身の在日外国人をめぐる諸問題については、迅速かつ効果的な問題解決に向けて
関係国政府、国内関係官庁、地方自治体等と緊密に協力し、取組が進展した。 

（４） 平成１９年４月のドミニカ国首相の訪日、同年６月のガイアナ大統領の訪日、同年８月の菅総務大
臣（当時）の戦略的外遊によるハイチ訪問、同年４月の松島外務大臣政務官（当時）のジャマイカ訪
問、マクニッシュ・ジャマイカ外務省多国間問題担当次官補の訪日等の要人往来を中心に緊密な
対話を行い、二国間関係の強化に加え、国際場裡での協力の働き掛けも積極的に行った。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

評価結果を踏まえ、対中南米外交政策の重点事項である、経済関係の強化、安定的発展に対する支
援、国際場裡での連携強化及び交流強化の目的を実現するため、必要な合理化を図りつつ、これまで
以上の行政効果を上げられるようにするとともに、ＦＥＡＬＡＣ外相会合の本邦開催、日墨経済連携協定
の効果的運用、中南米民主主義強化支援、日･南米二国間資源戦略協議、日伯関係強化、在日ブラジ
ル・ペルー人問題への対処、日本人アマゾン移住 80 周年、カリブ共同体諸国との関係強化等事業の拡
充強化をはかることとした。以上に必要な経費を、前年度比３割増として概算要求した。また、上記事業
を概括的に充実・強化する観点から、必要に応じた機構・定員要求を行った。 
(平成 21 年度予算額:106,873 千円 [平成 20 年度予算:86,214 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第166回国会における麻生外務
大臣の外交演説 

平成 19 年１月 26 日 

（その他の地域との関係強化） 第９段落 
「中南米では近年、開発を重視をする
政権の誕生が相次いでいます。その背景
には、貧富の格差が埋まらない状況があり
ます。我が国として重要な施策とは、中南
米各国の社会経済が均衡である発展を遂
げるよう、必要な助言・協力を行うととも
に、自分と民主主義が維持・強化されるべ
く、対話と協力を続けていくことです。」 

平成 20 年度重点外交政策 平成 19 年８月 

１．我が国の平和・安全の確保とアジア・
近隣諸国との協力強化 
 （３）外交の地平の拡大 
  ● 中南米との関係強化（「日伯交流
年（移住100周年）」を通じたブラジル
との関係強化を含む。） 

第 169回国会における高村外務
大臣の外交演説 

平成 20 年１月 18 日 

（その他の地域との関係強化） 第７段落 
「また、本年、日本人移住１００周年を迎
えるブラジルをはじめ、経済面での存在感
と国際場裡での発言力を増している中南
米諸国との関係も強化してまいります。」 
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施策名 対欧州外交 

施策の概要 

国際社会における責任を共有する EU 等欧州主要機関との関係強化及び欧州各国、ロシア、中央ア
ジア・コーカサス諸国との二国間関係を強化すること。 次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－４－１ 欧州地域との総合的な関係強化  
Ⅰ－４－２ 西欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進 
Ⅰ－４－３ 中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進 
Ⅰ－４－４ ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展 
Ⅰ－４－５ 中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅰ―４ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－４－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－４－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－４－３ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－４－４ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅰ－４－５ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（必要性） 

１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
我が国と欧州地域とは、自由、民主主義、人権、法の支配、及び市場経済等の基本的価値を共有し

ており、国際社会において共通の課題に直面している。このような欧州（各国及びＥＵ、ＮＡＴＯ等の主要
機関）と様々なレベルでの幅広い分野における重層的な対話や交流により共通の認識を醸成していくと
ともに、緊密な協力関係、法的枠組み、人的ネットワークの構築に向け、総合的な関係強化を図る
ことが不可欠である。 
２．「西欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
（１） Ｇ８メンバーである英国、フランス、イタリア、及び歴史的に中南米諸国との結びつきが強いスペイ
ン、ポルトガルをはじめとする西欧諸国は、ＥＵ及び国際社会に対する大きな影響力を背景に国際
的課題の解決に向けて積極的な外交を展開している。我が国が、国際社会が直面する諸課題の解
決に貢献するためには、これら西欧諸国と緊密な二国間関係を構築し、国際場裡においてさらなる
協力を行うことが不可欠である。 

（２） 西欧諸国は、北欧諸国をはじめとする経済・社会が成熟した先進国として少子高齢化、男女共同
参画社会、環境等について先進的な取組を行っており、我が国が抱える課題を解決するために双
方の知見を共有し、更に協力していく必要がある。 

３．「中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
（１）  （外務省組織令上の分類に基づく）中・東欧諸国 23 か国のうち 10 か国は、国際社会の諸問題に
大きな影響力を有するＥＵの加盟国であり、全ＥＵ加盟国（27 か国）の３分の１以上を占める。これら
の諸国との関係強化及び共通の課題に関する協力関係の維持・促進は、二国間関係上重要である
のみならず、特にＥＵの共通外交政策は加盟国のコンセンサスで形成され、また、議長国が半年毎
に替わるＥＵの政策決定過程にも影響を及ぼし得ることから、日本の「平和協力国家」の具体化等の
主要外交方針に即した政策を効果的に推進するために必要である。 

（２） 特に、ＥＵの主要国であり、かつＧ８の一員であるドイツは、国際の平和・安定、繁栄の実現に責任
と能力を有する重要な政治的パートナーである。また、人道面で積極的な国際貢献を行うスイスや
歴史・地理上中・東欧地域とのつながりが深いオーストリアとの関係も重要である。 
さらに、中欧４か国（チェコ、ポーランド、ハンガリー、スロバキア）やブルガリア、ルーマニアは、特
にＥＵ加盟後我が国にとっての経済的重要性が増しており、また、当該諸国や西バルカン諸国は、
良好な対日感情を背景に国際社会の諸課題に関し我が国の立場を支持する国が多く、こうした親
日国との関係を大切にすることも重要である。 
また、旧ソ連欧州地域や西バルカン地域の安定化・民主化及び市場経済化は、欧州ひいては国
際社会の安定にとって重要であり、当該地域の諸国とともにこうした共通の課題に関する協力を促
進する必要がある。 

４．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
日露関係は、平成15年１月の小泉総理（当時）の訪露の際に採択された「日露行動計画」に沿っ

て貿易経済分野、国際舞台における協力等の幅広い分野で着実に進展してきているものの、その
潜在力に比べ未だ十分な水準に達しているとは言えず、また、北方領土問題についても未だ解決
に至っていない。戦後60年にわたり未解決のままとなっている北方領土問題を解決して平和条約を
締結し、真の信頼関係に立った日露関係を構築することは、日露関係を飛躍的に発展させるため
に不可欠であるだけでなく、アジア太平洋地域全体の安定と繁栄のためにも極めて重要である。 
平和条約交渉を精力的に進めると同時に、両国関係を高い次元に引き上げるべく、幅広い分野での

日露協力を発展させることが日露双方の利益に合致する。 
５．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
中央アジア・コーカサス地域は、アジアと欧州、ロシアと中東（イラン、アフガニスタン等）を結ぶ東西南

北の交通の要衝として地政学上重要な位置を占めており、また、豊富なエネルギー資源を擁しているこ
とから、この地域における安定と繁栄は、我が国のみならず、国際社会にとっても重要な関心事項となっ
ている。したがって、我が国としてもこの地域の安定と繁栄を支援する必要があり、また、我が国のエネル
ギー資源安全保障の観点からもこの地域各国との良好な関係は不可欠である。 
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（効率性） 

１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
限られた資源の中で、欧州地域との多方面にわたる協力、協議、交流を順調に進めることができ、施

策の目標の達成に向けて相当な進展が認められることから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
２．「西欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
限られた資源の中、省内の関係各課（ＥＵとの経済関係を所掌する経済統合体課等）や関係省庁、民

間団体（周年事業での協力）と密接に協力するなど、施策の目標に向けて進展がみられ、とられた手段
は適切かつ効率的であった。 
３．「中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
限られた資源の中、関係各課（要人等訪問時の他課との協力）や関係団体（要人等訪日時の国内関

係団体との協力）と密接に協力するなど、効率的に事業を行い、関係国との関係強化及び共通課題に
関する協力関係の維持・促進が進められたことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
４．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
首脳会談、外相会談の各２回の実施、ナルィシュキン副首相の２度にわたる訪日、高村外務大臣とイ

ワノフ第一副首相との会談等、活発な政治対話を行い、幅広い分野での日露関係の進展を更に推し進
めることができた。平和条約問題については、下記のとおり厳しい外部要因にもかかわらず、首脳間で
「日露行動計画」の重要な柱の一つである平和条約交渉につき、具体的な進展が得られるよう、両首脳
が指示を出し、今後、進展を図るべく日露双方が一層努力していくことで一致した。以上にかんがみ、目
標の達成のためとられた手段は適切かつ効率的であった。 
５．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
人的及び予算的制約が大きい中、「中央アジア＋日本」対話の枠組みの下で協力を推進するととも

に、二か国の国家元首の訪日（キルギス及びタジキスタンの大統領）、関口外務政務官（当時）のグルジ
ア訪問、松島外務政務官（当時）のアゼルバイジャン・ウズベキスタン訪問等の政治対話の他、他省庁・
独立行政法人や民間企業、有識者等とも連携しながら種々の事業を実施しており、取られた手段は適切
かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
（１） 欧州地域との政治面での対話を継続・促進することは、国際社会における議論を主導する一角で
ある欧州との間で信頼や認識を醸成し、我が国の国際社会における発言力を高める上で有効であ
る。 

（２） 欧州地域との具体的な協力を継続・促進することは、基本的価値を共有する欧州との連携を強化
し、我が国の優先課題を国際社会において実現する上で高い意義を有する。 

（３） 租税条約、社会保障協定は、日欧間の投資交流を促進する法的枠組みであり、我が国の繁栄をも
たらす上で重要である。 

（４） 欧州地域との知的交流を促進することは、日欧の有識者間で人的ネットワークを構築する上で 有
効であり、同時に、様々な分野での共通の認識を醸成するために有効であることから、将来の日欧
関係発展のために不可欠である。 

（５） 欧州地域との草の根交流を欧州青年招聘と高校生交流等を通じて実施することは、草の根レベル
での相互理解の深化、共通認識の醸成が期待されるとともに、将来を担う若者との人的ネットワーク
構築に資する。 

２．「西欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
英国、フランス、イタリアをはじめとする西欧諸国との間で二国間関係を一層強化し、共通の課題に関

する協力関係を構築するためには、要人往来をはじめとする対話を継続・促進するとともに、その際国際
社会の共通課題に関する情報・意見交換を強化し、民間部門における交流や、人的、知的交流を促進
することが有効である。 
３．「中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
友好関係の維持促進及び共通の課題に関する協力関係の継続・促進のためには、要人往来をはじ

めとする対話を継続・促進するとともに、国際社会の共通課題に関する協議・政策調整を行い、また、人
的、知的交流、民間交流の維持・促進を行うことが有効である。 
４．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
日露関係を進展させるためには、我が国固有の領土である北方四島の帰属の問題を解決して早期に

平和条約を締結するという一貫した方針の下、精力的に平和条約交渉を行っていくとともに、日露関係
を高い次元に引き上げるべく、幅広い分野で日露関係を発展させていくことが重要である。 
このためには、「日露行動計画」の６つの重要な柱である、１．政治対話の深化、２．平和条約交渉、

３．国際舞台での協力、４．貿易経済分野における協力、５．防衛・治安分野における協力、６．文化・国
民間交流の進展、の各分野で着実に協力を進めることが有効である。 
５．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
（１） 我が国と中央アジア諸国との協力関係を深め、中央アジア地域協力を促進するためには、「中央ア
ジア＋日本」対話「行動計画」に謳われた地域内協力（テロ・麻薬対策、貧困削減、保健医療、環境
保護、防災等）、ビジネス振興、知的対話、文化交流・人的交流等を着実に実施するとともに、同対
話の枠組みにおける種々のレベルでの対話を実施することが効果的である。 

（２） 我が国と中央アジア・コーカサス諸国との相互理解を深め、友好関係をさらに強固なものとするた
めには、首脳レベルを含めた種々のレベルでの政治対話、様々なスキームを活用した人的交流等
の交流が不可欠である。 

（反映の方向性） 
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１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
国際社会における存在感を一層増しつつあるＥＵと、特に気候変動、世界経済、アフリカ・開発といっ

た課題への対応において協力を一層促進する。また、「平和協力国家」の具体化に向けて、ＮＡＴＯ、Ｏ
ＳＣＥ等との安全保障面での対話と具体的協力を推進する。日欧間の協力関係の基盤を強化すべく、法
的枠組みの整備、知的交流、人的交流を着実に実施する。 
２．「西欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
引き続き、双方向の要人往来及び事務レベルの協議を活性化させ、二国間関係の更なる緊密化を図

るとともに、政府間以外の民間交流の一層の充実を図る。特に、Ｇ８主要国との間では、平成 20 年の我
が国開催のサミットにおける合意事項をフォローアップしていく。 
３．「中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
引き続き、我が国と中・東欧諸国が直面する共通の諸課題について、二国間関係及び国際場裏にお

ける緊密な連携を一層強化すべく努める。 
４．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
引き続き、我が国固有の領土である北方四島の帰属の問題を解決して早期に平和条約を締結すると

いう一貫した方針の下、精力的に交渉を継続していくとともに、日露関係を高い次元に引き上げるべく、
「日露行動計画」の着実な実施を通じ幅広い分野で日露関係を発展させていく。 
５．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
「中央アジア＋日本」対話「行動計画」を着実に実施し、同対話の枠組みにおける種々のレベルでの

対話を実施することで、中央アジア地域との協力を促進し、また、様々なスキーム・機会を活用して中央
アジア・コーカサス諸国との二国間関係をさらに強化する。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  統合の深化と拡大を続けるEU との関係強化及び欧州各国、ロシア、中央アジア・コーカサス諸
国との二国間関係を強化すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
日・ＥＵ関係においては、平成19年６月の定期首脳協議で、日・ＥＵの戦略的パートナーシップを一層

強化し、特に気候変動分野において、世界全体の温室効果ガス排出量を 2050 年までに半分もしくはそ
れ以上削減するとの長期的目標で一致するなど大きな成果を得た。日・ＮＡＴＯ関係においては、平成
19 年１月の安倍総理（当時）のＮＡＴＯ訪問に続き、12 月にデ・ホープ・スケッフェルＮＡＴＯ事務総長が
訪日し、日・ＮＡＴＯ関係が新たな段階へと移行した。アフガニスタン復興支援に関する具体的な協力に
おいて当初の想定以上に進展があった。法的枠組みについては、平成 20 年２月にオランダ、チェコとの
社会保障協定に署名するなどの進展があった。知的交流・人的交流は、平成 20 年１月にリュブリャナ（ス
ロベニア）で気候変動をテーマとする日・ＥＵ共同シンポジウムを開催する等により促進された。 
２．「西欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
Ｇ８の一員である英国、フランス、イタリアをはじめとする西欧諸国との関係で、首脳や外相等の要人往

来、国際会議等における二国間会談及び電話会談が活発に行われた。また、平成 20 年１月には、英
国、フランス及びオランダとの外交関係開設 150 周年を記念した周年事業が開始されるなど対話・交流
が促進された。更に、Ｇ８の一員である英国、フランス、イタリアとは、平成 20 年の我が国開催のサミットを
見据え、電話首脳会談等の場を通じて、サミットの成功に向けた種々の協力や支持を得るとともに、国際
的課題について意見交換を行った。 
３．「中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
以下に述べるとおり、首脳・外相会談や国際会議、地域的な枠組み等種々の機会を捉え、我が国と

中・東欧諸国間との対話が行われたことから、中・東欧諸国との二国間関係及び国際場裡における緊密
な連携が一層強化され、総合的に見て、想定以上の成果があったことを示している。 
（１） 総理や外相の訪欧や外国要人の訪日、国際会議等の際の二国間会談、政府関係者・有識者等
の往来により、二国間関係を強化し、共通の諸課題に関する我が国の立場に理解と支持を得るこ
とができた。 

（２） 首脳・外相間の会談や、複数国と局長級の政務協議を実施し、協議・政策調整を行ったほか、
協議・政策調整の新たな枠組みを設立し（「ＧＵＡＭ＋日本」会合）、また、既存の枠組みの活性
化（Ｖ４＋１外相会合等）を行うなど、各国と積極的に協議・政策調整を行っている。 

（３） さらに、日本から中・東欧地域（上位 12 か国）への訪問者数は総じて増加しており、観光客増大
のための会合を実施したほか（南東欧観光振興ワークショップ）、日・オーストリア 21世紀委員会、
日独フォーラム、日ハンガリー協力フォーラムを通じて知的交流を促進し、また、21 世紀パートナ
ーシップ等の招聘枠組みを利用した人的交流を進めた。 

４．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
様々な機会・レベルを通じて平和条約交渉を行った。平成 19 年９月のシドニーでのＡＰＥＣ首脳会議

の際の日露首脳会談において、両首脳は「日露行動計画」の重要な柱の一つである平和条約交渉につ
き、具体的な進展が得られるよう、両首脳が指示を出し、今後、進展を図るべく日露双方が一層努力して
いくことで一致したことにより、交渉を再活性化するモメンタムが生じつつあるが、未だ進展には至ってい
ない。 
２度の首脳会談、外相の相互訪問など政治対話を進めた他、２度の日露戦略対話を実施した。 
平成 19 年における日露間の貿易高は 200 億ドルを突破し、４年連続過去最高を記録した。また、６月

に行われたハイリゲンダム・サミットの際の日露首脳会談において、日本側として、ロシアとの更なる協力
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を進めるために「極東・東シベリア地域における日露間協力強化に関するイニシアティブ」を提案し、プー
チン大統領からも支持を得、日露協力にさらに弾みがついた。 
その他国際舞台における日露協力として、様々な分野で両国外務省間の協議が実施された。 

５．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
「中央アジア＋日本」対話第三回高級実務者会合の実施、国家元首の訪日（バキーエフ・キルギス大

統領及びラフモン・タジキスタン大統領）、様々なレベルでの政治対話、人的交流、政策協議、経済協力
等を通じ、我が国と中央アジア・コーカサス諸国との相互理解が深まり、着実な進展があったと評価でき
る。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

評価結果を踏まえ、欧州地域外交をより積極的に進め、拡充強化していくために必要な経費として、
対前年度 14％増の予算要求を行った。また、そのために必要な機構要求（エストニア大、キルギス大、コ
ソボ大）、定員要求（在外 13 名、本省４名）を行った。 
(平成 21 年度予算額:1,355,684 千円 [平成 20 年度予算:1,385,570 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第166回国会における安倍内閣
総理大臣施政方針演説 

平成 19 年１月 26 日 

「ロシアとは、北方四島の帰属の問題を
解決して、平和条約を締結するとの基本
方針にのっとり、領土問題の解決に粘り強
く取り組むとともに、幅広い分野での関係
の発展に努めます。」 
「先日訪問した英国、フランス、ドイツな
ど欧州諸国とは、平和への貢献など人類
共通の課題についての連携を更に深めて
いきます。」 

第 168回国会における福田内閣
総理大臣所信表明演説 

平成 19 年 10 月１日 

「世界の平和は、国際社会が連帯して
取り組まなければ実現できないものです。
私は、激動する国際情勢の中で、今後の
世界の行く末を見据え、我が国が国際社
会の中でその国力にふさわしい責任を自
覚し、国際的に信頼される国家となること
を目指し、世界平和に貢献する外交を展
開します。」 
「ロシアとは、領土問題の解決に向けて
粘り強く取り組むとともに、両国の交流の
発展に努めます。」 

第 169回国会における福田内閣
総理大臣施政方針演説 

平成 20 年１月 18 日 

「「人間の安全保障」面での課題解決に
向け、Ｇ８各国やＥＵとも協力してまいりま
す。」 
「「平和協力国家」としての役割を果たし
ていくためには、我が国外交の活動の場
を広げることが必要です。」 
「ロシアとは、関係を高い次元に引き上
げるべく領土交渉を促進するとともに、幅
広い分野での交流を進めます。」 

第 169回国会における高村外務
大臣の外交演説 

平成 20 年１月 18 日 

「重要な隣国であるロシアとの間では、
北方領土問題の解決に向けて進展を図る
べく、強い意思を持って交渉を進めていき
ます。同時に、極東・東シベリアを含むア
ジア太平洋地域における積極的な協力を
通じた「戦略的パートナーシップ」の構築
を目指して、「日露行動計画」に基づき、
引き続き幅広い分野での関係の発展に努
めます。」 
「本年外交関係開設 150 周年を迎える
英国、フランス、オランダをはじめとする欧
州諸国と連携していきます。また、これま
で培ってきた EU 及び NATO との協力関
係を強化してまいります。さらに民主化や
市場経済化等の支援や対話を通じて、バ
ルト諸国や中・東欧、中央アジア･･･といっ
た地域の諸国との関係を強化してまいりま
す。」 
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施策名 対中東外交 

施策の概要 

中東地域の平和と安定、経済的発展に貢献すること、及び中東における我が国の国際的な発言力を
強化すること。 次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－５－１ 中東和平実現に向けた働きかけ 
Ⅰ－５－２ イラクの平和と安定のための支援 
Ⅰ－５－３ アフガニスタンの平和と安定の実現のための支援 
Ⅰ－５－４ 中東・イスラム諸国における双方向的コミュニケーションの拡大 
Ⅰ－５－５ 中東地域産油国（特に GCC（湾岸協力理事会））諸国との経済関係強化 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅰ－５  「目標の達成に向けて進展があった。」  
Ⅰ－５－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－５－２ 「目標の達成に向けて一定の進展があった。」 
Ⅰ－５－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅰ－５－４ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅰ－５－５ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（必要性） 

１．「中東和平実現に向けた働きかけ」について 
大量破壊兵器の拡散問題や国際テロ等、国際社会の平和と安定に大きく影響する問題を抱える中東

地域の平和と安定は、国際社会全体の平和と繁栄にも多大な影響を及ぼす問題である。とりわけ原油輸
入の９割を中東地域に依存する我が国にとり、この地域の平和と安定は我が国の平和と繁栄に直結する
重要な問題である。中東和平問題は中東地域の平和と安定の鍵ともいうべき問題であるところ、我が国と
しても国際的な影響力を強化し、和平実現に向け積極的な役割を果たす必要がある。 
２．「イラクの平和と安定のための支援」について 
我が国は中東地域から原油の約９割を輸入しており、石油埋蔵量世界第３位のイラクの平和と安定

は、中東地域全体の平和と安定に資する。このため、イラク自身による国家再建の努力を国際社会が一
致して支援していくことが不可欠である。 
また、イラク政府・国民、国際社会全体から我が国の支援は高く評価されているとともに、支援の継続

を要請されている。 
３．「アフガニスタンの平和と安定の実現のための支援」について 
アフガニスタンを安定させ、テロの脅威を排除し、再びテロの温床となることを防ぐことは、世界の平和

と安定に寄与し、ひいては我が国の安全保障上の利益につながる重要な課題である。また歴史的にアフ
ガニスタンの戦乱には関わりが薄い我が国が積極的に役割を果たすことについて、アフガニスタン国内
や関係各国からも強い期待が寄せられている。国際社会がアフガニスタンを再び破綻国家にしないとの
決意から、協力して同国の和平・復興に取り組んでいる中、我が国としても国益を確保し、また、国際社
会における責任ある一員としての役割を果たすことが必要である。 
４．「中東・イスラム諸国における双方向的コミュニケーションの拡大」について 
中東和平問題やイラク復興等、我が国が中東の諸問題に積極的に関与していくにあたっては、中東

諸国からの理解と支持を得ることが不可欠である。かかる政策上の要請に鑑みれば、中東諸国との積極
的な対話を行うことが、我が国とこれら諸国との友好関係の維持・発展に資するのみならず、我が国の対
中東政策に対するこれら諸国の理解を得ることにつながるという点で必要である。 
なお、エネルギーの確保は我が国にとって将来にわたる課題であり、この分野における中東諸国の重

要性は今後ますます高まっていくことから、中東・イスラム諸国との関係は中長期的視点で考えていく必
要がある。 
５．「中東地域産油国（特にＧＣＣ（湾岸協力理事会））諸国との経済関係強化」について 
中東地域の安定に寄与し、我が国へのエネルギー資源の安定供給を確保するためには各国との重

層的関係の構築が不可欠。 

（効率性） 

１．「中東和平実現に向けた働きかけ」について 
我が国独自の取組である「平和と繁栄の回廊」構想は、（１）小泉総理（当時）からの政治的働きかけの

結果として、各首脳から賛同を得、麻生外務大臣（当時）のイニシアティブで同構想４者協議の閣僚級会
議が開催されたものであり、（２）同構想の進展により、自立可能なパレスチナの国造り支援に資すること
になり、（３）イスラエル、パレスチナ、ヨルダンが同構想に参加することにより、関係者の信頼醸成にも資
する、という点で、一つの構想で多面的な要素を含んでおり、とられた手段は適切かつ効率的であった。
２．「イラクの平和と安定のための支援」について 
我が国は、イラクのニーズに応じて、他の支援国や国際機関と協調しつつ、厳しい状況の中でも最大

限効率的な支援を行っている。平成19年５月３日に発足したイラク支援のための国際的な協調枠組みで
ある「イラク・コンパクト」には策定段階から積極的に参加しており、国際的に協調した支援の実施に配慮
している。またＯＤＡによる支援については、「イラク復興支援のための二国間無償資金協力に関する実
施要領」等に基づき、プロセスの公平性・透明性の確保に努めるとともに、効率的で無駄のない支援を行
うための手段を講じている。 
３．「アフガニスタンの平和と安定の実現のための支援」について 
復興支援については、和平プロセス・ガバナンス（行政経費支援等）、治安維持（元兵士の武装解除、

動員解除、社会復帰（ＤＤＲ）及びそれに引き続く非合法武装集団の解体（ＤＩＡＧ）や地雷対策等）及び
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復興（幹線道路整備等）の３つの柱に対する支援を行い、目標達成の点からとられた手段は適切かつ効
率的であった。 
４．「中東・イスラム諸国における双方向的コミュニケーションの拡大」について 
予算規模が限られ、かつ、人的資源も少ない中、我が国とアラブ諸国、イスラム諸国との間の対話事
業が行われ、参加国間の相互理解がより一層深化したことにより、施策の目標に向けて大きな進展があ
ったことは手段が適切であったことを示している。 
５．「中東地域産油国（特にＧＣＣ（湾岸協力理事会））諸国との経済関係強化」について 
限られた予算及び人的資源の下で本施策の目標に向け着実に進展していることから、取られた手段

は、適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「中東和平実現に向けた働きかけ」について 
（１） 中東和平の実現に向け紛争当事者の和平努力を促進するためには、紛争当事者及び関係諸国
に対する政治的働きかけが効果的である。 

（２） パレスチナ独立国家の樹立を通じたパレスチナ問題の解決のためには、国造りに向けたパレスチ
ナ人自身による主体的努力に加え、こうした国造りに向けた主体的努力を積極的に後押しする我が
国をはじめとする国際社会からの対パレスチナ支援が不可欠である。 

（３） 紛争当事者間の対話と交渉を通じた合意を形成するためには、紛争当事者間の信頼を醸成する
必要がある。我が国は、イスラエル・パレスチナ側いずれに対しても中立的な立場にあり、こうした立
場を活かし、我が国が信頼醸成措置を行うことは引き続き効果的である。 

２．「イラクの平和と安定のための支援」について 
イラクの復興及び政治プロセスの進展は、イラク一国のみの力では不可能であり、国際社会の支援が

不可欠である。我が国は、安保理諸決議等に示される国際社会の支援の枠組みの中で、我が国に相応
しい方法で効果の高い支援を行ってきている。 
３．「アフガニスタンの平和と安定の実現のための支援」について 
アフガニスタンはこれまで着実に復興・再建を進めてきており、高い経済成長率を達成する（2003 年

15.7％、2004年 8.0％、2005年 13．8％、2006年 5.3％（世銀））など 2001年の状況に比べれば大きな前
進が見られるが、復興はいまだ道半ばであり、平和と安定を実現するためには、アフガニスタン国民の生
活が改善され、希望を持って復興への努力を継続することができる環境を作ることが第一に重要である。
また、そのためには中央政府の統治が全土に行き渡り、治安情勢が安定することも必要である。したがっ
て、我が国がアフガニスタンの安定に貢献するためには、第二次世界大戦後復興を成し遂げた経験も生
かしつつ、人道支援を含め、治安やインフラ復旧に対する支援を実施することが最も有効な手段である。
また、支援のニーズを的確に判断するための緊密な対話や、支援に対する理解を深めてもらい、我が国
に対する良好な感情を醸成するための広報活動等、二国間関係の強化が重要である。 
４．「中東・イスラム諸国における双方向的コミュニケーションの拡大」について 
 「中東における我が国の存在感を拡大すること」という施策の目標を実現するためには、大前提とし

て我が国自身が中東・イスラム諸国について深く理解するとともに中東・イスラム諸国側にも我が国自身
及び我が国の中東・イスラム諸国における取組を理解させる努力が必要となる。具体的には、要人往来、
人物交流に加え、我が国の対中東政策に対する理解・支持を得るための対話努力が考えられる。更に、
我が国の政策や支援姿勢を直接的に広報することも、中東における国際的な発言力の強化に資するも
のである。何れにせよ、重要なのは重層的な形での相互理解促進の措置をとることである。 
「日・アラブ対話フォーラム」、「イスラム世界との文明間対話」のような対話事業を開催することは、政治

家、財界人、知識人同士の繋がりや対話の成果を蓄積し広く共有化させる作業であり、その波及効果と
して我が国と中東の人々との間で相互理解の拡大・深化を促し、それを真に人々の間に根付かせていく
ことを可能にするものである。 
５．「中東地域産油国（特にＧＣＣ（湾岸協力理事会））諸国との経済関係強化」について 
ＧＣＣ諸国との関係強化のためには、協定等の枠組み構築と、法的枠組みにとどまらない幅広い関係

づくりのための協議の場とを土台としつつ、特に先方が我が国に対して高い期待を有する教育・人造り分
野における具体的な協力を進めることが不可欠である。平成 19 年度には、要人往来や各種ミッション派
遣・受け入れ、国内での準備態勢構築を通じて、ＧＣＣ諸国との相互理解が深まった。今後ともこれら施
策の継続により協力強化の効果が十分に見込まれる。 

（反映の方向性） 

１．「中東和平実現に向けた働きかけ」について 
中東和平の進展にはイスラエル・パレスチナ双方による和平努力が不可欠である。我が国としては、現

在の両当事者の交渉の状況を注視しつつ、政治的働きかけや双方間の信頼醸成などを柱として和平推
進を積極的に働きかける考えである。また、アッバース大統領及びファイヤード首相の和平努力・改革努
力を支えるために、支援を継続する。さらに、パレスチナ人の生活状況の更なる悪化を防ぎ、和平を志向
する民意を強化するために、国際機関等を通じた人道支援を継続する。その他の支援については、和
平プロセスの進展状況を見つつ、特に、パレスチナ自治政府が、平和的手段を通じて和平プロセスの進
展に努力するかどうかを見極めつつ、個別に検討する。 
２．「イラクの平和と安定のための支援」について 
イラクにおけるニーズを絶えず把握し、状況の変化を見極めて効果的な支援を実施していく。その際

に、治安情勢や政治情勢の変化に留意する。 
３．「アフガニスタンの平和と安定の実現のための支援」について 
アフガニスタンの復興には進展が見られるものの依然道半ばであり、課題はまだ山積している。また、

依然として治安情勢は不透明であり、アフガニスタンの安定のために、引き続き支援を行っていく。 
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４．「中東・イスラム諸国における双方向的コミュニケーションの拡大」について 
本件施策については、中長期的な視点が必要であり、必ずしも短期間で目に見える形で確認できるも

のではないので、引き続き着実に進めていく必要がある。 
５．「中東地域産油国（特にＧＣＣ（湾岸協力理事会））諸国との経済関係強化」について 
本件施策は、中長期的に成果を積み上げるべきものとして、引き続き着実に実施していく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  中東地域の平和と安定、経済的発展に貢献すること、及び中東における我が国の国際的な発
言力を強化すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「中東和平実現に向けた働きかけ」について 
（１） 平成 19（2007）年８月に麻生外務大臣（当時）が、ヨルダン、イスラエル、パレスチナ自治区を訪問
し、和平の進展に向け、オルメルト首相、リヴニ・イスラエル外相、アッバース・パレスチナ自治政府
（ＰＡ）大統領、ファイヤードＰＡ首相など、直接当事者に働きかけを行うとともに、西岸のジェリコにお
いて、「平和と繁栄の回廊」構想４者協議第２回閣僚級会合を開催することができた。また、有馬政
府代表（中東和平担当特使）は、パレスチナ支援調整委員会（ＡＨＬＣ）閣僚級会合、アナポリス中
東和平国際会議、アラブ連盟首脳会議に出席し、我が国の中東和平への取組の表明を行うことが
できた。さらに、有馬政府代表（中東和平担当特使）は、和平推進に向け当事者に直接働きかけを
行うとともに、関係諸国と緊密に協議を行った。 

（２） 平成 19（2007）年 12 月のパレスチナ支援プレッジング会合には、我が国から宇野外務大臣政務官
が出席し、対パレスチナ支援として、当面１億 5000 万ドルの支援を実施していくことを表明し、効果
的なパレスチナ支援を行うことができた。 

２．「イラクの平和と安定のための支援」について 
イラクは平成 18 年５月の新政府発足後、種々の困難に直面しながらも、我が国をはじめとする支援国

の協調の下、復興の着実な進展を見せている。 
政治、国民融和の面では、平成 20 年１月 12 日、旧バアス党員の復職に関する「責任と公正」法案が

国民議会で採択され、また２月13日、一般恩赦法案、地方自治法案、2008年度予算案が国民議会で採
択されるなど、一定の進展がみられている。 
また、治安情勢は平成 19 年夏以降改善に向かいつつあり、既にイラク全土 18 県のうち 10 県で多国

籍軍からイラク側に治安権限が移譲されている。 
３．「アフガニスタンの平和と安定の実現のための支援」について 
アフガニスタンは未だ治安情勢については不安定なものの、平成 18（2006）年５月２日、新憲法に従っ

て国会の信任を得た新政府が発足するなど、国際社会の協力を得つつ、着実に復興の道を歩んでい
る。我が国の人道支援及び平和の定着を念頭に置いた各種支援は、これに貢献しているものと評価でき
る。また、アフガン政府要人及び国際社会から我が国支援に対する評価は高い。 
４．「中東・イスラム諸国における双方向的コミュニケーションの拡大」について 
（１） 平成 19 年度は、安倍総理、麻生外務大臣（ともに当時）の中東訪問、アラブ首長国連邦アブダビ
皇太子、イスラエル首相の訪日など活発な要人往来が行われた一方で、中東諸国との交流・対話の
深化をはかるための事業「日・アラブ対話フォーラム」の第５回会合がエジプトで開催され（19 年 11
月）、有意義な意見交換を行うことができた。また、「対話フォーラム」開催に続けて、当初予定されて
いなかった「日本・アラブ会議」が開催された。これは、日本とアラブ17か国から有識者250名を超え
る参加者が一堂に会し、従来の「対話フォーラム」を拡大するもので、日本・アラブ関係において画
期的な行事となり、日本と中東との相互理解を相当深めることができた。 

（２） また、イスラム世界との交流・対話の深化を図るために事業「イスラム世界との文明間対話セミナー」
の第６回会合がサウジアラビアで開催され（20年３月）、有意義な意見交換を行うことが出来た。会合
の開催等を通じて、中東諸国、イスラム世界の各界の有力者、有識者との間で交流事業が更に活性
化され、対話を深化させることができた。 

（３） 頻繁な大臣談話、外務報道官談話の発出などで我が国からの情報発信が増え、我が国国民、諸
外国、特に中東の人々への理解を深めることができた。 

５．「中東地域産油国（特にＧＣＣ（湾岸協力理事会））諸国との経済関係強化」について 
平成 19 年４～５月に行われた安倍総理（当時）の中東訪問を契機として要人往来及び経済的枠組み

の整備が進展している。ＧＣＣとのＦＴＡ交渉、サウジアラビアとの投資協定交渉、ＵＡＥ、クウェートとの租
税条約交渉がそれぞれ進展した他、教育・人づくり支援ついての協力も着実に進んだ。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

【中東地域安定化に向けた働きかけ】 
政策評価において中東和平問題（パレスチナ）、イラク、アフガニスタンに対する支援を拡充強化（そ

の他の項目は今のまま継続）するとされたことから、前年度比約６％増額要求した。 
【中東諸国との二国間関係の強化】 
政策評価において、本件施策については中長期的な観点から必要であり、引き続き着実に進めて行

く必要があるとされたことから、前年度とほぼ同額の要求をした。 
【中東和平実現に向けた働きかけ】 
平成 21 年度定員要求において、本省の「平和と繁栄の回廊」構想担当１名、在イスラエル大及び在レ

バノン大の政務担当各１名を増員。 
 (平成 21 年度予算額:164,146 千円 [平成 20 年度予算:186,514 千円]) 

関係する施政方 施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 
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針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

第 166 回国会施政方針演説 平成 19 年１月 26 日 中東地域の平和と安定 

第 166 回国会外交演説 平成 19 年１月 26 日 
イスラエルとパレスチナの共存共栄、和平
実現 

第 169 回国会施政方針演説 平成 20 年１月 18 日 

中東和平の実現 

インド洋における給油活動を再開するとと
もに、アフガニスタン、イラク国民の国家再
建に対する支援を継続 

経済連携協定の交渉の早期妥結に取り
組むとともに、日本への投資に関する制
度をより透明性の高いものに変え、 

第 169 回国会外交演説 平成 20 年１月 18 日 
中東和平については（中略）引き続き和平
の実現に貢献 
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施策名 対アフリカ外交 

施策の概要 

アフリカ開発の促進、対アフリカ外交を通じた国際社会での我が国のリーダーシップを強化、及びアフ
リカとのバイ・マルチでの協力関係を強化すること。 次の具体的施策より構成される。 

Ⅰ－６－１ アフリカ開発会議(ＴＩＣＡＤ)プロセスを通じたアフリカ開発の推進 
Ⅰ－６－２ 多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進 
Ⅰ－６－３ 日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅰ－６   「目標の達成に向けて相当な進展があった。」   
Ⅰ－６－１  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  
Ⅰ－６－２  「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅰ－６－３  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 

（必要性） 

１．「アフリカ開発会議(ＴＩＣＡＤ)プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 
アフリカには、貧困、紛争、感染症など 21 世紀の国際社会が直面する課題が引き続き集中している。

このような問題の解決は我が国を含む国際社会が全体として取り組むべき課題であり、アフリカ諸国と援
助国、国際機関等が今後のアフリカ開発のあり方について、開かれた場で包括的に政策対話を行う場と
してのＴＩＣＡＤの必要性は大きい。我が国としてもＴＩＣＡＤプロセスを主導することにより、国連加盟国の
４分の１以上を占めるアフリカ 53 か国との関係を強化し、信頼と支持を得ることは、我が国が国際社会に
おいて積極的な役割を果たしていく上で極めて重要であり、国際社会における我が国及び国民の利益
増進に大きく寄与するものである。 
２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 
（１） アフリカが抱える、紛争や政情不安、貧困、感染症、テロ等の問題は国際社会全体の課題であり、

我が国としても、国際社会の責任ある一員としてアフリカに集中する課題の解決に貢献する必要が
ある。 

（２） また、感染症やテロ等の国境を超える問題が象徴するように、アフリカに集中する問題の解決は我
が国自身の平和と繁栄の確保という観点からも重要である。 

（３） アフリカの課題に包括的かつ効果的に取り組む上では、援助主体間の一致した努力が不可欠であ
るところ、我が国は主要援助国の一つとして、国際社会の協調的取組を主導し、促す立場にある。 

３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 
（１） アフリカには国連加盟国の約３割に相当する 53 の国が存在しており、国際場裡で無視できない重

みを持つ。我が国としても、国際社会に働きかける際にはアフリカとの緊密な協力が不可欠であると
認識しているが、歴史的・地理的な懸隔から日・アフリカ間の交流は限定的なレベルに留まってい
る。 

（２） 経済協力を梃子とした外交的働きかけに限界がある中、アフリカとの協力関係を維持・深化させて
いくためには、我が国の対アフリカ外交についてはもちろん、歴史や文化、社会についてもアフリカ
の理解を涵養し、我が国に対する好感と信頼を培っていく必要がある。 

（３） また我が国がアフリカの現状に即した適切な対アフリカ外交を展開していくためにも、日本国内の
アフリカへの関心を、アフリカの現状や課題についての正確な理解に基づく高い水準に引き上げ、
かつ維持していくことが必要である。 

（効率性） 

１．「アフリカ開発会議(ＴＩＣＡＤ)プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 
平成 19 年 10、11 月にそれぞれザンビア、チュニジアで行われた第四回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ

Ⅳ）地域準備会合及び平成 20 年３月にガボンで行われたＴＩＣＡＤⅣ閣僚級準備会議といった一連のＴＩ
ＣＡＤⅣ関連準備会議、在京アフリカ外交団との協議及びＴＩＣＡＤ・日本アフリカ交流年協力推進協議
会を通し、限られた資源の中で、着実にＴＩＣＡＤⅣに向けた準備を進めることができ、在京アフリカ外交
団及び民間企業との連携も緊密化することができたことから、執られた手段は適切かつ効率的であった。
また、準備会議プロセスを通じて、アフリカ、日本の市民社会との連携を深めることができ、また国内でも
定期的に意見交換を行い、パートナーシップの裾野の拡大に寄与した。 
２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 

予算規模、人的資源ともに大きく制約される中、Ｇ８ハイリゲンダム・サミットの首脳文書にＴＩＣＡＤⅣへ
の言及が盛り込まれ、中国との間では新たに事務レベルでの協議が立ち上がる等、目標達成に向けた
重要な進展が見られており、執られた手段は適切かつ効率的であった。 
３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 

人的資源が限られている中、各種招聘・交流事業や要人往来を積極的に実施することによって我が
国の対アフリカ外交、特にＴＩＣＡＤⅣに対するアフリカ諸国の理解は飛躍的に向上し、40 以上の国から
首脳級の出席表明があった。また、民間との協力で種々の広報活動を行うと共にＴＩＣＡＤⅣ親善大使の
任命等の工夫を行い、多数のメディアに取り上げられた。このように、投入資源との関係で大きな成果を
上げており、執られた手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「アフリカ開発会議(ＴＩＣＡＤ)プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 
（１） アフリカ開発をめぐる状況は変化しており、具体的には民主化の進展や経済成長率の上昇など、

政治・経済面で肯定的な兆しが見られるが、依然として紛争や感染症をはじめとする深刻な問題が
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残存することは事実である。 
（２） ＴＩＣＡＤプロセスの開始当初より、アフリカ諸国の自助努力（オーナーシップ）と国際社会のパート

ナーシップの重要性を提唱し、アフリカ開発の推進役を果たしてきた我が国として、その後成立した
様々なアフリカ開発のためのイニシアティブも視野に入れつつ、アフリカ開発の望ましいあり方・方
向性について国際社会全体で開放的に議論し、包括的な形で取組を進めることは非常に有意義で
ある。 

（３） また、ＴＩＣＡＤプロセスで合意を得たアフリカ支援の基本方針は、各国・国際機関の援助政策に取
り入れられ、実施されることが重要であり、我が国の施策としても、アフリカ向けＯＤＡ事業や各種施
策の計画、実施に反映させていくことは非常に重要である。 

（４） アフリカの開発においては、かつて貧困状態から経済発展を遂げた東アジア諸国の経験を活用す
ることが有効であり、このような観点から、我が国の発展経験及びアジアにおける開発支援の経験に
根ざした独自の視点に立った南南協力、特にアジア・アフリカ協力を推進することが重要である。 

２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 
（１） アフリカ諸国が必要とする支援は膨大かつ多岐にわたる一方、我が国が単独で供与可能な支援に

は限りがあるところ、他の援助主体との協調・協力は我が国の支援をより効果的なものとする上で不
可欠である。 

（２） 現在の新興援助国による支援は、国際的なルールや協調に沿わない側面も見られるところ、新興
援助国と協議を重ね援助協調に引き込んでいくことが、協調の枠組みを維持していく上で効果的で
ある。 

（３） アフリカ開発は累次のＧ８サミットで重要な議題の一つとなってきており、我が国の見解を国際社会
の取組に反映させていく上で、Ｇ８プロセスの枠組みを利用することが効果的である。 

３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 
（１） 地理的な懸隔が大きく、民間レベルでの往来が相対的に少ないアフリカとの交流を進める上では、

公的な各種招聘・交流事業の果たす役割は引き続き大きい。 
（２） 我が国から政治レベルがアフリカを訪問する際には、先方から大統領、首相等首脳級の応対を受

けることが多く、要人往訪による働きかけの効果は極めて大きい。 
（３） アフリカを巡る内外の環境は大きく変化しつつあるが、日本国内のアフリカに対する認識は必ずし

もそうした現実を正しく反映したものではなく、我が国の対アフリカ外交への広範な支持をとりつける
観点からも、アフリカの現実と我が国の取組に関する積極的な広報活動が不可欠。 

（反映の方向性） 

１．「アフリカ開発会議(ＴＩＣＡＤ)プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 
ＴＩＣＡＤⅣ後もＴＩＣＡＤプロセスの着実な推進と制度化を行うためフォローアップ・メカニズムの推進、

各種関連会合の開催を行う。 
２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 

ＴＩＣＡＤⅣ及びＧ８サミットを通じて打ち出す対アフリカ支援の方向性を、以後の多国間枠組みでの取
組に根付かせるべく、Ｇ８プロセス等を通じて然るべきフォローアップを行う。同時に、新興援助国との対
話を強化していく。 
３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 

集中的に行われたＴＩＣＡＤⅣに向けた広報努力によって培われた国民各層のアフリカに対する理解
や関心を持続的なものとするべく、ＴＩＣＡＤⅣ後の広報活動に意を用いていく。同様に、頻繁な要人往
来により涵養された良好な日・アフリカ関係の維持・増進に努める。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  アフリカ開発の促進、対アフリカ外交を通じた国際社会での我が国のリーダーシップを強化、 
及びアフリカとのバイ・マルチでの協力関係を強化すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「アフリカ開発会議(ＴＩＣＡＤ)プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 

平成 19 年 10、11 月にそれぞれザンビア、チュニジアで行われた第四回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ
Ⅳ）地域準備会合及び平成 20 年３月にガボンで行われたＴＩＣＡＤⅣ閣僚級準備会議といった一連の準
備会議を通じ、アフリカ開発の現状に関わる個々の論点及びＴＩＣＡＤⅣの優先事項に関する見解を聴
取し、議論することができ、最終的にＴＩＣＡＤⅣの成果文書の一つである横浜宣言について閣僚級で実
質的に合意を得ることができた。また、在京アフリカ外交団との協議を通じ、同外交団のＴＩＣＡＤⅣの準
備プロセスにおける積極的関与を得たことは、ＴＩＣＡＤⅢ準備プロセスからの進展としてアフリカ側から高
く評価され、準備プロセスにおけるアフリカ側との連携が多層化し緊密化した。さらに、平成 19 年 12 月及
び平成20年２月に民間企業とアフリカの現状認識を共有し、アフリカとの貿易・投資における官民連携の
あり方について議論するＴＩＣＡＤ・日本アフリカ交流年協力推進協議会を開き、アフリカに対する民間企
業の関心を著しく喚起することができた。これらはいずれも本件施策の目標達成に向けた動きとして当初
の想定を大幅に上回るものであった。更に、準備会議プロセス等を通じてアフリカ、日本の市民社会との
連携を深めることができた。 
２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 

従来からの対アフリカ支援の着実な実施に加え、ＴＩＣＡＤⅣ及びＧ８北海道洞爺湖サミットを見据えた
新たな取組を通じ、国際社会の取組を促すと共に我が国自身も積極的な貢献を行った。また、Ｇ８各国
等の主要先進国との協議に加え、新興援助国として存在感を増しつつある中国との協議を立ち上げる
等、各国との協力関係の構築・強化に取り組んだ。 
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３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 
（１） アフリカ諸国の対日友好・協力姿勢の確保については、極めて緊密な要人往来が行われた他、ＴＩ

ＣＡＤⅣの準備会合等、日・アフリカ間で例年になく多数のハイレベルでの接触があった。特に、高
村外務大臣のタンザニア訪問及びガボン訪問や森元総理のアフリカ連合（ＡＵ）総会出席等は、我
が国がアフリカを重視する姿勢を明確に示すものとしてアフリカ側から高く評価され、40 を超える国
の首脳級要人からＴＩＣＡＤⅣへの出席表明がなされるなど、二国間関係の強化や我が国の対アフ
リカ支援への取組に対する理解の醸成に大きく寄与した。 

（２） 日本国内でのアフリカへの関心の確保については、緊密な要人往来、従来から行われているアフリ
カ関連イベントに加え、平成 20 年度に開催されるＴＩＣＡＤⅣに向けて、各種アフリカ関連イベントの
実施やＴＩＣＡＤⅣ親善大使の任命等、積極的な広報活動を行った結果、各種メディアでも大きく取
り上げられた。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

① 20 年度の政策評価においては、評価結果の政策への反映として、「ＴＩＣＡＤⅣ終了後も、ＴＩＣＡＤプ

ロセスの着実な推進と制度化を行うためのフォローアップ制度の構築、各種関連会合の開催を行う。」

旨、記述されている。これを受けて、来年度概算要求においても、アフリカ開発会議フォローアップ事

業関係経費として新規要求を行ったほか、アフリカ開発会議関連会合等参加費、同開催経費等を継

続して要求した。 

② 平成 21 年度予算要求においては、ＴＩＣＡＤⅣ及びＧ８北海道洞爺湖サミットで我が国が打ち出した

アフリカ開発に関する方向性を国際社会に定着させていくのに必要な予算を要求した。具体的には、

引き続きＧ８等の多国間枠組みでの議論に積極的に参加するために必要な経費を計上した。 

③ 平成 20 年５月に行われたＴＩＣＡＤⅣに向けて集中的に行われた広報努力により培われた国民各層

のアフリカに対する理解や関心を維持、更に発展させるべく、平成 21 年度予算においても日・アフリカ

間の交流活動に必要な経費を計上している。 

④ 政策評価の結果、ＴＩＣＡＤプロセスを通じたアフリカ開発の推進、多国間枠組みにおける対アフリカ

協力の推進、日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進を行うた

め、外交体制を一層強化していく必要性をふまえ、平成 21 年度予算要求においては、アフリカにおけ

る大使館の新設（ルワンダ、ベナン）を計上している。 

(平成 21 年度予算額:95,633 千円 [平成 20 年度予算:663,400 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

施政方針演説（第 169 回国会） 平成 20 年１月 18 日 
本年我が国で開催されるｱﾌﾘｶ開発会

議やサミットなどにおいて、（中略）Ｇ８各
国やＥＵとも協力して参ります。 

外交演説（第 169 回国会） 平成 20 年１月 18 日 
「北海道洞爺湖サミットとＴＩＣＡＤⅣでのリ
ーダーシップ」の節 
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施策名 国際の平和と安定に対する取組 

施策の概要 

国際貢献能力を向上し、国際貢献を積極的に推進すること。 次の具体的施策より構成される。 
Ⅱ－１－１ 中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信 
Ⅱ－１－２ 日本の安全保障政策に係る基本的な外交政策 
Ⅱ－１－３ 国際平和協力の拡充、体制の整備 
Ⅱ－１－４ 国際テロ対策協力 
Ⅱ－１－５ 国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現 
Ⅱ－１－６ 国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進 
Ⅱ－１－７ 国際組織犯罪への取組 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅱ－１  「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－１－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－１－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－１－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－１－４ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－１－５ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－１－６ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－１－７ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（必要性） 

１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 
我が国を取り巻く国際環境の変動に伴い、国際社会の中で日本の果たすべき役割への期待が高まる

中で、我が国が自らのビジョンと国益に立脚した主体的な外交を強力に展開することが重要となってい
る。このため、我が国外交の政策企画力の強化が求められており、有識者との意見交換や有識者の研
究の成果も踏まえつつ、中長期的かつ総合的に外交政策を企画立案していくこと、及び国民の一層の
理解と支持を得られる外交政策を対外発信していくことが必要となっている。 
２．「日本の安全保障政策に係る基本的な外交政策」について 
（１） アジア太平洋地域の平和と安定を確保すること 
依然として不透明・不確実な要素が残るアジア太平洋地域の平和と安定を確保していくためには、
同地域における米国の存在と関与を前提とした上で、二国間及び多国間の対話の枠組みを重層的に
用いて同地域の安全保障環境に影響を及ぼす各国との信頼醸成を促進し、安全保障環境を向上さ
せていくことが必要である。ＡＲＦは、安全保障問題について議論するアジア太平洋地域の唯一の政
府間対話の場であり、閣僚会合を始め各種の関連会合等が開催されている。 
（２） 中東地域の平和と安定、繁栄を実現すること 
世界の主要なエネルギーの供給地域である中東地域の平和と安定を確保することは我が国を含む
国際社会全体の平和と繁栄に直結する重要な問題である。イラクやアフガニスタンの復興が失敗しこ
れらの国がテロの温床となれば、中東地域のみならず我が国自身の安全も脅かされることとなる。各国
が持てる力を持ち寄ってこれらの国の復興に取り組んでいる中で我が国としての責任を果たすために
も、イラク情勢、アフガニスタン情勢等にかんがみ、自国の特性等をいかした取組を行う必要がある。 

３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について 
（１） 冷戦終結後、宗教や民族対立、経済的要因や天然資源の争奪等に基づく地域紛争が世界各地
で勃発し、地域及び国際の平和と安全を脅かし、難民・国内避難民の発生等の人道上の問題を生
み出している。特にアフリカ地域に顕著に見られるように、紛争により国家の基本的枠組みが破壊さ
れ統治能力を失ったいわゆる「破綻国家」への対応が、国際社会の大きな課題となっている。また、
テロや大量破壊兵器の拡散といった新たな脅威の台頭は、一地域の平和と安定が国際社会全体の
平和と安定に密接に関わっている現状を示しており、その対処には各国が協調して国際社会の諸問
題に取り組む必要があるとの認識が高まり、国際社会において多様な取組が行われている。 

（２） 近年我が国は、カンボジア、東ティモールなどへの支援を行うなど、国際社会の平和と安全のため
の取組に積極的に協力してきた。国際社会からは、我が国がその国柄に見合う形で応分の役割を積
極的に果たすことが期待されている。中でも自衛隊や文民警察、文民専門家等の派遣を通じた人的
貢献やそれを担う人材の育成を積極的に行っていくことは、紛争後の国家再建における多様な専門
分野における人材ニーズに応えるものであり、同時に我が国の貢献を目に見える形で内外に示すと
言う点で必要不可欠な施策である。 

４．「国際テロ対策協力」について 
（１） 我が国は、いかなる理由をもってしてもテロを正当化することはできず、断じて容認できないとの立
場である。国際テロ対策協力を自らの安全確保の問題と捉え、国際社会における責任ある国家とし
て、また、国際的なテロ対策を推進するための人材、技術、知識、経験を有することからも、かかる取
組に積極的に参画し、国際平和と安定に対する取組を強化していくことが必要不可欠である。外務
省は、国連やＧ８、ＡＰＥＣ等における国際的な基準作り等に、我が国の立場を反映させる役割を担
っており、テロ対策の分野においても、かかる観点から積極的な外交政策の展開が必要である。 

（２） 外務省には、我が国の権益が多く存在する途上国におけるテロに対する脆弱性の克服やテロ対策
に関する国際的な法的枠組みの強化の観点から、ＯＤＡを活用しつつ、途上国に対するテロ対処能
力向上支援を推進することが求められている。 

５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
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国連は、設立後60年を経ており、その組織は現在の世界情勢にそぐわない面も出てきている。国連を
通じて世界の平和と繁栄という国際社会共通の利益を手当てし、その中で我が国の国益も確保していく
ためには、環境・気候変動、テロや紛争、継続する貧困や感染症など現在の課題に効果的に対処できる
よう国連改革を進めることが必要不可欠となっている。そのプロセスの中で、我が国の地位を向上させる
ために、改革の議論を我が国が主導し、実現への途をつけていくことが必要である。 
また、近年のグローバル化を背景に、国連等国際機関及びこれら国際機関に勤務する職員の責務の
重要性が高まっている。一方で、国連等国際機関に対する我が国の財政的貢献と比較して、これら国際
機関における邦人職員は著しく少ない状況にあるため、国際機関等における邦人職員の任用及び勤務
に関する事項を所掌事務とする外務省が責任を持って邦人の国際機関への参画の促進に取り組む必
要がある。 
６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
（１） 人権の保護・促進は、国際社会の正当な関心事項であり、国際社会が人権の保護・促進に取り組
むことは当然の責務である。国際社会においては、平成 17 年９月に、開発や安全保障と並び、人権
を国連の主要な柱の一つとして再確認した国連総会首脳会合成果文書が採択されたことを受け、平
成 18 年３月にそれまでの人権委員会を強化した人権理事会が創設されるなど、「人権の主流化」の
動きが加速している。 

（２） 国際社会において人権・民主主義を保護・促進する政策は、我が国の国際社会での役割、信頼性
等を強化するとともに、我が国にとって望ましい国際環境の実現にも資するものである。 
また、我が国としても、政府報告審査を含む主要人権条約の履行に努め、さらに、障害者権利条
約（仮称）等の新しい人権条約の早期締結を目指して検討を行うことも、国民の人権の保護・促進の
ために必要である。 

（３） 我が国における難民や難民認定申請者等が我が国社会に適応して生きていくことは社会的安定
のために重要であり、そのための各種支援・保護事業が必要である。 

    また、世界各国による第三国定住受入れに対する国際的な動向をも踏まえ、我が国における第三
国定住プログラム実施の可能性等を検討するための勉強会を継続していく必要がある。 

７．「国際組織犯罪への取組」について 
（１） グローバル化や情報通信の高度化、人の移動の拡大等に伴い、国境を越える組織犯罪（国際組
織犯罪）が一層深刻化している。 

（２） 国際組織犯罪は、社会の繁栄と安寧の基盤である市民社会の安全、法の支配、市場経済を破壊
するものであり、また、我が国の経済、社会、市民生活に直接影響を及ぼすものである。このような組
織犯罪は国境を越える性質を有しており、的確に対処するために、各国の刑事司法・法執行制度を
強化することを含め、国際的な連携・協力がますます重要になってきている。また、我が国は、国益を
守る観点から、国際組織犯罪への対処のための国際的な取組に協力・貢献する必要がある。 

（効率性） 

１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 
限られた予算と人的資源の下、委託調査の実施や有識者との意見交換のための会合の実施、また、

政策スピーチの実施や外交青書の作成など、中長期的観点からの戦略的な外交政策の対外発信事業
が着実に進展したことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
２．「日本の安全保障政策に係る基本的な外交政策」について 
（１） アジア太平洋地域の平和と安定を確保すること 
ＡＲＦは、安全保障問題について議論するアジア太平洋地域における唯一の政府間対話と協力の
場である。こうした場を活用し、また二国間の対話と重層的に用いることは、アジア太平洋地域の平和
と安定を確保する上で、効率性の観点からも適当である。 

（２） 中東地域の平和と安定、繁栄を実現すること 
イラクにおいては、いまだ民間人が活躍できる治安情勢にないことなどから、我が国による人的貢献
として、自衛隊による活動が必要である。また、アフガニスタン及びその周辺で国際社会がテロとの闘
いを進める中、海上阻止活動を行う各国の部隊に対する給油支援等を実施することは、我が国にふさ
わしい貢献であり、自衛隊以外には行い得ない。 
３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について  
予算規模が限られ、かつ、人的資源も少ない中、国際平和協力の推進・拡大、人材育成を含む国内

基盤の整備・強化、更には我が国政策の分析や国際社会における取組に関する情報収集、有識者・Ｎ
ＧＯなど政府内外のネットワーク構築など、主としてソフト面を重視し、低コストで高い成果を目指してお
り、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
４．「国際テロ対策協力」について 
限られた予算・人的投入資源の中で、事業に優先順位を付け、特に重要と考えられる事業を実施し

た。特にＣＢＲＮ(化学、生物、放射性物質、核)テロ対策セミナー及びテロ防止国連条約締結は、対象国
から高い評価を受けている他、実施に当たって協力を得ている先進国、国際機関からも有意義な取組で
あるとの評価を得ている。また、各種テロ協議においては、我が国がテロ対策協力を進めるにあたって必
要となる情報の交換や政策調整が行われている。 
５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
国連改革の一環として設立された平和構築委員会において我が国は議長を務めるなど主導的立場

で行動した。また、国連分担率に関する交渉において、我が国は、加盟国中最大の分担率の引き下げ
（マイナス 2.844％）を達成した。更に、安保理改革については、我が国は、引き続き各国と議論を続け、
改革に向けた機運の維持に貢献した。右に挙げた諸点で施策が進展したことから、とられた手段は適切
かつ効率的であった。 
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邦人職員の増強に関しては、限られた資源の中、「国際社会協力人材バンクシステム」による情報提
供及び国連等国際機関に勤務する邦人職員数ともに増加していることから、とられた手段は適切かつ効
率的であった。 
６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
国際社会における人権の保護・促進を効果的・効率的に行うために、我が国は、初代理事国として 
新設された人権理事会の機能強化に向けて、既存の手続やメカニズムの見直し等を含む制度構築の議
論に積極的に参加しており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
７．「国際組織犯罪への取組」について 
限られた資源の中、国際的枠組みの会合への積極的な参加を通じた法的枠組みの強化、人身取引

対策の施策の浸透等の点で施策が目標達成に向けて進展したことから、取られた手段は適切かつ効率
的であった。 

（有効性） 

１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 
本施策が関わる、上位の基本目標（国民の安全の確保と繁栄を促進し、望ましい国際環境を確保する

こと）及び施策目標（国際の平和と安定に対する取組：国際貢献能力を向上し、国際貢献を積極的に推
進すること）を達成していくためには、我が国が今後直面する諸課題に対し、中長期的かつ総合的な外
交政策を企画立案するいわゆる政策構想力を強化して対応する必要がある。外部有識者との連携の強
化は、外務省の政策企画立案作業を補って強化する上で有効であり、また、外交政策の対外発信は、
外交政策を強力に推進していく上において、国民に対する説明責任を果たし、国民からの一層の理解と
支持を得ることができることから、重要であり、有効である。 
２．「日本の安全保障政策に係る基本的な外交政策」について 
（１） アジア太平洋地域の平和と安定を確保すること 
   各国の政治・経済体制及び安全保障観の多様性が特徴であるアジア太平洋地域において、欧州
安全保障条約機構のような制度化された安全保障機構が構築されることは、少なくとも現時点では現
実的ではない。むしろ、米国の存在と関与を前提としつつ種々の二国間・多国間の対話の枠組みを重
層的に活用していく方が、地域の平和と安定の確保のために現実的かつ適切な方策である。 

（２） 中東地域の平和と安定、繁栄を実現すること 
中東地域の平和と安定、繁栄を実現するためには、イラク、アフガニスタン等において国際的な安
全保障環境を改善するために国際社会が協力して行う活動に積極的に取り組む必要があり、現下の
イラク情勢、アフガニスタン情勢等にかんがみれば、イラク人道復興支援特措法及びテロ対策特措法
（注）に基づく自衛隊の活動を、政府開発援助等他の施策とともに実施することが適当である。 
（注）テロ対策特措法は、平成 19年 11 月１日に期限を迎え失効したところ、その後は、平成 20年１月 16 日に成

立した補給支援特措法に基づき実施。 

３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について 
「平和構築」は、紛争で荒廃した地域をあらゆる側面から支援し国家を再建するという非常に包括的で

複雑多様な取組であり、その対処に当たっては、広範な視点から様々な政策をその整合性や優先度に
配慮しつつ適切に組み合わせて実施していくことが有効である。 
また、そのためには我が国の有する政策手段を包括的にフォローし、平和構築に関わる各国、国際機

関、ＮＧＯ、国内外有識者・専門家等と日頃から緊密な関係を構築すると共に、国際社会の潮流を踏ま
え、それに即した政策手段、人的基盤の強化を図る必要がある。そうすることで「平和構築」政策の具体
的実施において現地情勢やニーズの的確な把握、関係機関との円滑な連絡調整、適切な政策手段の
選択、的確な人的資源の活用が可能となる。 
４．「国際テロ対策協力」について 
（１） 国際テロ対策においては、①より多くの国がテロ対処能力を向上させ、テロリストにその手段を与え
ず、テロに対する脆弱性を克服すること、②より多くの国がテロ防止関連諸条約等の国際約束を締
結・履行し、テロリストに安住の地を与えないこと、の２点が重要である。 

（２） ①に対応するためには、テロ対策に投入する資源が不足しがちな途上国のテロ対処能力を強化す
るために、設備・機材の整備等に関する資金面での援助に加え、各国のテロ対策を実施する人材の
育成が必要となる。②に対応するためには、テロ資金供与防止条約等のテロ防止関連諸条約の締
結・履行や関連国連安保理決議の履行を促進することが重要である。 

（３） さらに、テロリストが、高度に発達した情報通信技術や国際交通網等の現代社会の特性を最大限
活用し、国境を越えネットワークを張り巡らせて、資金や武器等の調達を行っていることから、出入国
管理や交通保安、テロ資金対策等の分野で隙のない体制を構築することも不可欠である。こうしたこ
とから国連やＧ８、ＡＳＥＡＮ、日米豪等の多国間、日インド、日パキスタン等の二国間協議を通じて、
より実効的な国際テロ対策の推進と強化を積極的に実施していくことは有効なアプローチである。 

５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
国連を通じ我が国及び国際社会共通の利益を確保し、また、国連において我が国の地位を向上させ

るためには、我が国が主要国とも連携しつつ国連改革の具体案を示し、これを実現させるために主要国
や関心国と議論を深め、実現可能な案を作成するとともに国連の場でも公式、非公式な会合で我が国の
立場を多くの加盟国に受け入れられる形で主張し、まとめていくことが最も有効である。また、我が国は第
２位の国連財政負担国の地位を保持し、改革に向けて十分にその意図を反映されるべき立場にある。 
邦人職員の増強に関しては、国連等国際機関への就職に向けての広報及び情報提供、また、国際機

関勤務希望者への必要な機会・経験の付与及びその採用に向けての国際機関への働きかけにより、近
年国際機関勤務の邦人職員数が増加傾向にあり（平成 14 年：521 人 → 平成 19 年：676 人）、今後
も着実にこれらの施策を実施することで、さらに中長期的に成果が現れる可能性が高い。 
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６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
（１） 我が国の経験に鑑み、政治的安定と経済的繁栄には民主主義制度の下での自由や人権の保障
が不可欠である。しかし、価値観の押しつけや体制変更を迫るのではなく、各国の文化・歴史・発展
段階の違いに配慮することが必要である。 

（２） そのためには、我が国としては、国連の各種人権フォーラム（国連総会第三委員会、人権理事会
等）における議論に積極的に参加していくほか、二国間の人権対話等を通じ、各国の人権の保護・
促進に向けた働きかけを進めるなど、「対話と協力」の立場に立脚しつつ、地道な積み重ねを進めて
いくことが有効である。 

（３） 国連には、上記人権に関するフォーラムのほか、国連人権高等弁務官事務所（ＯＨＣＨＲ）のような
国連事務局の人権担当部門、社会的弱者（児童、女性及び障害者等）の権利の保護・促進を目的と
した各種の基金が存在する。我が国としては、こうした国連事務局の人権担当部門や基金等を支援
していくことも有効である。また、我が国としても、政府報告審査を含む主要人権条約の履行に努め、
障害者権利条約（仮称）等の新しい人権条約の早期締結を目指して検討を行うことも、国民の人権の
保護・促進のために有効である。 
さらに、各国における民主主義基盤の強化のためには、民主主義に関する国際フォーラムに積極
的に参加するほか、国連民主主義基金（ＵＮＤＥＦ）をはじめとする国際機関や国内外のＮＧＯと連携
することが有効である。 

（４） 条約難民等に対して、各種支援事業（日本語教育、生活環境適応訓練、就職・職業訓練斡旋）を
行うことは、我が国定住支援のために有効であり、またこれまでに既に我が国に定住している１万１千
人余のインドシナ難民及び同難民の呼び寄せ家族に対しても、難民相談事業等のアフターケアを継
続することは、インドシナ難民等の自立の促進等を図る上で有効である。 

    また、第三国定住受入れの枠組み、定住支援策等を含め様々な角度から十分に議論し、一定の
検討結果を導き出すためにも、難民施策に関係を有する関係省庁の担当者レベルの勉強会を継続
していくことが有効である。 

７．「国際組織犯罪への取組」について 
（１） そもそも、犯罪を防止し取り締まるための措置は、刑事・司法当局が自国の領域において排他的に
権限を有し実施するものであり、世界各国が異なる文化的・歴史的或いは経済社会的な状況を有す
る中において、薬物犯罪、資金洗浄、人身取引等の国境を越える組織犯罪に効果的に対処するた
めには、国際的な連携・協力が不可欠である。 

（２） 特に、条約等の国際的な法的枠組み強化、国連、Ｇ８等を通じた取組の推進等は、犯罪組織の安
全な避難場所をなくし国際社会が一致して防止・取締まりに取り組む観点からも有効である。 

（３） 例えば、国際組織犯罪防止条約等の国際的な法的枠組み強化により、各国が自国の刑事・司法
法制において取るべき措置が定められ、また、国連麻薬委員会、金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）等の
取組により、国境を越える組織犯罪の防止措置が不十分な国々に対しても、技術協力や相互審査等
を通じ積極的な対処を促進し、世界的にこの問題に対処する体制構築が進展する。 

（４） また、人身取引については、我が国において現実に発生している重大な犯罪及び人権侵害であ
り、人身取引の防止・撲滅、被害者の保護に向けて関係省庁との緊密な連絡の下、また、関係国との
緊密な連携の下取り組むことは、この問題に包括的に取り組むため有効である。 

（反映の方向性） 

１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 
中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信は、今後も更に強化して実施していく。 

２．「日本の安全保障政策に係る基本的な外交政策」について 
（１） アジア太平洋地域の平和と安定を確保すること 
   アジア太平洋地域の平和と安定を確保するため、ＡＲＦ機能強化のための貢献、予防外交への取
組促進のための貢献、ＡＲＦ機能改善のための貢献等を適切に実施する。また、各国との安全保障対
話を通じ安全保障分野における協力関係を進展させる。 

（２） 中東地域の平和と安定、繁栄を実現すること 
中東地域について、国際的な安全保障環境を改善するための国際社会の取組の状況や現地の情
勢に関する情報収集を適切に実施し、適時適切に判断を行う。 
（３） その他「平和協力国家」として必要な取組を行っていくこと 
   世界の平和と発展に貢献する「平和協力国家」として、我が国が国際社会において一層責任ある役
割を果たしていくために、我が国がこれまで行ってきた上記の取組に加え、アジア太平洋や中東地域
以外の地域についても国際社会全体が平和維持・回復のために行っている活動に我が国として必要
と考えられる貢献を強化していく。 

３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について  
国際社会における平和構築への関心の高まりに対応するため、我が国の平和構築政策の実施とその

体制整備の更なる強化・促進を図る。 
４．「国際テロ対策協力」について 
平成 19 年度に引き続き、自国の安全確保のみならず、国際社会の平和と安定に貢献するという見地

から、各国と協力して国際テロ対策に積極的に取り組む。 
５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
引き続き、安保理改革を始めとする国連の諸改革の進展に向けた貢献を継続する。また、適切な研

究・諮問・啓発・広報活動等により、我が国の施策に対する内外の理解促進に努める。更に、平成 20 年
の安保理非常任理事国選挙に立候補を表明しており、同選挙での当選を目指す。加えて、平和構築委
員会の活動の強化、定着に引き続き積極的に貢献する。 
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６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
我が国の人権・民主主義外交の更なる強化に向けた取組を推進するため、人権理事会理事国選挙に

おいて再選をめざす（平成 20 年５月改選予定）ほか、同理事会において初めて導入される普遍的・定期
的レビュー（ＵＰＲ）を成功させるよう、尽力する。 
さらに、我が国は人権状況に深刻な問題がある国については、国連フォーラム等において国際社会と

協調しつつ批判すべき点は批判し、改善を求めるとともに、二国間外交においても、積極的に、各国の
人権の保護・促進に向けた働きかけを行う。 
民主主義についても、引き続き民主主義に関する国際フォーラムに積極的に参加するほか、国連民

主主義基金（ＵＮＤＥＦ）をはじめとする国際機関や国内外のＮＧＯと連携しつつ、各国における民主主
義基盤の強化に努めていく。 
国連事務局の人権担当部門である国連人権高等弁務官事務所（ＯＨＣＨＲ）や社会的弱者の権利の

保護・促進を目的とした各種の基金等の活動を引き続き支援していく。また、政府報告審査を含む主要
人権条約の履行に努め、障害者権利条約（仮称）等の新しい人権条約の早期締結を目指して検討を行
う。 
今後、国連の人権フォーラム等において、ハンセン病差別問題に関する人権啓発活動を積極的に推

進していく。 
 第三国定住プログラム実施の可能性等を検討するための勉強会を継続していく。 
７．「国際組織犯罪への取組」について 
我が国未締結の条約の締結のため引き続き努力するとともに、犯罪防止に関する国際的な連携・協力分
野でのより積極的なイニシアティブに努める。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  国際貢献能力を向上し、国際貢献を積極的に推進すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 

１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 
平成19年度においては、外部有識者との連携において、従来から実施してきている会合のみならず、

時宜を得た委託調査やシンポジウム・研究会の実施などの施策を通じて、外部有識者とのより積極的な
連携の強化が図られた。また、対外発信の面でも、「分かり易く、読み易い」外交青書の作成の他、大臣
の政策スピーチ等を積極的に活用した外交政策の戦略的発信を従来以上に実施することができた。 
２．「日本の安全保障政策に係る基本的な外交政策」について 
（１） アジア太平洋地域の平和と安定を確保すること 
   我が国は、第 14 回ＡＲＦ閣僚会合を始めすべてのＡＲＦ関連会合等に参加し、また各国との間で二
国間の安全保障対話を行い、率直な意見交換を行った。こうした我が国の具体的行動は、関係国相
互の信頼関係を高め、安全保障分野における協力関係を進展させるものであり、アジア太平洋地域の
平和と安定の確保という目標の達成に向けて進展があったと言える。 

（２） 中東地域の平和と安定、繁栄を実現すること 
自衛隊によるイラクにおける人道復興支援活動等やインド洋における給油支援活動等について、具
体的な実績が出ており、また各国要人からの高い評価も得られている。こうしたことから、中東地域の
平和と安定、繁栄の実現という目標の達成に向けて進展があったと言える。 
３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について  
（１） 国際平和協力法に基づく要員派遣・物資協力の推進に関し、関係省庁との連携の下、従来からの
ゴラン高原での取組に加え、東ティモール、ネパール、スーダン、イラクといった多様な地域に、軍事
監視要員や文民警察から選挙監視要員に至る多彩な要員の派遣や物資協力を行うなど、平成18年
度に引き続き近年稀に見るほど多くの事案に積極的な貢献を果たすことができた。 

（２） 国際平和協力の推進・拡大のための国内体制の強化、国際平和協力の裾野を広げるための人材
育成の促進等に関し、その必要性について様々な提言がなされつつも、必ずしも十分な進展が図ら
れていなかったが、平成 18 年 12 月に内閣に設置された関係省庁連絡会議とも連携を図りながら、
平成 19 年９月、外務省のイニシアティブの下で、「平和構築分野の人材育成のためのパイロット事
業」を立ち上げた（予算：約１億８千万円）。初年度事業委託先として国立大学法人広島大学を選定
し、日本（15 名）及びアジア（ＡＳＥＡＮなどから 14 名）の文民を対象とし、国内研修、海外実務研修、
就職支援を３本柱とする事業を実施したところ、日本人研修員の多くは平和構築分野関連国際機
関・ＮＧＯ等に就職が決まるなど成功裡に終了した。今後、これら研修員が本事業で習得した知見を
生かし同分野で活躍していくと思われる。 

４．「国際テロ対策協力」について 
（１） 我が国は、テロリストに安住の地を与えず、いかなる国もテロ対策の抜け穴となってはならないという
立場から、設備・機材の整備等に関する資金面での援助に加え、各国の国内法整備や人材育成に
おいて、ＯＤＡを活用しつつ途上国のテロ対処能力向上支援を実施している。各種テロ対策関連セミ
ナー開催への研修員の受入れ及び専門家の派遣等によって知見・経験を共有し、対象国のテロ対
処能力向上に貢献した。 

（２） 国連、Ｇ８等の枠組みへの参画並びにより多くの国との多国間協議及び二国間協議の実施によっ
て、様々な分野で各国との情報交換や政策協調を行うことは、幅広く実効的な協力体制の強化につ
ながり、国際社会における隙のないテロ対策構築へ貢献している。 

５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
我が国は、戦後設立された国際連合を 21 世紀にふさわしいものに変えていくため、我が国の常任理
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事国入りを含む安保理改革をはじめとする国連改革の実現に向け尽力した。こうした取組は、改革の機
運を維持することに貢献した。また、平和構築委員会では、平成 19 年６月より２代目の議長国として主導
的な役割を担う等、国連において、現在の国際情勢の要請に応じた様々な活動に積極的に協力・貢献
した。 
また、邦人職員の増強に関し、成果重視事業としての目標（平成 21 年１月までの５年間で 10％増(→

671 名)）は、平成 17 年度中に達成しているが、施策の目標は中長期的なものであり、今後も継続する。
なお、平成 19 年度の具体的な成果は以下のとおり。 
（１） 外務省国際機関人事センターＨＰを中心に、オンライン上で行っている国際機関就職に係る情
報提供等の利用者が増加傾向にある。 

（２） 国連等国際機関における邦人職員数（各年１月１日現在）が増加傾向にあり、平成 20 年には、
は、698 人に達している。 

６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
（１） 我が国は、国際社会の人権の保護・促進の状況について、 
（イ）  国連の各種人権フォーラム（国連総会第三委員会、人権理事会等）における議論に積極的に
参加し、多国間の枠組みにおける人権分野の議論を促進し、国際社会における人権の保護・促
進に寄与した。 
また、第４回民主主義共同体閣僚級会合（平成 19年 11月、於：マリ）に我が国より有馬龍夫政

府代表が参加したほか、本邦において「日本の人権・民主主義外交の課題と展望」シンポジウム
及び「ＮＧＯによる民主化支援セミナー」（いずれも平成 20 年２月、於：東京）を開催した。 

（ロ） 人権対話のほか、ハイレベルの二国間会談等を通じて、各国の人権の保護・促進に向けた働か
けを行った。 

（２） 国連事務局の人権担当部門や社会的弱者の権利の保護・促進を目的とした各種基金の活動を支
援し、人権の保護・促進に貢献した。また、国際的なルール作りに積極的に参加するほか、「紛争下
の児童」安保理公開討論や国連子ども特別総会フォローアップ記念会合において、児童の権利の保
護・促進につき積極的に発言を行った。さらに、平成 19 年９月、ハンセン病差別問題に関する人権
啓発活動のため、笹川陽平日本財団会長に「ハンセン病人権啓発大使」を委嘱した。 

（３） 主要人権条約の履行については、平成 19 年５月、拷問等禁止条約の政府報告審査を初めて受
け、また、平成 19 年９月の国連総会において、高村外務大臣が、障害者権利条約（仮称）の署名を
行った。 

（４）国内における難民認定者及びその定住策の支援状況 
（イ） 条約難民等に対する定住促進支援を、難民事業本部が運営する事業実施施設であるＲＨＱ支
援センターにおいて実施した。 

（ロ） 平成 19 年９月に、難民施策に関係を有する関係省庁の担当者レベルの勉強会を立ち上げ、第
三国定住プログラム実施の可能性等を検討するための勉強会をこれまで４回開催した。 

７．「国際組織犯罪への取組」について 
多様な国際的枠組みの会合に積極的に参加し議論のとりまとめに貢献したこと、人身取引対策につい

ても政府協議調査団の派遣や国連を通じたプロジェクト支援を実施したこと等は目標の達成に向けて着
実な進展があったことを示している。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

評価結果を踏まえ、平成 21 年度においては外部有識者との連携強化、地域安全保障の促進と協力
関係の強化、国際テロ対策への取組強化、国連改革・安保理改革の促進、平和構築分野の人材育成
事業の拡充、人権・民主主義分野での国際社会への貢献等のため、予算を要求した。多国間の枠組み
における文民派遣を積極的に推進していく体制を構築するため平和構築担当官の定員要求を行い、２
名の新規増員が認められた。 
また、当初の事業目標（国連関係機関における邦人職員数(専門職以上)について、平成 16 年１月現

在 610 名のところ、平成 21 年１月までの５年間で 10％増加させること）自体は、平成 18 年１月の段階で
671 名となり、一応達成しているものの、邦人職員数については減少する可能性も見込まれることから、
最終的に当初目標どおり、平成 21 年度時点で当該目標が達成されることに主眼を置きつつ、今後は、
平成 18 年１月現在の 671 名をベースに、更なる増加を目指すために必要な予算の確保を目指した。 
(平成 21 年度予算額:1,343,795 千円 [平成 20 年度予算:1,329,780 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会総理施政方針演説 平成 20 年１月 18 日 

・ 日米同盟と国際協調を基本に、（中略）
世界の平和と発展に貢献する「平和協
力国家」として、国際社会において責任
ある役割を果たします。 
・ 平和構築分野での協力を更に進める
ため、我が国が人材育成や研究・知的
貢献の拠点となることを目指します。 
・ 「平和協力国家」としての役割を果たし
ていくためには、我が国外交の活動の
場を広げることが必要です。そのため、
安保理常任理事国入りを目指し、国連
の改革に取り組みます。 

第 169 回国会外務大臣外交演説 平成 20 年１月 18 日 
・ 我が国はこれまで、世界の平和と繁栄
の実現を目指して、（中略）ＰＫＯをはじ
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めとする国際的な平和活動にも積極的
に参加してまいりました。さらに、今年度
からは平和構築の分野における人材育
成のためのパイロット事業を開始しまし
た。国連では現在、平和構築委員会議
長も務めています。また、平和維持活動
能力の向上を目的として、アフリカのＰ
ＫＯセンターに対する支援も決定しまし
た。我が国は、平和な世界を創るため
に、こうした活動に一層積極的に取り組
んでまいります。 
・ 先の国会では、補給支援活動特別措
置法が成立しました。これは我が国が、
国際社会による「テロとの闘い」に引き
続き責任を果たしていく決意を改めて
示したものです。 
・ 国際の平和と安全の維持につき重要な
役割を担う国連安全保障理事会の改革
の早期実現は、喫緊の課題です。我が
国が国際社会において一層の貢献を
行えるよう、早期の安保理改革の実現と
我が国の常任理事国入りを目指してま
いります。 

平成20年度我が国の重点外交政
策 

平成 19 年８月 
我が国の平和・安全の確保とアジア・近隣
諸国との協力強化 
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施策名 軍備管理・軍縮・不拡散への取組 

施策の概要 

大量破壊兵器やテロの脅威への取組を通じ、我が国及び国際社会全体の平和と安全を確保するこ
と。次の具体的施策より構成される。 

Ⅱ－２－１ 大量破壊兵器及びその運搬手段の軍縮・不拡散  
Ⅱ－２－２ 地雷や小型武器などの通常兵器に関する取組の強化 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅱ－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－２－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－２－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（必要性） 

１．「大量破壊兵器及びその運搬手段の軍縮・不拡散」について 
核兵器を含む大量破壊兵器及びその運搬手段の軍縮・不拡散を推進することは、「国際環境の安定

を確保することにより、自国の平和と安全を図る」との我が国の安全保障上の基本的な立場を実施する
方策の一つである。また、唯一の被爆国として、核兵器のない平和で安全な世界を実現することは、国
民の悲願でもあり、この目的のために現実的な措置を着実に積み重ねていくことは、国民及び我が国の
利益増進に大きく寄与するものである。 
２．「地雷や小型武器などの通常兵器に関する取組の強化」について 

地雷や小型武器などは、被害国において現実に多くの人を殺傷するばかりではなく、紛争後における
復興開発の阻害要因ともなっており、安全保障、人道、開発等の分野にまたがる緊急課題となっている。
また、テロリストや国際犯罪組織等への武器の非合法取引を阻止することは、我が国の安全保障の強化
や治安の確保にもつながる。武器輸出三原則等を堅持する我が国の平和外交の一環として、また、主要
ドナーとして、国際的枠組の普遍化・強化や被害国への支援において貢献していく必要がある。 

（施策の効率性） 

１．「大量破壊兵器及びその運搬手段の軍縮・不拡散」について 
施策が掲げている国際的な関連ルールを基盤にした取組を行うことは、現在の国際社会の構造にお

いて有効な唯一の手段であって、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
２．「地雷や小型武器などの通常兵器に関する取組の強化」について 

限られた人的資源及び予算の中、出席する国際会議を厳選し各会議で提案・発言するとともに、現場
におけるプロジェクトを推進でき、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（施策の効率性） 

１．「大量破壊兵器及びその運搬手段の軍縮・不拡散」について 
北朝鮮・イランの核問題や非国家主体による大量破壊兵器を用いたテロのおそれが生じている現在、

国際社会が軍縮・不拡散に関する目標及び達成手段を共有することが重要である。施策が掲げている
国際的な関連ルールを基盤にした取組を行うことは、現在の国際社会の構造において有効な唯一の手
段である。 
２．「地雷や小型武器などの通常兵器に関する取組の強化」について 
（１） 広範に流通・拡散するおそれのある通常兵器の規制は一国のみではなく、国際社会全体の問題と

して優先的に取り組むべき課題であり、国連等における国際的な枠組の普遍化・強化が有効。 
（２） 対人地雷・小型武器対策支援は、実際の被害の削減に直接寄与し、また、国際的枠組の実効性を

担保する役割を果たす。 

（反映の方向性） 

１．「大量破壊兵器及びその運搬手段の軍縮・不拡散」について 
軍縮・不拡散のための取組として、本施策の目標の達成状況を踏まえ、関連の事務事業における重

点等を見直しつつ、今後も継続して実施していく。 
２．「地雷や小型武器などの通常兵器に関する取組の強化」について 

武器貿易条約の議論への参加、小型武器及び特定通常兵器使用禁止制限条約の会議への出席、フ
ォローアップも含め我が国の取組を引き続き強化していく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標] 大量破壊兵器やテロの脅威への取組を通じ、我が国及び国際社会全体の平和と安全を確保す
ること。 

施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「大量破壊兵器及びその運搬手段の軍縮・不拡散」について 

国連総会での我が国の核軍縮決議の圧倒的多数の支持による採択、ＣＴＢＴ、 ＢＷＣ、ＣＷＣ、ＩＡＥＡ
追加議定書等軍縮・不拡散関連条約の普遍化、関連国連安保理決議の採択、国際的輸出管理レジー
ムの強化等を中心に想定された進展があった。 
２．「地雷や小型武器などの通常兵器に関する取組の強化」について 
（１） 国連総会で、我が国が南ア、コロンビアと共に提出した小型武器決議案が採択され、平成 20 年７

月の隔年会合の開催・議題につきコンセンサスが形成される等、国際的枠組の強化において進展が
見られた。 

（２） また、対人地雷及び小型武器に関する現場プロジェクトを着実に実施し、被害国の治安の向上や
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犠牲者支援の推進に貢献した。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

政策目標の達成に向けて想定された進展があったとの評価結果を踏まえ、重点等を見直しつつ、今
後も関連の事務事業を継続して実施していく必要があるため、「軍縮教育普及のための経費」、「包括的
核実験禁止条約国内運用体制整備事業等経費」を減額、ミサイル技術管理関係費を皆減し、「軍備管
理・軍縮問題専門家会議」、「拡散に対する安全保障構想関係経費」を増額するとともに、拡充強化とし
た「個別の国・地域における懸念動向への適切な対応」として、「Ｇ８グローバル・パートナーシップの拡
大を受けたニーズの調査研究」を新規要求し、「地域不拡散強化協力経費」を増額した。以上より必要な
経費を前年度の７％増として要求した。 

(平成 21 年度予算額:322,743 千円 [平成 20 年度予算:308,228 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 166 回国会外交演説 平成 19 年１月 26 日 
国際的な軍縮・不拡散体制の維持・強

化に取り組むことは、我が国が唯一の被
爆国として自らに課した使命の一つです。

第 169 回国会外交演説 平成 20 年１月 18 日 

国際社会の平和と安定の維持・増進の
ため、そして唯一の被爆国として、核兵器
不拡散条約を基礎とした国際的な軍縮・
不拡散体制の維持・強化に努めます。 
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施策名 原子力の平和的利用及び科学技術分野での国際協力 

施策の概要 

原子力の平和的利用を促進し、及び国際的な研究・開発を推進・強化し、及び科学技術分野の国際
協力を推進すること。 次の具体的施策より構成される。 
Ⅱ－３－１ 原子力の平和的利用のための国際協力の推進 
Ⅱ－３－２ 科学技術に係る国際協力の推進 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅱ－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－３－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－３－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（必要性） 

１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 
国際的な資源競争の激化と地球温暖化問題を背景として原子力発電の新規導入を企図する国が増

加しており、核不拡散、原子力安全及び核セキュリティ（３Ｓ）を確保した上で原子力の平和的利用を推
進することは、国際社会全体の課題である。我が国は、原子力先進国としてこの課題に貢献することが必
要である。また、資源小国である我が国において、原子力発電は我が国総発電量の約３割を占めてお
り、エネルギーの安定供給を図る観点から、核物質・原子力関連品目・技術の円滑な移転を確保する必
要がある。 
２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
各国が保有する科学技術力を二国間及び多国間の枠組みやプロジェクトを通じて集約することで、科

学上の課題に対するより効率的・効果的な取組を可能とし、科学技術の発展を促進するために、条約作
成や多国間プロジェクトの実施を外務省が政策として推進する必要性がある。これらの科学に係る外交
を通じて我が国の技術力を確保すると共に、我が国の科学技術力に対する各国の期待には高いものが
あることから、我が国の指導力を発揮する効果が期待される。また平成18年から５年間を対象とする我が
国の第３期科学技術基本計画では「国際活動の戦略的推進」を掲げているほか、同計画を策定した総
合科学技術会議でも「科学技術外交の強化」の議論が行われ、この面で外務省が果たす役割への期待
も高まっている。 

（効率性） 

１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 
放射性物質輸送、二国間協定、原子力発電に関する多国間の枠組み作り、医療分野における原子

力の適用等に係る協議を行う際、適当な場合にはTV会議当を利用した効率的な対応を取ったところ、と
られた手段は適切かつ効率的であった。 
２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
科学技術協力は、科学技術予算を得て実際の協力案件を所管する国内関係省庁の果たす役割が大

きいことから、関係他府省庁との適切な役割分担の結果、外務省としては協議枠組みの提供や協定交
渉など外交面で取り組むべき側面に集中特化した取組を行った結果、施策に進展がみられた。更に、科
学技術外交強化の文脈で外務省内の複数局課室にまたがる対応を要する事項についても、省内で関
係課室が連携して有効な対応に努めた。このため、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 
二国間原子力協定の作成は、我が国と諸外国との間の核物質、原子力関連品目・技術等の移転等を

促進する上で有効である。また、沿岸国政府との協議等の施策は、円滑な放射性物質輸送を行う上で有
効である。新たな原子力技術の開発に貢献し、国際的な原子力安全及び核セキュリティの強化に貢献
することは、３Ｓの確保を大前提に原子力発電を国際的に推進する上で効果的である。 
２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
科学技術の一層の発展と応用を目指し、個々の協力案件を推進するために二国間科学技術協力協

定のような国家間の枠組みを整備し各国との二国間協力を進めるとともに、イーター事業や国際宇宙基
地（ＩＳＳ）、統合国際深海掘削計画（ＩＯＤＰ）など一国では実施できない大規模な国際科学プロジェクト
や、北太平洋の海洋科学に関する機関（ＰＩＣＥＳ）等の多国間協力、国際科学技術センター（ＩＳＴＣ）な
ど国際社会の平和的発展にとって重要なプロジェクトの実施を促進するため、更には宇宙等の新たな分
野でのルール作りに参加するなど、外交面で多国間の国際協力を積極的に進めていくことが重要かつ
有効である。また、平成19年６月の「イノベーション25」の閣議決定に当施策関連事項（科学技術外交の
強化）が含まれるなど、本施策の重要性、有効性が指摘されている。 

（反映の方向性） 

１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 
我が国原子力を推進し、また、原子力先進国として国際的課題に貢献するための施策を引き続き実

施し、推進する。 
２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
イーター事業とブローダー・アプローチ活動の円滑な活動を確保するための外交活動に積極的に取り

組む。また宇宙に係るルール作りに関与するとともに、ISS 計画の進展に向け関係国との調整を進める。
更に、国際科学技術研究開発協力分野における調査や省内関係局課室の効果的連携、その他の手段
を活用しつつ、科学技術外交の強化に取り組む。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

352



（目標の達成状況） 

[目標]  原子力の平和的利用を促進し、及び国際的な研究・開発を推進・強化し、及び科学技術分野
の国際協力を推進すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 
平成19年度は、新たな二国間協定の締結に向けて交渉を開始すると共に、そのための国内調整を実

施した。また、原子力の平和利用及び核セキュリティ強化等に関する新たな国際的な取組の推進に貢献
することができた。核テロリズムの行為の防止に関する国際条約締結につき国会で承認を得た。 
２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
（１） 二国間協力においては、科学技術協力協定に基づく合同委員会等の二国間対話を積極的に行っ
たほか、新たにスイスとの間で科学技術協力協定を締結した。 

（２） 核融合分野においては、イーター国際核融合エネルギー機構設立協定、日・欧州原子力共同体
核融合エネルギー協定等の発効と活動開始に至ることができた。 

（３） 国際科学技術センター(ＩＳＴＣ)では米、ＥＵ等他の支援極と協調し、安定的に支援を継続した。 
（４） 宇宙分野においては、宇宙関連の国際ルール作りの議論や国際宇宙基地（ＩＳＳ）計画の進展に我
が国の利益を反映すべく取組を続けた。 

（５） 国際科学技術研究開発協力分野における調査を実施し、今後の政策立案のための有益な情報が
得られた。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

原子力先進国として国際的課題に貢献するための施策を一層推進するとの観点より、本年について
は我が国が「原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための地域協力協定（ＲＣＡ）」における
政府代表者会合のホスト国を務めることから、同会合の開催に伴う経費を皆増とした。「科学技術に係る
国際協力の推進」については、イーター事業とブローダー・アプローチ活動への取り組みは「今のまま継
続」として従来と同レベル継続要求。宇宙分野は、政策的には「今のまま継続」だが、従来要求していた
予算以外の方法で継続可能と考えられるため、予算要求では皆減。「拡充強化」とした「国際科学技術
研究開発分野における調査」については、旧案件を皆減の上、科学技術外交の強化という同じ目的を達
成するためのより効果的手段としての「科学技術外交推進専門家交流」に発展させ、増額した新規要求
を行った。以上のことから必要な経費が前年度３割増となった。 
(平成 21 年度予算額:24,009 千円 [平成 20 年度予算:18,111 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回外交演説 平成 20 年１月 18 日 
核不拡散・原子力安全及び各セキュリ
ティを前提として原子力協力を推進してま
いります。 
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施策名 国際経済に関する取組 

施策の概要 我が国の経済外交における国益を保護・増進すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅱ－４－１ 多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進 
Ⅱ－４－２ グローバル化の進展に対応する国際的な取組 
Ⅱ－４－３ 重層的な経済関係の強化 
Ⅱ－４－４ 経済安全保障の強化 
Ⅱ－４－５ 海外の日本企業支援と対日投資の促進 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅱ－４ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－４－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅱ－４－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅱ－４－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－４－４ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－４－５ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（施策の必要性） 

１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 
我が国はこれまでＧＡＴＴ／ＷＴＯの多角的貿易体制の下で貿易を行うことで、差別的な待遇を受ける

ことなく自由な貿易が可能となり、経済的な繁栄を享受してきた。現在交渉中のドーハ・ラウンド交渉を最
終妥結に導き、更なる貿易自由化や貿易ルールの整備を実現することは、我が国の繁栄及び世界経済
の発展、途上国の開発の促進に必要な施策である。加えて、ＷＴＯ加盟国間の貿易紛争解決のために
紛争解決制度を積極的に利用する必要がある。 
我が国は、我が国の貿易の４割を占める東アジア諸国との経済連携強化に優先的に取り組んできた。
この取組は、地域内の貿易・投資の自由化及び円滑化、協力関係の深化等を通じて、東アジアの経済
的統合に向けた動きにも資するものである。一方で、世界各地における地域統合や地域協力が急速に
進んでいることを踏まえれば、我が国としても経済連携を積極的かつ戦略的に推進することが必要であ
る。 
２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 
Ｇ８サミットとＯＥＣＤは、ともに国際経済秩序を形成する上で大きな影響力をもつ会議、機関であり、我

が国にとって望ましい国際経済秩序を形成するために積極的に参画する必要がある。 
（１） Ｇ８サミットではその時々に最も重要と認識され、首脳間で議論し対処していくことが適当な国際経

済をはじめとした国際社会の課題を常に取り扱い、大きな影響力を持っている。そのため、我が国
にとって望ましい形でグローバルな国際経済等の枠組みを強化するためには、Ｇ８サミットに積極的
に参加し貢献する必要がある。 

（２） （イ） ＯＥＣＤは、設立条約に掲げる加盟国の経済成長、途上国経済の発展、世界貿易・投資の
拡大に積極的に取り組むとともに、教育、科学技術、環境、持続可能な開発、外国公務員に
対する贈賄防止、コーポレート・ガバナンス、企業の社会的責任など、新たな課題にも積極的
に取り組んでいる。その特色は、相互審査（ピア・レビュー）やベスト・プラクティスの積み重ね
を通じて「先進国標準」が醸成されていくことや、先進国が共通して直面する政策課題につい
ての調査・分析を通じて政策提言を行う等の先導的役割を果たすことにある。 

（ロ） このようなＯＥＣＤの機能を積極的に活用し、我が国にとり望ましい国際環境をつくることが必
要である。このため、ＯＥＣＤの各種の会議に、パリの我が国常駐代表部や本国より担当者を
派遣し、積極的に議論に参加してきた。 

(ハ) グローバル化が進展し、また、中国、インド、ブラジルといった非加盟国の経済的な重要性が
増大する中、ＯＥＣＤ自身の価値を一層高めるためにも、ＯＥＣＤの主要な機能である国際的
なルールづくり、及び、主要な新興経済等との非加盟国協力活動を強化することは重要であ
る。 

３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１） ＡＰＥＣ 
（イ） ＡＰＥＣはアジア太平洋地域の 21 の国・地域（エコノミー）が参加し、世界の人口の約４割、ＧＤＰの
約 55％、貿易量の約 45％を占めている。我が国の貿易相手としてもＡＰＥＣ域内の諸エコノミーが約
３分の２を占めており、ＡＰＥＣの域内貿易率は約７割に達するなど、相互依存関係は極めて強い。我
が国の一層の発展及び安定のためには、ＡＰＥＣ地域の各エコノミーとの協力を深め、国際ルールの
普及や共通の価値観の共有を促進することが重要な課題。 

（ロ） このような背景の下、ＡＰＥＣの枠組みを活用し、経済分野だけではなくテロ・不拡散、感染症など
の幅広い分野の協力に関し、年１回開催される APEC 閣僚会議・首脳会議での成果に向け、ＡＰＥＣ
での活動を主導していく必要がある。 

（２） ＡＳＥＭ 
（イ） アジアと欧州は今日の国際社会でその役割と責務を増大させており、両地域間の幅広い関係を強
化することは世界経済の安定的発展等を通じ、我が国の利益増進にも寄与する。 

（ロ） 経済分野では、気候変動・環境問題やエネルギー安全保障を含む持続可能な開発についての協
力のほか、両地域間の貿易・投資関係の一層の拡大に寄与する必要がある。また、ＡＳＥＭ各国間
で文化と文明間の対話を進め、地域情勢、テロ、感染症等のグローバルな課題について一致して協
力していく方策について意見交換を進める必要がある。 
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（ハ） 日本がアジアと欧州の間の調整について積極的な役割を果たすことで、アジア側参加各国間の
協力関係を強化し、将来の共同体形成も視野に入れたアジア地域での開かれた地域主義の実現
にも寄与する。 

（３）ＥＵ 
ＥＵとの関係については、平成13年に首脳レベルで発出された「日・ＥＵ協力のための行動計画」を着

実に実施する必要がある。特に、我が国は政府一丸となって対内直接投資促進に取り組んでおり、引き
続き日・ＥＵ間の双方向の直接投資促進のための施策を実施する必要がある。我が国とＥＵは、自由、
民主主義、市場経済等の基本的価値を共有しており、国際社会の課題に対して特別の責任を有してお
り、経済分野のみならずグローバルな課題を含む様々な分野において戦略的パートナーとして一層効果
的な協力関係を構築していく必要がある。 
４．「経済安全保障の強化」について 
（１） 我が国は、国民の経済生活の基礎となる資源の多くを海外に依存しており、例えば、エネルギー資
源はその８割以上を海外からの供給に頼っている。また、食料に関しても、日本の自給率（カロリー
ベースで約４割）は米、英等主要な先進国の中で最低水準にある。さらに漁業についても、我が国
は世界有数の漁業国であると同時に、水産物輸入国でもある。このような我が国にとって、資源の安
定的で持続的な供給のための国際協力や国際的な枠組み作りに積極的に参画することは必要不
可欠である。 

（２） また、我が国はこれら資源の輸入を海上輸送に依存しているところ、その安全を確保することも極め
て重要である。さらに、我が国は、四方を海に囲まれた海洋国家であり、海洋秩序の維持・増進や海
底資源等の経済権益の確保の重要性は大きい。 

（３） 海賊等の脅威が引き続き深刻であること、また、食料・原油価格の高騰、一部の国における資源の
国家管理の強化に見られるような現在の国際エネルギー情勢及びグローバルなエネルギー市場の
進展を考慮すると、こうした経済安全保障分野の取組を強化していく必要がある。 

５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
（１） 近年、模倣品・海賊版がアジア地域を中心に広く流通し、その被害は世界各国に拡大している。日
本製品についてもその例外ではなく、日本企業は、海外市場における潜在的な利益の喪失も含
め、深刻な悪影響を受けている。このため、我が国は、多国間・二国間の外交の場を通じて、知的
財産権の保護強化及び模倣品・海賊版対策のための協力について、各国への働きかけを行う必要
がある。また、海外における知的財産権侵害について、現地において日本企業を迅速かつ効果的
に支援する必要がある。 

（２） グローバル化が進展する中、「ヒト、モノ、カネ」の移動は世界規模で一層活発になっており、これに
伴い、企業も様々な形で国境を越えた活動を一層活発化させてきている。政府として、日本企業の
経済的利益を増進し、我が国経済の足腰と競争力を強化していくために、日本企業にとっての海外
におけるビジネス環境を一層整備するとともに、個別企業の活動を支援していくことが求められてい
る。 

（３） 対日直接投資は、雇用の拡大や、新しい商品、サービス、ビジネスモデルを日本にもたらす等、日
本経済の活力増進につながる有効な手段であるが、現在、諸外国と比較して著しく低い水準にとど
まっている。このため、対日直接投資の拡大を正面からの目標とし、政府一体となって種々の推進
策を鋭意実施・実行していく必要がある。 

（効率性） 

１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 
限られた資源の中、我が国は主要国の一員としてＷＴＯの交渉プロセスに積極的に関与し続けてお

り、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
限られた資源の中、多数のＥＰＡが発効または署名に達したことから、とられた手段は適切かつ効率的

であった。 
２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 
我が国にとって好ましい、自由で開かれた国際社会の形成のためには、二国間の枠組みだけでは解

決が困難なことも多く、Ｇ８、ＯＥＣＤをはじめとしたマルチの枠組みへ参画し、活用することが必要であ
る。 
ゆえに、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１） ＡＰＥＣ 
今後の地域経済統合のあり方に指針を与える地域経済統合に関する報告書が承認されるなど、地域

連帯の強化に効率的に貢献することができたことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（２） ＡＳＥＭ 
様々なレベルでの議論を踏まえ、個別具体的な課題についての協力が進展し、アジア・欧州関係の

強化という目的に効果的に貢献することができたことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（３） ＥＵ 
日・ＥＵ定期首脳協議、日・ＥＵハイレベル協議、日･EU 規制改革対話、ビジネス界との協議等の場を

活用し、日・ＥＵ間の懸案事項に係る交渉や対話･意見交換を通じて、日・ＥＵ双方の貿易･投資環境の
更なる改善に寄与し、目標達成に向け効率的に対応したことから、とられた手段は適切かつ効率的であ
った。 
４．「経済安全保障の強化」について 
限られた資源の中、エネルギー安全保障、食料安全保障、及び、漁業・海洋問題に対応する施策が

目標の達成に向けて進展したことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
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５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
関係省庁や機関と一体となって取り組んできた結果、目標達成に向けて進展があり、とられた手段は

適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 
（１） ドーハ・ラウンド交渉を最終妥結に向けて導くことは、更なる貿易自由化や貿易ルールの整備を実
現する上で必要である。また、積極的に交渉に取り組み、包括的かつバランスのとれた交渉成果を
達成することは、我が国の利益を確保する上で有効である。 

（２） 近年、ＷＴＯ加盟国数の中で途上国の割合が増加（153 か国のうち約５分の４）しており、途上国の
同意なくしてＷＴＯの決定を行うことは困難となっている。途上国の多角的貿易体制への統合を促
進するための支援策として我が国が平成17年12月に発表した「開発イニシアティブ」を着実に実施
していくことは、多角的貿易体制の信頼性を維持・強化していく上で有効である。 

（３） ＷＴＯ紛争解決制度は、ＷＴＯ体制に信頼性・安定性をもたらす柱であり、これを積極的に利用す
ることは我が国の利益を確保する上で有効である。 

（４） 我が国と各国のＥＰＡ交渉は着実に進展しており、たとえば日・チリＥＰＡは平成 19 年９月３日に、
日・タイＥＰＡは同年11月１日に発効し、それぞれ往復貿易額の約92％及び約95％の関税が10年以
内に無税となる。また、日・ブルネイＥＰＡは平成 19 年６月に、日・インドネシアＥＰＡは同年８月に署名
に至り、ＡＳＥＡＮ全体とのＥＰＡについては、我が国は平成 20 年３月に署名した。湾岸協力理事会（Ｇ
ＣＣ）、ベトナム、インド、豪州及びスイスとのＥＰＡ／ＦＴＡ交渉も推進しており、これらの現在進行中の
ＥＰＡ／ＦＴＡ交渉においても、高い水準の自由化と幅広い分野を取扱うことを目指している。平成 16
年 11 月以降、交渉が中断している韓国とのＥＰＡについては、平成 20 年２月の日韓首脳会談におい
て、交渉の再開につき検討していくこととなった。このように、ＥＰＡ交渉の着実な進展により、ＷＴＯを
補完する二国間／地域的な経済的枠組みが構築されつつある。 
（５） ＥＰＡ交渉相手国・地域は「今後の経済連携協定の推進についての基本方針」に基づいて選定し
た上で、政府一体となって経済連携を推進しており、我が国の経済的利益の確保と、相手国・地域
との政治的パートナーシップの強化を目指している。 

（６） また、投資章を含むＥＰＡ及び二国間投資協定（ＢＩＴ）の締結は、相手国における投資環境の透明
性の向上、投資保護などを通じ、投資の自由化及び円滑化が促進され、我が国の利益を確保する
上で有効である。 

２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 
（１） Ｇ８サミットは、その時々に最も重要と認識され、首脳間で議論し対処していくことが適当な国際経
済を始めとした国際社会の課題を常に取り扱うものであり、Ｇ８諸国間の取組は国際社会全体へ大
きな影響力及び実効性がある。よって、我が国にとって望ましい形でグローバルな国際経済の枠組
み（ルールメーキング）を強化する上でも積極的に参加し貢献することが有効である。 

（２） （イ） ルールメーキング及び政策協調への参画 
ＯＥＣＤにおけるルールメーキング及び政策協調への参画は、グローバル化の進む国際社
会において、我が国にとって好ましい国際環境づくりを行うとの観点より、また、我が国の各分
野における政策立案を行う上で参考とするため、加盟国間で知見を共有し合うとの観点より、こ
れに積極的に参加し貢献することが有効である。 

（ロ） 非加盟国協力活動の支援・促進 
ＯＥＣＤ加盟国が一丸となり非加盟国に対して国際水準の規則・規範を理解せしめ、責任あ
る行動を求めることや、投資環境改善等の政策を実施を促すことは、地球規模の経済成長を
促すとの観点より、また世界標準の対等な競争環境を整備することを通して我が国企業の利益
となるとの観点より有効である。 

３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１） ＡＰＥＣ 
アジア太平洋における地域協力を強化していくためには、様々なレベル・分野で地域間の課題やグロ

ーバルな課題について自由で継続的な議論を行う必要がある。更に、個別具体的な課題に対しAPECメ
ンバーが協力して取り組むべく、様々なイニシアティブを実施していくことが有効である。 
（２） ＡＳＥＭ 
アジア・欧州関係を強化していくためには、様々なレベル・分野で地域間の課題やグローバルな課題

について自由で継続的な議論を行う必要がある。更に、個別具体的な課題に対しアジアと欧州が協力し
て取り組むべく、様々なイニシアティブを実施していくことが有効である。 
（３） ＥＵ 
高度に緊密化した欧州との経済関係強化には、様々な協議の枠組みを活用し、多角的にアプローチ

する必要がある。この観点から、日・ＥＵ定期首脳協議、日・ＥＵハイレベル協議、日・ＥＵ規制改革対話
等の各種経済協議の実施、日・ＥＵ間の経済関係協定の締結及び実施、二国間経済協議、人的交流を
通じた連携等、幅広い政策手段を通して関係強化に努めることが有効である。なお、近年、ビジネス界と
の連携を強化しており、引き続き定期的にビジネス界からの提言を受け、政策への反映に努める。 
４．「経済安全保障の強化」について 
（１） エネルギー・鉱物資源 
現在の国際エネルギー・鉱物資源情勢においては、急速な人口増加や経済成長に伴い、中国、イン

ド等経済新興国のエネルギー需要が増大し、また、原油を始めエネルギー・鉱物資源価格がかつてない
ほど高騰し、一部の資源生産国において資源の国家管理の強化の動きが見られる。このような状況の
中、我が国がエネルギー・鉱物資源の安定供給を確保し、日本のエネルギー安全保障を強化するため
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に、需要面では、省エネ及びエネルギー効率の向上の世界への伝播を通じた需要の抑制や天然資源
の節約、再生・代替利用を行うことが有効である。また、供給面では、生産国との関係強化、輸送路の安
全確保、投資の拡大等を推進し、更に供給途絶等の緊急時対応として国際社会における石油備蓄制度
の導入促進と協調的備蓄放出制度の整備・運用を図ることが有効である。 
（２）食料問題 
我が国の食料安全保障を実現するため、ＦＡＯ等関連国際機関との連携の強化、食料供給国との協

力関係の促進等に取り組むことが有効である。 
（３）漁業  
海洋生物資源の保存と持続可能な利用の確保を図り、同資源の安定供給を長期的に確保するため

には、二国間・多国間の交渉・協力、具体的には以下のような取組が有効である。 
（イ） 海洋生物資源の保存と持続可能な利用の確保のための国際的協力の推進 
（ロ） 国際捕鯨委員会(IWC)における持続可能な利用を支持する加盟国との協調、持続可能な利用
の原則支持への積極的働きかけ、捕鯨問題に関する「反捕鯨国」（米、豪等）との対話 

（４）海洋問題等 
（イ） 航行の安全 

我が国は、エネルギー資源の輸入のほぼすべてを海上輸送に依存し、特に石油は大半が東
南アジアの海上を通過している。アジアにおける海上の安全確保は、日本の海上輸送にとって重
要なだけでなく、この地域全体の安定と経済の発展にも極めて重要である。 

（ロ） 国連海洋法条約の効果的な運用と発展に対する貢献、我が国の海洋における経済的権益（海
洋資源等）の確保 
海洋国家たる我が国が重大な利害を有する国連海洋法条約の効果的な運用と発展のために
は、同条約に基づいて設立された国際海洋法裁判所及び「大陸棚の限界に関する委員会」への
貢献、国連海洋法条約関連の国際会議への積極的参加を通じた、我が国の関心事項の国際的
周知が有効である。また、我が国の大陸棚延長申請作業に関連し、国連等からの情報収集、関
連会議への対応が有効である。 

５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
国内外の各種関係機関や経済団体等との意見交換や協議を通じ、民間のニーズの把握に努めた上

で、以下のような投資環境の充実やビジネス環境の整備を推進している。 
（１） 海外における知的財産権保護強化のための施策 
模倣品・海賊版拡散防止条約（ＡＣＴＡ）につき、各国に対し継続的に働きかけることにより、模倣
品・海賊版対策に向けて各国との協力関係を築くことが期待できる。また、日中、日韓、日米、日ＥＵ間
の二国間の対話を継続することにより、海外の模倣品・海賊版対策を促進し得る。また在外公館にお
いて知的財産担当官の対応力を強化することにより、海外における日本企業支援及び各国との連携
を促進することが期待できる。 
（２） 日本企業支援の現状 
日本企業支援をより効果的に行うため、平成 11 年に策定した「日本企業の海外における活動支援
のためのガイドライン」を平成 17年 12月に改訂し、これまで以上に積極的な対応をできるようにしてい
る。また、在外公館施設を可能な限り積極的に活用するために、官民それぞれが適切な形で経費負
担するためのガイドラインも策定している。さらに、平成 18 年に一部公館（タイ、インド、チリ）に設置さ
れた「日本企業支援センター」を、平成 20 年度中に中国（広州）及びベトナム（ホーチミン）にも設置
し、企業側からの照会、相談への対応を強化する予定である。 
（３） 経済外交を通じた二国間の経済関係強化による対日直接投資の促進 
平成 19 年末の対日直接投資残高は、前年末から 2.3 兆円余伸び、15 兆円となった。 

（反映の方向性） 

１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 
日本経済の拠って立つ柱である多角的貿易体制を維持・強化するため、ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉の

最終妥結に向けて取り組む。 
 ＥＰＡ交渉については、現在進行中の交渉を加速化し、早期の合意を目指す。また、東アジア包括的
経済連携構想（ＡＳＥＡＮ構成国及び日中韓印豪ニュージーランド）、東アジア自由貿易圏構想（ＡＳＥＡ
Ｎ構成国及び日中韓）や、アジア太平洋の自由貿易圏構想（ＦＴＡＡＰ）の東アジア及びアジア太平洋地
域における経済連携の枠組みの研究や検討において、積極的な参加及び貢献を行っていく。 
 また、今後はＥＰＡに加え、二国間で機動的に対応できる法的枠組みとして、相手国の実情と我が国の
国益に合致した形での経済的な連携の強化を推進していくため、今後ＢＩＴをこれまで以上に戦略的に
活用し推進していく。そのため、我が国企業のニーズに応えることを主眼とし、ＢＩＴ締結相手国・地域をよ
り戦略的な優先順位をもって検討していく。 
２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 
国際社会の優先的諸課題に引き続き取り組むとともに、新たな課題についても国際経済秩序の形成、

国際的政策協調のため積極的に参画する。 
３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１） ＡＰＥＣ 
平成 20 年 11 月の首脳・閣僚会議で、APEC の新たな進展・成果を盛り込むべく、具体的な取組を
より進展させる。 
（２） ＡＳＥＭ 
平成20年10月に開催される第７回首脳会合（於：北京）に関する取組に重点を置きつつ、アジア欧
州財団（ＡＳＥＦ）との協力等具体的な協力を引き続き進展させる。 
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（３） ＥＵ 
日・ＥＵ間の協議、二国間の協議、各種レベルでの人的交流の推進等を通じて双方向の貿易･投資
の促進を図っていく。 
４．「経済安全保障の強化」について 
（１） 世界的なエネルギー・鉱物資源需要の増大や一部の資源生産国において資源の国家管理強化
の動きが見られる情勢の中、我が国のエネルギー・鉱物資源の安定供給を確保すべく、二国間や
多国間の対話・協力、国際的機関における活動等を通じて、我が国のエネルギー安全保障の強化
に引き続き努める。 

（２） 我が国の食料安全保障を実現するため、ＦＡＯ等関連国際機関との連携の強化、食料供給国との
友好関係の促進等に引き続き取り組む予定。 

（３） マグロ漁業、捕鯨、航行安全等への国際的協力、200 海里を超える大陸棚の設定等に関する取組
の継続。なお、海洋問題については、近隣国との境界画定問題や国連海洋法条約の実施等法的
問題への取組を強化する観点から機構要求を行う予定。 

５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
（１） 知的財産権保護強化のため、関係各国・関係機関と協力しつつ、その対策を強化していく。 
（２） 更なる日本企業支援体制充実のため、「日本企業支援センター」を拡充する。 
（３） 平成 18 年６月に策定された「対日直接投資加速プログラム」に基づき、2010 年末までに対日直接
投資残高をＧＤＰ比約５％とする計画の達成に向けて、鋭意取り組んでいく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  我が国の経済外交における国益を保護・増進すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 

１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 
平成 19 年１月に本格的に再開されたＷＴＯドーハ・ラウンド交渉において、我が国は、農業、非農産

品市場アクセス（ＮＡＭＡ）、サービスのみならず、ルール、貿易円滑化等を含め、包括的で全体としてバ
ランスのとれた成果を得て、交渉が早期に妥結するよう、積極的な取組を進めた。また、貿易を通じた開
発問題に関しては「開発イニシアティブ」ハイレベルミッションの派遣を含め、「開発イニシアティブ」を着
実に実施するとともに、平成 19 年秋に行われたＷＴＯの下での一連の「貿易のための援助（ＡＦＴ）」プロ
セスに積極的に参加した。さらに、我が国はＷＴＯ紛争解決制度の下で多くの紛争案件に関与した。 
経済連携協定（ＥＰＡ）については、日・メキシコ追加議定書が平成 19 年４月に、日・チリＥＰＡが平成

19 年９月に、日・タイＥＰＡ及び日・シンガポールＥＰＡ改正議定書が平成 19 年 11 月に発効し、日・ブル
ネイＥＰＡは平成 19 年６月に、日・インドネシアＥＰＡは平成 19 年８月に署名、ＡＳＥＡＮ全体とのＥＰＡに
ついては、我が国は平成 20 年３月に署名に至る（４月 14 日までに日ＡＳＥＡＮ全ての国が署名を完了）
など、多数のＥＰＡ交渉において目標の達成に向けて相当な進展があった。 
２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 
（１） Ｇ８については、我が国は平成18年度に行われたサンクトペテルブルク・サミットで合意した事項の
フォローアップを確実に行うと共に、平成19年度のハイリゲンダム・サミットにおいても積極的に議論
に参加し、発出された成果文書に我が国の考え方を反映させた。特に気候変動問題において、日
本の提案した内容を軸に議論が行われ、「2050年までに世界全体の温室効果ガスの排出量につい
て少なくとも半減することなどを真剣に検討する」ことで具体的にＧ８首脳の合意が得られた。 

（２） ＯＥＣＤでは我が国は、閣僚理事会や各委員会活動等に加え、非加盟国に対するアウトリーチ活
動に積極的に取り組み、これら諸国とも関係を強化した。特に、新たにＯＥＣＤへの加盟を検討する
候補国の選定につき、現加盟国間で議論が必ずしも一致しなかった中で、ロシア等５か国に絞って
今後加盟審査を進める決定を得ることができた。 

これらにより国際社会の経済秩序の形成は一層の前進を見ることができ、目標の達成に向け、当初の
想定以上に進展した。 
３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１） ボゴール目標の達成に向けた具体的な行動計画の策定等の取組に積極的に貢献することにより、
ＡＰＥＣにおける貿易・投資の自由化・円滑化、貿易の安全確保等の分野の具体的協力に寄与し
た。 

（２） ＡＳＥＭの各種会合への貢献及び活動を通じて、政治、経済、社会・文化等の分野において具体
的な協力の推進に寄与した。 

（３） 日・ＥＵ間の協議及び欧州各国との二国間の協議を通じて民間側の要望を十分に吸い上げつつ、
日・ＥＵ経済協力関係を強化し、共通の課題への対応を推進した。 

４．「経済安全保障の強化」について 
以下の成果等を総合的に判断し、経済安全保障の強化につき進展があった。 

（１） 二国間対話を通じて生産国との関係強化を図った他、Ｇ８の枠組みや国際エネルギー機関(ＩＥＡ)
等を通じて消費国間の協力を推進すると共に、国際社会の連携を一層強化することができた。ま
た、エネルギー需要が急増するアジア地域を中心として、東アジア首脳会議（ＥＡＳ）及びＡＰＥＣ首
脳会議等を通じて、エネルギー効率向上に向けた地域的な取組が進展した。 
平成 20 年３月に、海外の重要な資源獲得案件を政府全体で支援するための指針として、資源確
保指針を策定し、閣議了解された。 

（２） ＦＡＯ（国際連合食糧農業機関）を通じて、食料安全保障に関連するルール作り、意見交換及び情
報収集に積極的に参加することにより、我が国における食料の安定供給確保に向けた体制を強化
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することができた。一次産品については、国際穀物理事会（ＩＧＣ）、国際コーヒー機関（ＩＣＯ）等にお
いて、需給状況等に関する有意義な情報・意見交換を行なうことができた。 

（３） 平成 19 年６月に行われた「大陸棚の限界に関する委員会」委員選挙において、我が国が指名した
玉木賢策東京大学大学院工学系研究科教授が再選された。 

５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
（１） 模倣品・海賊版拡散防止条約（ＡＣＴＡ）の早期実現に向けて、関係国間で議論を行ってきており、
平成19年10月に日本、米国、ＥＵなどから関係国との集中的な協議開始を発表することができた。
二国間対話において知的財産問題を取り上げ、知的財産侵害問題の対策・協力が強化された。日
本企業の知的財産権侵害被害の大きな地域において知的財産担当官会議を開催し、本省、在外
公館、関係機関との情報交換、連携を強化することができた。 

（２） ビジネス環境の整備、現地政府による不公平な待遇の是正、人脈形成や情報提供などの面で、世
界各地において具体的な成果が見られた。 

（３） 平成 19 年末の対日直接投資残高は前年末から 2.3 兆円余伸び、15 兆円となった。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

国際経済に関する取組については、平成 20 年度政策評価書において「目標の達成に向けて相当な

進展があった」及び「目標の達成に向けて進展があった」との評価結果を得ていることを踏まえ、我が国

の経済外交における国益を更に保護・増進するため、下記の目標達成に向けて、平成 21 年度において

予算要求や定員要求を行った。 

・ 「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」:日本経済の拠って立つ柱である多角的貿易

体制を維持・強化するため、ＷＴＯドーハラウンド交渉の最終妥結に向けて取り組むとともに、現在交

渉中のＥＰＡの早期合意を目指す。また東アジア、アジア太平洋地域における経済連携の枠組み検

討への積極参加、ＢＩＴ（二国間投資協定）の戦略的活用を行う。 

・ 「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」:国際経済秩序の形成、国際的政策協調のためにG

８、ＯＥＣＤ等を通じ積極的参画を行う。 

・ 「重層的な経済関係の強化」:ＡＰＥＣ、ＡＳＥＭ、ＥＵ及び欧州各国との連携を引き続き強化していく。 

・ 「経済安全保障の強化」:ＩＥＡ、ＩＥＦ、エネルギー憲章条約等のグローバルな枠組みやＡＰＥＣ等の地

域的取組への主体的関与によって、我が国へのエネルギー安定供給を確保し、エネルギー効率や代

替エネルギー開発を促進する。また、引き続き我が国の食料安全保障を強化する。 

・ 「海外の日本企業支援と対日投資の促進」:海外における知的財産権侵害対策、日本企業支援、日中

韓投資協定交渉を更に促進する。 

(平成 21 年度予算額:600,640 千円 [平成 20 年度予算:12,479,656 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 168 回所信表明演説 
（福田総理） 

平成 19 年 10 月１日 
（平和を生み出す外交） 
ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉の早期妥結
に努めてまいります。 

第 169 回施政方針演説 
（福田総理） 

平成 20 年１月 18 日 

＜第三 活力ある経済社会の構築＞ 
（開かれた日本）  
第二は、日本を世界により開かれた国と
し、アジア、世界との間のヒト・モノ・カネ・
情報の流れを拡大する「グローバル戦略」
の展開であります。世界の活力を我が国
の成長のエネルギーとしていくため、ＷＴ
Ｏ交渉やアジア太平洋地域との経済連携
協定の交渉の早期妥結に取り組むととも
に、日本への投資に関する制度をより透
明性の高いものに変え、対日投資の倍増
計画を確実に達成します。 

＜第四 世界の平和と発展に協力する外
交の推進＞（「平和協力国家日本」） 
四方を海に囲まれた我が国として、新た
な「海洋立国」を目指し、政府一体となっ
て、大陸棚調査を始めとする海洋施策を
総合的に推進します。 

第 169 回外交演説 
（高村外務大臣） 

平成 20 年１月 18 日 

（近隣諸国との関係強化） 
ＡＳＥＡＮの結束と繁栄は、東アジア地
域全体の安定と繁栄にとって重要な推進
力です。先般、日本・ＡＳＥＡＮ包括的経
済連携協定の交渉が妥結しました。今後
は、協定の早期発効に向けて努力してい
きます。また我が国は、ＡＳＥＡＮの一層の
発展と繁栄のため、メコン地域開発を通じ
た域内格差是正や人材育成支援等を通
じて、ＡＳＥＡＮの統合努力を力強く支援し
てまいります。 
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 インドや豪州との間でも、安全保障面や
経済連携協定交渉を含め、引き続き幅広
い分野で関係を強化します。 

（国際経済体制の強化と国際社会におけ
る「法の支配」） 
多角的貿易体制の強化は我が国にとっ
て死活的な利益です。ＷＴＯドーハ・ラウ
ンド交渉は、農産物、非農産物に関する
関税等の引き下げ方式に合意できるかど
うか、という決定的に重要な局面を迎えて
います。早期妥結に向けて、引き続き積極
的に交渉に参画し、バランスのとれた交渉
結果が得られるように政府一丸となって全
力で取り組んで参ります。 

平成 20 年度 重点外交政策 平成 19 年８月 

（4）グローバル化への対応と国際ルール
の強化 
ＷＴＯを中心とする多角的貿易体制の
維持・強化及びＥＰＡ／ＦＴＡの推進（知財
保護強化を含む。） 
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施策名 国際法の形成・発展に向けた取組 

施策の概要 

新たな国際ルール作りに積極的に貢献すること。 次の具体的施策より構成される。 
Ⅱ－５－１ 国際法規の形成への寄与と外交実務への活用 
Ⅱ－５－２ 政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施 
Ⅱ－５－３ 経済分野における国際約束の締結・実施 
Ⅱ－５－４ 社会分野における国際約束の締結・実施 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅱ－５ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅱ－５－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅱ－５－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅱ－５－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅱ－５－４ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（必要性） 

１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 
今日の国際社会においては、国際関係における多種多様な問題の平和的解決や国際関係の深化の

ために国際法が果たす役割はますます大きくなっている。そのような中、新しい国際的ルール形成の場
に積極的に参画し、我が国の立場を主張・反映しつつ、蓄積した知見をもとに国際法を的確に解釈・活
用し、国際法の発展に主体的に関与していくことは、国民の利益を最大限確保する上で必要不可欠で
ある。 
２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
（１） 日朝・日露関係において戦後未解決のまま残されている問題を始めとする諸問題を解決し、日本
の周辺諸国とより安定した関係を築くこと、日米安保体制の信頼性向上のため適切な措置を講じて
いくことは、我が国外交安全保障の基盤的枠組みを構築するに当たって、喫緊かつ重要な課題で
ある。 

（２） テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因の除去については、こ
れに関連する条約の締結・実施により、我が国における対策を強化するとともに、国際的な法的枠
組みの構築に寄与することが可能となる。 

３．「経済分野における国際約束の締結・実施」について 
（１） ＷＴＯドーハ・ラウンド及びＦＴＡ／ＥＰＡの推進は、我が国の産業・経済の成長の機会を拡大すると
ともに、他国の市場における我が国の企業及びその産品・サービスの参入機会を増大させる。ま
た、ＷＴＯの紛争解決手続の帰結は我が国の産業や企業の活動に多大な影響を及ぼし得るため、
我が国の主張・立証を法的に説得力のある効果的な形で行う必要がある。 

（２） 二国間の投資の自由化、促進及び保護を目的とする投資協定、二国間での二重課税の回避等を
目的とする租税条約、年金制度への加入に関する法令の適用調整等について定める社会保障協
定等の経済条約は、日本国民・日系企業の海外における利益の保護・促進の観点等から重要であ
る。これらを含む経済分野での条約締結の推進は、諸外国とのルールに基づく経済面での結びつ
きを強化し、一層の予測可能性・安定性を有する経済活動の基盤を提供するとの意義を有する。 

４．「社会分野における国際約束の締結・実施」について 
環境、人権、海洋・漁業、科学技術、文化、保健その他新しい分野における国民生活に直結する国際

的ルール作りに積極的に関与することを通じて、ルールの内容に我が国の国民の利益や関心を十分に
反映させることが必要である。 
この意味で、特に多数国間条約作成交渉において、各国がそれぞれ近隣国等との連携を強め、地域

間交渉の様相を呈している中、我が国としても、問題意識を共有することのできるパートナーとの間で協
力分野の拡大を図ることは、我が国の発言力を強化するためにも有意義である。 

（効率性） 

１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 
国際的な議論の場に参画し、我が国の立場を一貫して表明していくとともに、各種研究会等は、時宜

を得たテーマを取り扱い外交実務上の必要に直接応えるように配慮しており、とられた手段は適切かつ
効率的であった。 
２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
六者会合や日朝協議の開催、ＡＰＥＣの際の日露首脳会談等の開催、「日米軍事情報包括保護協

定」、「国際刑事裁判所ローマ規程」及び「核テロリズム防止条約」の締結、「在日米軍駐留経費負担特
別協定」の国会提出、「国際組織犯罪防止条約」、「核物質防護条約改正」及び「海洋航行不法行為防
止条約 2005 年議定書」の締結に向けた作業の継続、「日・中刑事共助条約」の国会提出並びに香港及
びロシアとの刑事共助条約交渉の実施等、施策の目標の達成に向けて相当な進展があったことを踏ま
えれば、施策を実施する際にとられた手段は適切かつ効率的であった。 
３．「経済分野における国際約束の締結・実施」について 
ＥＰＡ／ＦＴＡの分野、その他の経済分野での国際約束ともに、その交渉段階、特に条文作成段階に

おいて、原則として条約締結担当者を相手国政府との交渉に直接当たらせること等により、施策の目標
に向け大きく進展しており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
４．「社会分野における国際約束の締結・実施」について 
社会分野での国際約束の交渉段階、特に条文作成段階において、法的な観点からの検討・助言は必

要不可欠であるが、可能な限り直接条約締結担当者を相手国政府との交渉に当たらせること等により、
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上記のような施策の目標に向けた進展が見られており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 
我が国が国際法規形成のための各種フォーラムに積極的に参画し、意見を主張・反映していくこと

は、新たな国際法秩序を我が国に資するものとしていく上で必要かつ効果的である。また、日々の外交
案件を処理するに当たっては、国際法の最新の動向を踏まえることが重要であり、そのためには学界や
各国関係者を交えた研究会及び意見交換等を行っていくことが不可欠である。さらに、国内における国
際法の普及を進めていくことは、我が国の国際法に係る外交に対する国民の理解を促進するとともに、
国際法分野の更なる発展に大きく寄与する。 
２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
我が国外交安全保障の基盤的枠組みを作るためには、戦後残された課題である日朝国交正常化交

渉及び日露平和条約交渉に適切に対処し、日本の周辺諸国とより安定した関係を築くこと、また、日米
安保体制の信頼性向上のため適切な措置を講じ、日米安保条約に基づく協力関係を確固たるものにす
ることが有効である。また、テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因を
除去するためには、テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散に関連する条約の締結・実施に取り組
み、我が国における対策の強化や国際的な法的枠組みの構築に寄与することが有効である。 
３．「経済分野における国際約束の締結・実施」について 
（１） ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉において法的な観点からの検討・助言を行っていくことは、我が国の立
場を適切な形で反映させることに資する。また、ＷＴＯの紛争解決手続に付される事案は増加の一
途であり、「ＷＴＯの司法化現象」とも言える状況で法的な観点から検討・助言を行っていくことは、
我が国が当事者として有効な主張・立証を行うことに資する。 

（２） ＥＰＡは物品・サービスの貿易のみならず、投資、税関手続、競争、相互承認、政府調達、知的財
産、人の移動など広範な内容を含み得るものであり、法的な観点から検討・助言を行っていくこと
は、望ましい形での交渉の結実にとって不可欠である。 

（３） 経済分野の多数国間条約は、作成されれば直ちに国際標準を形成し当該国際標準に沿って国内
措置を見直す必要が生じる場合が多いため、法的な観点から検討・助言を行っていくことは、我が
国の立場を交渉段階から積極的かつ適切な形で反映させることに資する。また、投資協定や租税
条約、社会保障協定などの二国間の国際約束の作成・締結により、海外における経済活動を保護・
促進していくための法的基盤が提供される。 

４．「社会分野における国際約束の締結・実施」について 
社会分野の国際約束は、いったん作成されれば直ちに国際標準を形成し、我が国としても、否応なく

かかる国際標準に沿って国内措置を見直していく必要が生じる場合が多い。また、我が国はこれまで気
候変動問題に関して京都議定書の作成においてリーダーシップをとる等国際的ルール作りに積極的に
関わってきたが、2013 年以降の枠組みの在り方など国民生活に強い影響を与える国際的な規範形成の
場面において我が国の国益を反映させていく必要性は極めて高い。この中で法的な観点からの検討・助
言を行っていくことは、我が国の立場を交渉段階から積極的かつ適切な形で反映させることに資する。 

（反映の方向性） 

１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 
国際社会における国際法の重要性は年々増大しており、施策の目標の達成に向け、引き続き対応す

る必要がある。 
２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
二国間・多国間協議や条約交渉の活発化等を通じて、我が国外交安全保障の基盤的枠組み作り、テ

ロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因の除去に向けた取組を強化す
る。 
３．「経済分野における国際約束の締結・実施」について 
施策の目標（１）多角的自由貿易体制の強化と自由貿易・経済連携を推進すること、及び（２）国民生

活に影響を与える様々な経済分野での国際的ルール作りへ参画すること及び日本国民・日系企業の海
外における利益を保護・促進することにつき、引き続き対応していく必要がある。ＦＴＡ／ＥＰＡのみなら
ず、その他の国際約束についても、交渉段階から十分な体制で関与していく必要がある。 
４．「社会分野における国際約束の締結・実施」について 
施策の目標（国民生活に影響を与える様々な社会分野での国際的ルール作りへ参画すること）の更な

る進展に向け、国際約束の作成交渉の段階から十分な体制で引き続き対応していく必要がある。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標] 新たな国際ルール作りに積極的に貢献すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 

１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 
（１） 国際刑事裁判所（ＩＣＣ）ローマ規程及び関連国内法が平成19年の４月に国会において承認・可決
され、10 月から我が国が正式に ICC の加盟国となった。さらに、11 月の裁判官補欠選挙において
齋賀富美子候補が第１位で選出されるなど、我が国として国際刑事法・人道法の発展に積極的に
貢献していく上で重要なポストを確保でき、新たな国際法規形成への寄与に対して当初の想定と比
べて相当な進展があった。 

（２） 平成 19 年７月、我が国はロシアによる日本漁船拿捕事案計２件を国際海洋法裁判所（ＩＴＬＯＳ）に
提訴し、本件紛争を国際法に従って平和的に解決した。また、こうした国際裁判所の積極的利用に
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より、海洋に関する国際法の発展と国際裁判制度への信頼性向上に寄与し、目標の達成に向けて
当初想定した以上の進展があった。 

（３） 国際物品売買契約条約（ウィーン売買条約）を平成 20 年２月の閣議決定により国会に提出し、同
条約の締結に向けて着実な進展が得られた。 

（４） 各種研究会や各国との意見交換を通じて得られた国際法に関する知見の蓄積を活用し、各種外
交課題につき国際法に基づく外交政策を展開することができた。 

２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
第６回六者会合において第二段階における措置について議論が行われ、会合の成果文書として「共

同声明の実施のための第二段階の措置」が発表されたこと、ＡＰＥＣの際の日露首脳会談等において平
和条約交渉について具体的な進展が得られるよう一層努力していくことで一致したこと、日米間で相互に
提供される防衛関連情報を適切に保護するための手続等について定めた「日米軍事情報包括保護協
定」を締結したこと、在日米軍に係る一定の経費を我が国が負担すること等について定めた「在日米軍
駐留経費負担特別協定」を国会に提出したこと等、周辺諸国及び同盟国との安定した関係の構築を通
じた我が国外交安全保障の基盤的枠組み作りに向け着実な成果があった。また、「国際刑事裁判所ロー
マ規程」及び「核テロリズム防止条約」の締結、「国際組織犯罪防止条約」、「核物質防護条約改正」及び
「海洋航行不法行為防止条約 2005 年議定書」の締結に向けた作業の継続、「日・中刑事共助条約」の
国会提出並びに香港及びロシアとの刑事共助条約交渉の実施等を通じ、テロその他の犯罪や大量破壊
兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因の除去に向け当初の想定以上の成果があった。 
３．「経済分野における国際約束の締結・実施」について 
平成 19 年度においては、各国とのＥＰＡ（経済連携協定）締結を始め、経済分野における国際約束の

締結・実施面で、想定したとおりの進展があった。 
（１） 平成 19 年度においては、各国とのＥＰＡ締結に向けた動きが更に加速され、計３本の協定及び改
正議定書が発効に至り、２本の協定が国会承認手続に入った。また、我が国として初めて多国間で
締結することとなるＡＳＥＡＮ全体とのＥＰＡについても交渉妥結し、その他の国・地域との交渉も順
調に進展した。 

（２） 国民に影響を与える経済分野でのその他の国際約束や、我が国の国民や企業が海外において行
う経済活動の法的基盤を提供するための二国間協定についても、平成19年通常国会での承認（計
５本）や平成 19 年臨時国会及び平成 20 年通常国会への提出（計８本）を円滑に進めることができ
た。 

４．「社会分野における国際約束の締結・実施」について 
国民生活に影響を与える社会分野での国際約束につき、平成 19 年度には３本の条約が国会で承認

され、我が国周辺海域の海洋汚染を防止し、及び世界の海洋環境を保全するための国際協力を増進す
る「ロンドン条約 1996 年議定書」等が締結された。また、平成 20 年通常国会には、マグロ類資源の保存
及び利用のための国際協力を増進し、我が国のカツオ・マグロ漁業の安定的な発展に寄与する「全米熱
帯まぐろ類委員会強化条約」等３本の条約を提出するなどの進展が見られた。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

【予算要求】 
 「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用経費」に関しては、国際社会における国際法の重要
性は年々増大しており、施策の目標の達成に向け、引き続き対応する必要があるとの観点から、（１）国
際法に関連する各種会合における我が国の立場の主張及びそのような会合における国際法規の形成
及び発展の促進、（２）国際法局長と主要各国のカウンターパートとの協議の実施、国際法の諸分野につ
いての研究会等を通じた知見の蓄積・法的検討と外交実務への活用、（３）要請に基づいた公開講座や
大学における臨時の抗議の実施、研究者、学生等との意見交換及び交流の実施、我が国の国際約束
に関する情報の継続的取りまとめ、及び対外的な公表に要する経費を要求し、特に（１）につき拡充強化
すべきとの観点から増額要求した。 
 「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施経費」に関しては、日朝国交正常化を始めとする
日朝間の諸問題の解決及び北方領土問題の解決による日露平和条約締結の実現並びに日米安保体
制の信頼性向上に向けた取組は、我が国を取り巻く国際環境の安定化、我が国における一層の安全の
確保等の観点から、より積極的に取り組む必要がある。また、包括テロ防止条約、刑事共助条約等のテ
ロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散に関連する条約の締結に向けた取組は、テロその他の犯罪
や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因の除去という観点から、ますます重要となって
きている。以上を踏まえ、経費を、前年度の３％増として概算要求した。 
 「経済・社会分野における国際約束の締結・実施経費」に関しては、評価結果を踏まえ、（１）多角的貿
易体制の強化と自由貿易・経済連携を推進すること、及び（２）国民生活に影響を与える様々な経済・社
会分野での国際ルール作りへ参画することにつき、多角的貿易体制を補完し、貿易自由化や経済活性
化を進める経済連携協定、社会保険料の二重払いの問題解決等を目的とした社会保障協定、二重課
税を防止し、投資交流を促進させるための租税条約並びに投資の自由化、促進及び保護を目的とした
投資協定を諸外国との間で締結することは急務となっており、これらの慎重な対応が必要とされる困難な
交渉に直接条約締結担当者をあたらせ、十分な体制で関与していくための経費を要求した。 
(平成 21 年度予算額:74,153 千円 [平成 20 年度予算:68,109 千円]) 

【定員要求】 
 評価結果を踏まえ、 
（１） 特に国際私法分野の条約の締結に向けて、必要な国内法整備等について一層の検討を進め、も
って「新たな国際ルール作りに積極的に貢献すること」との施策目標達成に資するため、必要な定
員１名、 

（２） 近年国際的な重要性が増している軍縮・不拡散関連条約、秘密情報保護協定及び投資協定に係
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る業務を行う体制を強化することにより、更なる全体的な体制の充実を図り、「新たな国際ルール作
りに積極的に貢献すること」との施策目標の達成に資するため、必要な定員を３名要求した。 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会外交演説 平成 20 年１月 18 日 

「国際社会の平和と繁栄の実現のため
には、国際社会における「法の支配」の確
立が求められており、国際裁判制度の活
用などを通じ積極的に貢献していきま
す。」 

第 169 回国会施政方針演説 平成 20 年１月 18 日 

「テロとの闘いや大量破壊兵器の不拡
散問題に積極的に取り組みます。」 
「在日米軍再編については、抑止力維
持と負担軽減という考え方を踏まえ、沖縄
など地元の切実な声によく耳を傾けつつ、
地域の振興に全力をあげて取り組みなが
ら、着実に進めてまいります。」 
「ロシアとは、関係を高い次元に引き上
げるべく領土交渉を促進するとともに、幅
広い分野での交流を進めます。」 
「北朝鮮に対しては、六者会合などの場
を通じ、関係各国と連携して核の放棄を
求めていきます。また、すべての拉致被害
者の一刻も早い帰国を実現し、不幸な過
去を清算し日朝国交正常化を図るべく、
引き続き最大限の努力を行っていきま
す。」 

「世界の活力を我が国の成長のエネル
ギーとしていくため、ＷＴＯ交渉やアジア
太平洋地域との経済連携協定の交渉の
早期妥結に取り組むとともに、日本への投
資に関する制度をより透明性の高いもの
に変え、対日投資の倍増計画を確実に達
成します。」 

「日本の空の自由化…を目指します。」 
「北海道洞爺湖サミットは、我が国の環
境問題への取組を世界に発信する大きな
チャンスです。2050 年までに温室効果ガ
スの排出量を半減させる長期目標を、経
済成長と両立しながら実現することを目指
し、議長国として、すべての主要排出国が
参加する実効性のある新たな枠組み作り
を主導してまいります。」 
「地球環境問題に国際社会全体で取り
組んでいく動きを後押しするため、途上国
支援や環境被害対策、先端技術の開発と
いった各国共通の課題に対し、資金面は
もちろんのこと、人的・技術的な面でも貢
献していきます。」 
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施策名 的確な情報収集及び分析、並びに情報及び分析の政策決定ラインへの提供 

施策の概要 （１） 在外公館に対する情報収集指示と情報収集活動強化のための措置。 
（２） 情報収集手法の開拓及び整備。 
（３） 情報分析能力強化のための諸措置の実施。 
（４） 分析要員のための研修等の実施。 
（５） 政策決定ラインへの適時の情報及び情報分析の提供。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」 
（理由） 
（１） 在外公館に対する情報収集重点の指示、在外公館職員による任国内外への出張、新たな情報源
の開拓等により、的確な情報収集に向けて想定された成果があった。 

（２） 外部有識者等の知見の一層の活用、職員のための研修、諸外国との協力等により、情勢分析ペー
パーの質・量の向上を図ることができた。 

（３） 官邸首脳、外務大臣をはじめ政府幹部へのブリーフ機会の拡大により、外交政策の立案・実施へ
の寄与を増大させることができた。 

（必要性） 

（１） 複雑かつ流動的な国際情勢の中で、我が国及び国民の安全と繁栄を確保するための戦略的な外
交を展開するためには、外交政策の決定者が国際情勢に関する正確な情報を適時に把握すること
が不可欠。 

（２） そのためには、情報の収集、分析、政策決定ラインへの提供という一連の業務を実施する体制を整
備し、効率的に運用することにより、外交政策の立案・実施に資する情報及び情報分析を政策決定
者に伝達することが必要。 

（効率性） 

予算規模が限られ、かつ、人的資源も少ない中、流動的かつ多岐に渡る国際情勢に関する情報の収
集と分析を行い、官邸首脳や大臣をはじめ省内幹部に対する適時適切な情報提供を行っており、取ら
れた手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

（１） 的確な情報収集のためには、在外公館に対し収集すべき情報に関する本省側の問題意識を的確
に伝えるとともに、在外公館職員の任国内外への出張の増加等により情報収集活動を活発化し、さ
らに、新たな情報源及び情報収集手法の開拓、衛星画像の活用、各情報源に対する評価の実施
などにより、情報収集能力を強化することが必要。また、外部有識者等の知見の一層の活用、諸外
国との協力強化等を実施することにより、情報分析能力を強化することが有効である。また、収集・
分析のいずれにおいても、職員に対する研修を通じ、専門性の向上を図ることが有効である。 

（２） また、情報及び分析結果の政策決定ラインへの適時の提供を行うためには、官邸首脳、外務大臣
をはじめ政府幹部へのブリーフの実施や、これらブリーフィングへの政策部局の参加が有効である。

（反映の方向性） 

的確な情報収集及び分析能力の一層の強化、及び政策決定ラインへの情報及び分析の提供のた
め、今後とも一層の体制の充実に努める。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

情報収集及び情報分析能力の強化、並びに政策決定ラインへの適時の情報及び情報分析の提供を
行うことにより、外交政策の立案・実施に寄与すること 

（目標の達成状況） 

評価の切り口１：情報収集及び情報分析能力の強化 
（１） 情報収集能力については、在外公館に対する特定重要テーマに関する本省側問題意識を提示す
ることや、本省及び参加公館との情報の共有を通じて在外公館の情報収集活動を活発化した。ま
た、在外公館において情報源を追加し、既存の情報源との比較・対象を可能とした。 

（２） 情報分析能力については、国内外の専門家との分析に関する意見交換の増大、関連情報のデー
タベースの更なる拡充、専門分析員の若干名の増加等の措置を講じた。 

評価の切り口２：外交政策の立案・実施への寄与の拡大 
政策決定ライン（総理官邸を含む）への定期的なブリーフ機会を拡大し、またブリーフへの政策部局か

らの積極的参加を推進する等、省内政策部局との連携を強化した。また、省内の各種治安・危機管理関
連の会議に出席し、関連情報を提供した。さらに、分析ペーパーに添付した評価シートを通じ政策部局
等の意見を聴取することにより、政策部局のニーズを把握し、適時性のある的確な分析課題を設定した。

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

評価結果において、適切な情報収集活動強化のための措置、情報収集手法の開拓・整備、分析能力
強化のための諸措置の実施、分析要員のための研修の一層の拡充強化、及び政策決定ラインへの情
報提供の継続が必要とされたことから、これを反映して増額要求を行った。 
(平成 21 年度予算額:567,554 千円 [平成 20 年度予算:594,084 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 166 回国会外交演説 平成 19 年１月 26 日 「主張する外交」とは、空威張りをしよう
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重要政策（主なも

の） 

（麻生外務大臣（当時）） というのではありません。何より情報の収
集と分析の、更なる強化が不可欠です。 

第 168 回国会所信表明演説 

（安倍総理（当時）） 
平成 19 年９月 10 日 

官邸の司令塔機能や政府の情報機能
の強化をはじめ、我が国の安全保障の体
制を再構築する必要があります。 

第 169 回国会外交演説 

（高村外務大臣） 
平成 20 年１月 18 日 

山積する外交課題に適切に対処し、平
和な世界を創るための取組を推進してい
くためには、情報の収集・分析能力の強
化、情報防護体制の強化が不可欠であ
り、引き続き取り組んでまいります。 
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施策名 海外広報、文化交流 

施策の概要 

海外向け広報の実施、国際文化交流事業の展開・促進、及び世界各国の文化の発展に向けた国際
貢献により、諸外国国民の対日理解の促進及び親日感の醸成を図り、日本外交を展開する上での環境
を整備すること。 次の具体的施策より構成される。 
Ⅲ－１－１ 海外広報  
Ⅲ－１－２ 国際文化交流の促進 
Ⅲ－１－３ 文化の分野における国際協力 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅲ－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅲ－１－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅲ－１－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅲ－１－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（必要性） 

１．「海外広報」について 
国際社会においては、インターネットやマス・メディアの発達、各国における民主制度の進展等を背景

に、外交政策に及ぼす国民の影響力が高まっている。このような中、我が国の政策（特に外交政策）及び
一般事情に関し、正確で時宜を得た発信を行い、諸外国国民の対日親近感の醸成及び正しい対日理
解の増進を図ることは、我が国の外交政策の効果的な展開及び安全保障に資するものであり、我が国の
国際社会における地位・発言力の向上につながる重要な活動である。 
２．「国際文化交流の促進」について 
国際社会においては、インターネットやマス・メディアの発達、各国における民主制度の進展等を背景

に、外交政策に及ぼす国民の影響力が高まっている。このような中、対日理解を促進し、親日感を醸成
していくためには、日本文化の紹介や日本語の普及等の国際文化交流を展開し、日本国民との間の相
互理解を深めていくことが必要となっている。 
また、諸外国の国民が、特に「今」の日本の姿を理解するためには、伝統文化に加え、多くの諸国にお

いて広く受け入れられている我が国による文化交流が効果的であり、ポップカルチャーに対する理解が
不可欠となっている。そのような我が国の新しい文化を紹介する施策を行うことが必要になっている。 
３．「文化の分野における国際協力」について 
国際社会においては、インターネットやマス・メディアの発達、各国における民主制度の進展等を背景

に、外交政策に及ぼす国民の影響力が高まっている。このような中、対日理解を促進し、親日感を醸成
するために、開発途上国の文化の保全及び発展を支援する文化協力を通じて、日本に対する良いイメ
ージを形成する文化外交を展開する必要がある。 
また、いわゆる文化遺産は人類共通の財産ともなりうるものであり一度失われれば、回復することは難

しい。よって、人類の貴重な財産たる各国の文化遺産を世代を超えて引き継ぐ責任を果たし、さらには新
たな文化の発展に寄与するため、文化遺産の保存のための措置の推進等が必要である。 

（効率性） 

１．「海外広報」について 
在外公館の広報事業経費については、各国・地域における政策上の要請に応じて機動的に支出する

とともに、効率的な予算執行を図っている。また、広報資料については利用状況調査を実施し、人物交
流事業では複数箇所の巡回や一定の滞在期間確保等による支出の効率化に努めていることから、取ら
れた手段は適切かつ効率的であった。 
２．「国際文化交流の促進」について 
限られた予算の中で、海外における日本文化の紹介、日本語普及、日本研究・知的交流、人物交流

を通じた親日層・知日層の形成が効果的に図られたことから、取られた手段は適切かつ効率的であっ
た。 
３．「文化の分野における国際協力」について 
限られた資源の中、文化無償資金協力の効果的な多数の案件の実施や我が国が推進するユネスコ

関係条約の運用の具体化など、ユネスコ等を通じた国際協力という点での施策が進展したことから、取ら
れた手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「海外広報」について 
海外における対日理解を増進し、対日親近感の醸成及び我が国の政策への理解を促進するために

は、対日意識調査等のデータを踏まえ、対象国・地域の広報環境、ターゲット、広報目的等に応じて適
切な手段・媒体を選択しつつ、「政策広報」、「一般広報」等を効果的に実施することが有効である。 
２．「国際文化交流の促進」について 
各国国民の対日理解を促進し、親日感の醸成を図るためには、文化事業や知的交流事業を通じて、

海外において日本文化を紹介し、我が国の魅力に直接触れる機会を増やすことが有効である。また、人
物交流を通じて各国に親日層・知日層を形成し、日本語の学習や日本研究を通じて我が国についてより
深く理解する機会を作ることも極めて有効である。 
３．「文化の分野における国際協力」について 
二国間協力（文化無償資金協力）及び多国間協力（ユネスコ、国連大学を通じた協力）を通じ文化の

分野での国際貢献を行うことにより、人類の貴重な遺産を保護し、また、新たな文化の発展に貢献し、我
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が国として、国際的な文化・教育などにおける環境の向上に向け主要な責任を果たすとともに、この分野
における日本の知見を活かしつつ、世界各国における親日感の醸成を図ることが有効である。 

（反映の方向性） 

１．「海外広報」について 
ポップカルチャー等現代日本文化が引きつけた対日関心層の裾野が広がる一方、先進国を中心に有

識者層の対日関心が相対的に低下する、いわゆる「二極化現象」に効果的に対処する必要がある。この
ため、有識者間での国際的な政策論議を我が国が主導するための各種取組を推進するため、政策発信
力強化のための体制整備、有識者の派遣・招へいの拡充等に取り組む。また、若年層を中心とする世界
的な我が国のアニメやマンガをはじめとするポップカルチャー人気の機会を捉え、息の長い対日関心を
醸成するべく広報活動を強化するとともに、「日本文化発信プログラム」「現代日本文化発信拠点（ジャパ
ン・クリエイティブ・センター）」を新たに開始する。 
２．「国際文化交流の促進」について 
各国国民の対日理解の促進、親日感の醸成を図る必要性が高まる中、文化交流事業を拡充強化して

いく。 
３．「文化の分野における国際協力」について 
ユネスコ、国連大学を通じた協力に関して、当該国際機関を通じ我が国の知見を十分に生かす形で

文化・教育等の分野における国際協力を引き続き実施する。 
 文化無償資金協力については、被供与国の文化・高等教育振興、文化遺産保全に資することを念頭
におきつつ、日本の顔が見える対日理解・親日感情醸成に資する案件、我が国との文化面での協力関
係強化に資する案件を引き続き実施する。加えてきめ細かい対応を行うために、草の根文化無償やフォ
ローアップ事業を積極的に実施する。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標] 海外向け広報の実施、国際文化交流事業の展開・促進、及び世界各国の文化の発展に向け
た国際貢献により、諸外国国民の対日理解の促進及び親日感の醸成を図り、日本外交を展開
する上での環境を整備すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「海外広報」について 
（１） 事業実施件数、事業参加人数、ＨＰ訪問者数等、対象者の反応等の実績を踏まえると、外務省の
実施する広報活動は相当程度対象者に届いていると考えられる。 

（２） 英国ＢＢＣワールド・サービスが行った世論調査では、我が国が世界に良い影響を及ぼすとした意
見は 56％で、評価対象の 14か国・地域中、ドイツと同率で最も高いなど、海外における世論調査では
一般的に我が国に対する好意・高い評価が見られる。また、外務省が平成 20 年２～３月にかけ委託し
て実施した米国、ＡＳＥＡＮ、ブラジルにおける対日世論調査においても、海外の幅広い層で日本に
対する高い評価が定着していることが示された。 

２．「国際文化交流の促進」について 
文化事業、人物交流事業、知的交流事業において、各国国民の対日関心を引く事業が実施できた。

特に、周年事業の実施のように、二国間関係を大きく発展させる事業を行うことができた。ポップカルチャ
ーについては、第一回「国際漫画賞」や「アニメ文化大使」任命式を実施し、日本への理解・関心を高め
るための具体的な事業を実施できた。 
３．「文化の分野における国際協力」について 
文化協力施策の目標は、人類の文化の更なる発展及び親日感の醸成等であるが、文化協力事業の

成果は中長期的に現れるものであり、ある年度の終了時点においてその年度の事業の効果を把握する
のは困難であり、周辺的なデータにより判断せざるを得ないが、総じて、実施された事業の裨益者の満
足度も高く、また、文化協力事業のより効果的な実施を確保するための様々な取組が行われている。よっ
て、目標の達成に向けて進展があったと評価することが出来る。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

評価結果を踏まえ、海外広報経費については、有識者間での国際的な政策論議を我が国が主導す
るための各種取組を推進するべく、政策発信力強化のための体制整備、有識者の派遣・招へいの拡充
等に取り組むために必要な経費を、また、若年層を中心とする世界的な我が国のアニメやマンガをはじ
めとするポップカルチャー人気の機会を捉え、息の長い対日関心を醸成するべく広報活動を強化すると
ともに、「日本文化発信プログラム」「現代日本文化発信拠点（ジャパン・クリエイティブ・センター）」を新た
に開始するために必要な経費を要求した。国際文化交流の促進経費については、各国国民の対日理
解の促進、親日感の醸成を図る必要性が高まる中、文化交流事業を拡充強化していくために必要な経
費を要求した。文化の分野における国際協力経費については、ユネスコ、国連大学を通じた協力に関し
て、当該国際機関を通じ我が国の知見を十分に生かす形で文化・教育等の分野における国際協力を引
き続き実施するために必要な経費を、また文化無償資金協力については、被供与国の文化・高等教育
振興、文化遺産保全に資することを念頭におきつつ、日本の顔が見える対日理解・親日感醸成に資する
案件、我が国との文化面での協力関係強化に資する案件を引き続き実施するため経費を、加えてきめ
細かい対応を行うために、草の根文化無償やフォローアップ事業を積極的に実施するために必要な経
費を要求した。 
(平成 21 年度予算額:14,778,935 千円 [平成 20 年度予算:15,280,200 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会施政方針演説 平成 20 年１月 18 日 
新たに日本への「留学生 30 万人計画」
を策定し、実施に移す 
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重要政策（主なも

の） 第 169 回国会外交演説 平成 20 年１月 18 日 

我が国の魅力や外交方針の戦略的か
つ積極的な対外発信、日本語学習者の
増加、知的交流及び国民レベルでの交流
促進に取り組んでまいります。 

第 166 回国会施政方針演説 平成 19 年１月 26 日 
アニメ、音楽、日本食など、日本の良
さ、日本らしさにあふれる分野の競争力を
強化し、世界に向けて発信する 

第 166 回国会外交演説 平成 19 年１月 26 日 

日本の主張に耳を傾けたいと相手に思
わせることが重要です。ポップカルチャ
ー、サブカルチャーを活用することがふさ
わしい場合には、大いにそうすべきでしょ
う。日本語を学びたいという人々の意欲に
応えなくてはなりません 
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施策名 報道対策、国内広報、ＩＴ広報 

施策の概要 

海外における対日理解の促進と親日感の醸成を図るとともに、国内外における我が国外交政策への
理解を増進し、もって日本外交を展開する上での環境を整備すること。 次の具体的施策より構成され
る。 
Ⅲ－２－１ 効果的な外国報道機関対策の実施   
Ⅲ－２－２ 適切な報道機関対策・国内広報の実施 
Ⅲ－２－３ 効果的なＩＴ広報の実施 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅲ－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅲ－２－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅲ－２－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」 
Ⅲ－２－３ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 

（必要性） 

１．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
我が国の外交政策に関し、正確で時宜を得た発信を行い、我が国に対して好意的かつバランスのと

れた外国報道を定着させることにより、諸外国の対日親近感の醸成及び正しい対日理解の増進を図るこ
とは、我が国の国際社会における地位・発言力の向上につながるものである。そのために、外国メディア
や報道振りについて情報収集・分析し、それらを踏まえた戦略的な情報発信、更にきめ細やかな取材協
力や戦略的な記者招聘等を行うことが必要である。 
２．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 
国際社会の相互依存関係が深まる中、国際問題が国民生活に直接影響を及ぼすケースが増加して

おり、我が国の外交政策に対する国民の関心は益々高まっている。我が国が外交政策を強力かつ効果
的に遂行するためには、国民の理解・支持を得ることが不可欠であり、そのために我が国の外交政策に
ついての各種情報を適時に分かり易い形で提供するとともに、国民の意見や世論動向を的確に把握し、
外交政策の企画立案・実施の参考として適切に活用していく必要がある。 
３．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
インターネットの普及等により、様々な情報が氾濫する中で、外交に対する国民の関心も高まってお

り、外交政策についての正確で迅速な情報提供が不可欠となっている。 

（効率性） 

１．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
記者会見、プレスリリースの発出等による情報発信は、特別な予算措置を伴わない少額の広報手段で

あり、得られた広報効果を考量すれば、施策の効率性は高い。また招聘記者についても、大多数の記者
が帰国後に対日報道を行っていることから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
２．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 
報道対策と国内広報は相互補完的であり、広聴活動をも有効に活用し、相互に連携することで、効果

的・効率的な国内広報・報道対策を実施できた。 
３．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
限られた予算の中で、外務省ホームページのトップページを改訂する等ユーザビリティを向上させると

ともに、コンテンツの充実を行い動画等も用いて分かりやすく迅速な情報提供に努めた結果、１日平均
48万件以上（ページビュー：日本語、英語、携帯版合計）のアクセス数を確保したことから、取られた手段
は適切かつ効果的であった。 

（有効性） 

１．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
外国報道機関の我が国に対する理解を深め、ひいては海外における対日理解・親近感を醸成するた

めに、外国報道機関に対し、我が国政府関係者により、様々な機会や形式を活用した情報発信（例え
ば、記者会見、インタビュー、プレスリリース等）が不可欠である。また、効果的に情報発信するために
は、正確かつタイムリーな対日論調分析や、質の高い情報提供が効果的かつ有効であった。更に、記者
招聘により、掘り下げた日本理解を促し、有力な外国人記者との関係の構築や維持が可能となった。 
２．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 
（１） 多くの国民は、メディアを通して、我が国の外交政策についての各種情報を入手している。外務省
として報道機関に対し外交行事における取材の便宜を提供するとともに、適時に記者会見及び記者
ブリーフを実施し、報道発表を発出している。更にメディアにおいて我が国の外交政策について解
説を行う有識者に適切な情報提供を行うことによって、事実関係を正確に反映した報道を促すこと
が重要である。 

（２） 一方、メディアはその時々の動きを主に報道することから、外務省が各種フォーラム、講演等の実
施、パンフレット等の広報資料の作成・配布、定期刊行物への取材・編集協力等を通じて、我が国
の外交政策を直接国民に対して、その背景・経緯も含めて丁寧な説明を行うことが不可欠である。 

（３） また、外務省からの一方的な情報提供にとどまることなく、メール、電話等の多様な媒体を通じた国
民からの意見聴取や、世論調査を実施することにより、我が国の外交政策に対する国民の考えや世
論の動向を把握することは、外交政策を適切に企画立案・実施する上で重要であり、国内広報・報
道機関対策の質を向上させる上でも不可欠である。 

（４） こうした取組を一体として行うことは、国民の我が国外交政策に対する支持と理解を増進する上で
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極めて有効である。 
３．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
外務省ホームページを利用することで、国内外の多数の利用者に迅速に情報を提供し、外交政策へ

の理解を促進することが可能となる。 

（反映の方向性） 

１．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
グローバル化乃至情報化時代と言われる今日、外国メディアが国際世論に与える影響は甚大である。

特に、在京特派員の数が減少し続ける中で、対日論調の偏向が懸念されており、対外発信の一層の強
化の必要性が叫ばれている。また平成19年度の政策評価結果をふまえ、引き続き効果的な外国報道機
関対策の実施が不可欠であるとの考えに基づき、平成20年度には、メディア対応能力強化のためのメデ
ィアトレーニング実施、戦略的対外発信を実現するための本省・在外間の連携を強化するための出張経
費、論調分析員雇用費を予算化して対応している。 
平成 20 年度の基本方針（重点外交政策） 
１． 戦略的対外発信のための抜本的体制強化 
① 本省・在外公館幹部のメディア対応能力強化 
② 本省と在外間との連携強化 
③ 各国・地域における対日論調分析の強化 

２． 戦略的な対外発信のためのツールの多様化 
① 分析データに基づくメディア対策の推進 
② 記者招聘外交の強化 
③ 取材協力の強化 

２．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 
我が国の外交政策に対する国民の理解・支持を図るべく、引き続き適時・適切な報道機関対策・国内

広報に努める。その際、インターネット利用者の増加やフリーペーパーといった新たな媒体の出現等、国
民の情報入手先の変化を的確に把握し、それに対応した報道機関対策・国内広報を実施する。 
３．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
さらに使いやすく分かりやすいホームページを作成し、ウェブサイトを通じた正確かつ迅速な情報提供

を行うことにより、我が国の外交政策に対する国内外の理解促進に努める。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  海外における対日理解の促進と親日感の醸成を図るとともに、国内外における我が国外交政
策への理解を増進し、もって日本外交を展開する上での環境を整備すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
以下に示すとおり、平成 19 年度においては、対日論調分析業務の抜本的強化、外国報道機関への

積極的な情報発信、戦略的な記者招聘等を通じ、諸外国における対日理解の増進において大きな進展
が見られた。 
（１） 海外論調分析員２名を中心とする分析班の創設。週間論調（50件）に加えて、個別案件に関する

対日論調分析の拡充(50件)。  
（２） 我が国政府関係者によるインタビュー（本邦：512件、在外：28件）、英文プレスリリース：630本発出、

英語による記者会見（57回）、メディアＦＱ（外国プレスからのよくある質問）の配信（平成19（2007）年
10月より開始:19回）  

（３） 我が国政府関係者による寄稿（気候変動に関する英フィナンシャル・タイムズ紙への総理の寄稿
（平成20年１月）、及びアフリカ開発に関する大臣の寄稿（平成20年３月）） 

（４） ＴＩＣＡＤⅣの事前イベントとしてジャーナリスト会議を開催、200名以上が参加し、日本及びアフリカ
地域の６か国10メディア（テレビ、新聞及び雑誌他）に掲載・報道。 

（５） 積極的な反論投稿の実施（内政状況や慰安婦問題、南京事件、調査捕鯨等） 
（６） 外国記者招聘 131名 
２．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 
国民へのメディアを通じた間接的情報提供（報道機関に対する会見及びブリーフィングの実施並びに

プレスリリースの発出（特に平成 19 年度は地方新聞に対する情報発信を強化）、発信力のある有識者へ
の情報提供）及び直接説明（各種講演会等の開催、広報資料の作成・配布）を通じて、我が国の外交政
策に関する情報を適時に分かり易い形で国民に提供した。外務省ホームページのアクセス数の伸びや
直接対話の場におけるアンケートの結果等から明らかな通り、我が国の外交政策に対する国民の理解の
増進に寄与できた。また、国民からの多種多様な意見を的確に把握することができた。 
３．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
外務省ホームページのアクセス数が全体として増加したこと、ユーザビリティ（使いやすさ）の向上、コ

ンテンツの充実及び既存ページのバリアフリー化が進んだことから、目標の達成に向けて相当な進展が
あったと言える。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

我が国の外交政策に対する国民の更なる理解・支持を得るために、引き続きメディア、ホームページ
等様々な広報手段を活用した情報発信の強化に努めることとした。この一環として会見動画の外務省Ｈ
Ｐ掲載について、関連予算が認められたため、平成 21 年度から実施することとしている。さらにＴＶの報
道番組の幅広い受信・録画を可能にすべく、同経費の予算要求を行った。また、地方新聞に対する情報
発信強化の業務を担当する１名及び教育広報関係の業務を担当する１名の定員要求を行い政策への
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反映に努めた。外国報道機関に対しても、国際世論に与える影響は甚大であり、対外発信の一層の強
化の必要性が叫ばれる中で、引き続き効果的な外国報道機関対策の実施が不可欠であるとの考えに基
づき、メディア対応能力強化のためのメディアトレーニング実施や論調分析等を予算化して対応してい
る。更に来年度については、戦略広報資料作成のためのメディアアドバイザーの雇用を予算要求した。
外務省ホームページについては、ユーザビリティ及びバリアフリー化を重点としたアクセシビリティの向上
が利用者数の拡大につながるとの認識の下、今後もさらに使いやすく分かりやすいホームページを作成
し、我が国の外交政策に対する国内外の理解促進のための予算要求を行った。 
  (平成 21 年度予算額:1,703,766 千円 [平成 20 年度予算:1,703,595 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 166 回国会施政方針演説 平成 19 年１月 26 日 

「我が国の理念、目指すべき方向、日
本らしさについて、我が国の叡智を集め、
日本のみでなく世界中に分かりやすく理
解されるよう、戦略的に内外に発信する」 

第 166 回国会外交演説 平成 19 年１月 26 日 

「情報の収集と分析の、更なる強化が不
可欠です。日本の主張に耳を傾けたいと
相手に思わせることが重要。」「メディアの
激しい進歩に、ついていかねばなりませ
ん。」 

平成 20 年度重点外交政策 平成 19 年８月 

３．力強い外交のための基盤強化 
（３） 戦略的な「発信」体制の強化 
・ 戦略的情報発信の強化（多様な広
報、外国メディア対策の強化、国際テ
レビ放送の強化、世界一を目指す外
交ＨＰ） 

第 169 回国会外交演説 平成 20 年１月 18 日 
「我が国の魅力や外交方針の戦略的か
つ積極的な対外発信（略）に取り組んでま
いります。」 
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施策名 領事サービスの改善・強化 

施策の概要 

（１） 邦人の利便性及び福利向上並びに権利確保のための取組 
海外での邦人による申請・届出等手続の利便性及び福利向上並びに必要な権利の確保のため、Ｉ
Ｔ化の推進、福利厚生面での支援強化、在外選挙人名簿登録者数向上等のための取組を進め
た。 

（２） 領事担当官の能力向上 
国民に対し質の高い領事サービスを提供するため、領事担当官の能力向上のための対策を講じ
た。 

（３） 国際標準に準拠した日本旅券の発給・管理 
日本旅券の信頼性を確保し、国民の海外渡航の円滑化を確保するため、国際民間航空機関（ＩＣＡ
Ｏ）の国際標準に準拠し、高度な偽変造防止対策を講じた IC 旅券の確実な発給・管理に努めた。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」  
（理由） 
領事業務のＩＴ化の推進、在外選挙人名簿登録者数の向上、医療等福利厚生面での邦人に対する支

援、領事業務実施体制の着実な整備、ＩＣ旅券の適切な発給・管理等により、邦人の権利を確保するとと
もに、邦人の海外生活・海外渡航における利便性が高まったことは、全般的な領事サービスの向上という
目標に向けて着実な進展があったことを示している。 

（必要性） 

近年の海外渡航者数及び在留邦人数の増加を背景として、海外での邦人の活動・生活に深く関わっ
ている領事業務へのニーズは高まっている。更に、邦人の海外渡航先や海外における活動・生活様式
の多様化等に伴い、領事業務に対するニーズも多様化している。外務省においては、海外における邦
人の利益の保護・増進に努める必要があることから、ＩＴ化、福利厚生面での支援強化、領事担当官の能
力向上、偽変造防止等のための高度な技術を取り入れた旅券の発給等様々な手段を通じて邦人の活
動・生活基盤の安定化のための支援を強化する必要がある。 

（効率性） 

（１）限られた資源の中、ＩＴ化の推進等により邦人の利便性向上が着実に図られており、とられた手

段は適切かつ効率的であった。 

（２）領事担当官に対する研修の実施により多数の領事担当官の能力向上が図られ、とられた手段
は適切かつ効率的であった。 
（有効性） 

（１） ＩＴ化等による手続の簡素化、邦人の福利厚生面での支援強化、在外選挙人名簿登録者数向上の
取組は、サービスの向上・利便性の向上・権利行使の機会の確保につながり有効である。 

（２） 領事担当官に対する研修を強化することは、個々の担当官の能力の向上につながり有効である。 
（３） ＩＣＡＯの国際標準に準拠した生体情報を取り入れるとともに、我が国独自の高度な技術を駆使し
たＩＣ旅券の適正な発給・管理は、邦人の海外渡航の円滑化につながり有効である。 

（反映の方向性） 

領事サービスの改善・強化については、終わりのない目標と位置付けており、平成 20年度以降も重点
政策として目標達成に向け推進していく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

（１） 領事サービス・邦人支援策を向上・強化すること 
（２） 領事業務実施体制を整備すること 
（３） 国民の円滑な海外渡航の確保のために、日本旅券に対する国際的信頼性を確保すること 

（目標の達成状況） 

評価の切り口１：在留届の電子届出件数の伸び及び在留邦人向けメールマガジンシステムの導入公館
数の伸び 

（１） 在留届電子届出件数 
平成 16 年度：18981 件、平成 17 年度：19867 件、平成 18 年度：24596 件、 
平成 19 年度：38677 件 

（２） メールマガジンシステム導入公館数 
平成 16 年度：43 公館、平成 17 年度：65 公館、平成 18 年度：88 公館、平成 19 年度：89 公館 

評価の切り口２：領事出張サービスの充実 
平成 16 年度：497 回、平成 17 年度：746 回、平成 18 年度：711 回、平成 19 年度：654 回 

評価の切り口３：在外選挙人名簿登録申請件数及び同登録者数の伸び 
（１） 在外選挙人名簿年間登録申請件数 

     平成 16 年度：15,729 人、平成 17 年度：20,839 人、平成 18 年度：21,635 人、 
平成 19 年度 23,621 人 

（２） 在外選挙人名簿登録者数 
   平成 16 年度：82,555 人、平成 17 年度：91,815 人、平成 18 年度：99,173 人、 
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平成 19 年度：108,889 人                      （外務省調べ） 
評価の切り口４：日本人学校・補習授業校への援助 
次の数の日本人学校及び補習授業校に対し、校舎借料、現地採用講師謝金等に係る援助を行って

おり、邦人支援策の向上に寄与した。 
（１） 日本人学校 
    平成 16 年度：83 校、平成 17 年度：85 校、平成 18 年度：85 校、平成 19 年度：85 校 
（２） 補習授業校 
    平成 16 年度：189 校、平成 17 年度：185 校、平成 18 年度：187 校、平成 19 年度：195 校 

評価の切り口５：医療情報の積極的な提供及び海外巡回医師団の派遣 
 （１） 医療情報の提供 

鳥インフルエンザを始めとする世界各地で流行している感染症につき、海外安全ホームページ等
を通じて情報提供を行い（平成19年度の感染症関連情報発出件数：49件）、国民の海外渡航の際
の健康面での啓発に寄与した。 

 （２） 海外巡回医師団派遣 
平成 19年度は、医療事情の悪い 39か国・58都市に 12チームの医師団を派遣し、約 1400人の

在留邦人を対象として健康相談を実施し、日本とは違う環境で生活する邦人の身体・精神両面での
健康・衛生管理に寄与した。 

評価の切り口６：領事研修受講者のアンケート及び外部講師よりの評価 
 （１） 領事研修受講者のアンケート結果 

領事初任者研修（年２回）、領事中堅研修（年１回）、在外公館警備対策官研修（年１回）を実施
し、受講者のほぼ全員より知識・専門性の向上が図られ有益であったとの評価があった。特に領事
中堅研修においては、講義形式に改善を加え、事前に検討テーマを与えたほか、受講者参加型・
発言型の講義としたこと等により、受講者自身が積極的に検討・発言を行う結果となり、効果的であ
ったとの声が多かった。 

 （２） 外部講師よりの評価 
外部講師（大学教授等）よりも、領事担当官に対しメンタルヘルス、遺体鑑識等必要な分野の研

修を行うことは必要かつ重要であるとの評価があった。 
評価の切り口７：ＩＣ旅券の発給状況 
 平成19年度においては約412万冊のＩＣ旅券（一般旅券）を発給し、国民の海外渡航の円滑化に寄与
した。 
評価の切り口８：領事業務の業務・システムの最適化事業の進展 
在留邦人数実態調査のシステムによる自動化に係る開発、戸籍・国籍事務のシステム上の管理に係

る開発及び印影照合システムの導入について、予定どおり作業を完了した。また、司法共助事務、管海
事務及び邦人援護事務支援システムの機能設計並びに査証発給端末と旅券発給端末の一部統合等
の開発を順調に進めており、海外邦人の利便性の向上、領事業務実施体制の整備に寄与した。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

海外在留邦人数・海外渡航邦人数の増加、国際化・グローバル化等によるニーズの多様化等により、
近年領事業務量は飛躍的に増加している。かかる状況に対応し、適切に邦人のニーズに応えるため、Ｉ
Ｔ化の推進によるサービスの向上、在留邦人の保健や子どもの教育問題への支援の拡充、選挙権行使
の確保等を図る必要がある。また、昨今の財政事情による公務員定員削減方針もあり、領事定員の増加
は困難な状況にあるため、個々の領事担当官の能力を向上させるとともに、業務・システムの最適化によ
る事務の合理化を進める必要がある。さらには、日本旅券の信頼性を確保し、国民の円滑な海外渡航を
確保するため、国際標準に準拠したＩＣ旅券の発給を継続するとともに、今後予定される国際的なＩＣ旅
券の高度化・標準化作業へ参加し、対応する必要があることから、これらの事業に必要な経費を要求し
た。 
(平成 21 年度予算額:14,617,716 千円 [平成 20 年度予算:13,437,018 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会外交演説 平成 20 年１月 18 日 

（海外における国民の安全確保） 
世界各地で活躍する多くの日本人が安
心して円滑に力を発揮できるよう適切な支
援に力を尽くしてまいります。 

平成 20 年度重点外交政策 平成 19 年８月 

３．力強い外交のための基盤強化 
(2) 国民の安全・安心を確保する体制
の強化  
□ 領事サービス拡充のための取組
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施策名 海外邦人の安全確保に向けた取組 

施策の概要 

（１） 海外邦人の安全対策の強化 
海外に渡航・在留する邦人の安全対策を強化し得るよう、海外邦人自身の安全対策意識の醸成・
増進のための啓発に努めると共に、そのための的確な情報収集・発信力の強化を図る。 
（２） 海外邦人の援護体制の強化 
邦人保護業務に当たる在外公館の危機管理・緊急事態対応体制を強化するとともに、業務のアウト
ソーシング化、内外の機関・団体との協力関係・ネットワーク化、更に医療等の専門家との連携等を通
じ、効率的かつ効果的な邦人援護体制・基盤の強化を図る。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
（理由） 
平成 19 年度においては、海外邦人の安全対策及び援護体制の各分野における施策を継続的に進

めた結果、次のとおり、全体としては相当な進展があった。 
① 海外安全に対する情報発信機能の強化を図った。 
② 緊急事態に関しては、地震・洪水・ハリケーン等の大規模自然災害への取組に加え、新型インフ
ルエンザ等の新たな脅威に対しては、専門家及び関係省庁との連携・協議を通じて対応策の検討
を進めた。 
③ 一般援護関係では、精神疾病発症及び高齢者問題等新たな課題への取組において、在外公館
の対応体制の改善、各国政府及び関係省庁・機関並びに現地邦人社会との連携・協力体制の強
化に向けた取組ができた。 

（必要性） 

国民の安全と安心の確保は政府の最優先課題に掲げられており、海外における国民の生命・身体の
保護その他の安全に関する努力は外務省の最重要任務の一つである。そのためには、限られた予算・
人員の効率化に常に心がけ、効果の最大限化を図る必要がある。 

（効率性） 

多様化する海外における危険に応じて、正確かつ的確な情報及び支援を提供するため、在外公館及
び外務本省の人的・物的資源を効果的かつ効率的に投入、展開し得る体制の整理及び強化、アウトソ
ーシング化を進め、また専門性を必要とする業務あるいは確実性を要する業務について、内外の専門家
や関係機関・団体との連携・協力の強化を図ったことは施策の目標及び時代の要請に合致しており、こ
れらの手段を通じた海外邦人の安全対策は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

海外における国民の安全をより確実なものとするためには、第一に、国民一人一人が、多様化する海
外での危険を可能な限り正確に認識し、「自分の身は自分で守る」との意識をもって、安全対策措置を講
じることが最も重要である。このためには、外務省が、渡航先の治安やテロに関する情報に加え、感染症
等海外で活躍する国民の安全に関連する最新の情報を的確かつ細やかに提供することが不可欠であ
り、そのためには正確な情報収集・分析及び魅力的な情報発信を行う体制を整備・強化することが有効
である。第二に、海外において不測の事件・事故あるいは災害等のトラブルに遭遇した国民に対して、在
外公館閉館時や遠隔地であっても、可能な限り迅速かつ確実に、必要かつ十分な支援を行うために、外
務本省及び在外公館における支援のための基盤の整備・強化が有効である。特に、平成16年末に発生
したスマトラ沖大地震・インド洋津波以降、世界中で大規模自然災害が続発している中で、こうした大規
模緊急事態への的確な対応を図るため、特に在外公館の人的、物的体制の整備は不可欠である。ま
た、精神障害あるいは鳥・新型インフルエンザ等の感染症については、その対応に極めて高い専門性が
必要であり、こうした知見及び資格を有する専門家との連携・協力は極めて効果が高いと考える。 

（反映の方向性） 

海外における邦人保護については、在留邦人の増加傾向が継続し、これに加えて、（１）「2007 年問
題」で示される如く平成 19 年度以降、団塊の世代の多くが定年を迎え潜在的な海外渡航人口に合流す
ることに伴う在外邦人の高齢化及び（２）テロの広域化、世界各地における自然災害の発生等危険・危機
が大規模化、多様化しており、また、新型インフルエンザ等の感染症対策や精神疾病への対応等援護
業務が複雑化する中、海外邦人の保護に関する政府の施策に対する期待は益々高くなっている（外交
に関する世論調査）。このような状況に対応するためには、国民の危機回避意識を醸成・増進すると共
に、既存の資源を効率的に活用するためアウトソーシング化、官民のネットワーク化を進めつつ、専門家
との連携及び在外公館の邦人援護の体制・システムの強化並びにそのために必要な予算の確保に努め
ていく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

（１） 海外邦人の安全対策を強化すること（広報・啓発） 
（２） 海外邦人の援護体制を強化（基盤・体制）すること 

（目標の達成状況） 

評価の切り口１：情報発信基盤の強化に向けた取組 
平成 19 年度には、安全情報収集業務委託を見直し、より効率的な事業に振りかえる等予算の効果的

な活用を図るとともに、外国政府安全対策担当者の招聘等を通じた現地情報収集と邦人安全対策にお
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ける現地当局との協力関係を強化した。また、情報発信の基盤である海外安全ホームページについて
は、アクセシビリティ及びユーザビリティの向上によるアクセス数の増加を図ったことに加え、年末年始の
海外旅行シーズンを前にして行った海外安全キャンペーンにおいては国民の幅広い層に人気のある鉄
腕アトムをイメージキャラクターに起用し、海外安全ホームページへの関心と渡航情報収集の重要性を
呼びかけた。また、海外における多様な危険を、内容、対象に配慮しつつ、渡航情報及び危険をより身
近に感じることができる資料（海外事件簿等）をきめ細やかに改訂の上、海外安全ホームページ、メール
マガジン及び各種パンフレット等を通じて提供した。さらに、こうした国民のための情報を外務省ホームペ
ージのみにならず、政府全体の広報の取組との連携を図り、政府広報の手段を活用し、海外安全対策
に関する広報・啓発を広く実施した。 
評価の切り口２：海外邦人の危機管理意識強化に向けた取組 
 平成19年度には、テロ・誘拐等の危機への対応・管理啓発のため、継続的に国内外各都市において、
企業の危機管理担当者や一般邦人向けに安全対策・危機管理に関するセミナー、講演会を実施し、危
機管理に関する意識、危機への対応策等の啓発に努めた。また、本邦においては海外進出企業代表と
の海外安全官民協力会議において、在外にあっては在留邦人社会との安全対策連絡協議会におい
て、新型インフルエンザ等新たな脅威等に備えての危機管理について啓発に努めた。 
評価の切り口３：多様化する危機・ニーズへの対応強化 
（１） 休館時緊急電話対応体制の強化 
夜間・休日等在外公館閉館時などに時間的制約に関係なく、海外邦人からの緊急連絡に対応し得
るよう、在外公館休館時の緊急電話受付業務のアウトソーシング化を推進し、平成19年度には導入公
館を平成18年度の 41公館から 27公館追加し、68公館に拡充したが、これを南西アジア地域及び邦
人渡航者の多い欧州公館において更に拡充すべく努めた。 
（２） 遠隔地等における即応体制強化の進捗 
兼轄国及び遠隔地において、在外公館所在地から領事担当官が現地に赴くまでの間にも、援護を
必要とする邦人への支援を迅速に行い得るよう、必要な措置を講じた。 
（３） 専門的知見の活用 
海外における在留邦人、邦人渡航者が増加する中で、精神障害あるいは鳥インフルエンザ等の感
染症など新たな対応が求められており、こうした事態にも適切に対応するため、在外公館の領事担当
官に対しては国内外における研修を通じて知見を深めさせつつ、また、精神障害については拠点国
における精神科医師の活用（顧問医契約）、鳥・新型インフルエンザ対策に関しては関係府省庁との
連携・協力、感染症専門医による講演、研修を開催する等専門的知見を活用し得る体制をとってい
る。 
評価の切り口４：官民及び外国機関等との協力・連携事業の実施 
海外において邦人が遭遇する危険が多様化し、増加するとともに、その対応には迅速性、専門性、確

実性が求められる中、海外邦人の安全対策をより機動的かつ的確に行うためには、現地政府関係機関
及び現地邦人社会とのセーフティネットを強化するため、外務本省あるいは在外公館において現地での
官民協力及び現地当局との協力関係の枠組みを構築・強化しつつ、情報共有・協議を行った。 
 また、外務省本省における地方との連携強化の一環として、海外における邦人保護について、地方自
治体との意見交換を行った。 
評価の切り口５：大規模緊急事態対応能力強化の進捗 
平成19年度においては、テロ、大規模化する自然災害、急激な政情不安等の大規模緊急事態が、い

かなる時間・場所において発生した場合にも、迅速かつ的確に対応しうるよう、研修を通じた緊急事態対
応要員の養成を行った。また、全米・カナダ邦人安否確認システムについて、在留邦人の参加を得て、
全米・カナダにおける運用訓練を実施するとともに、安否確認システムの改善を行ったほか、緊急展開用
備品・人的派遣について措置した。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

海外における邦人保護については、在留邦人の増加傾向が継続し、これに加えて①「2007 年問題」
で示される如く平成19年度以降、「団塊の世代」の多くが定年を迎え、潜在的な海外渡航人口に合流す
ることに伴う在外邦人の高齢化、及び②テロの広域化、世界各地における自然災害の発生等危険・危機
が大規模化、多様化しており、また、新型インフルエンザ等の感染症対策や精神疾病への対応等援護
業務が複雑化するなか、海外邦人の保護に関する政府の施策に対する期待は益々高くなっている（外
交に関する世論調査）。このような状況に対応するためには、国民の危機回避意識を醸成・増進するとと
もに、既存の資源を効率的に活用するためアウトソーシング化、官民のネットワーク化を進めつつ、専門
家との連携及び在外公館の邦人援護の体制・システムの強化を図る必要があり、このために必要な経費
を予算要求した。 
(平成 21 年度予算額:817,342 千円 [平成 20 年度予算:1,517,938 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会外交演説 平成 20 年１月 18 日 

（海外における国民の安全確保） 
イランでの邦人拘束事件等海外で国民
が巻き込まれる様々な事件が発生してお
ります。海外における国民の安全確保に
向けて、引き続き全力を挙げて取り組むと
ともに、世界各地で活躍する多くの日本人
が安心して円滑に力を発揮できるよう適切
な支援に力を尽くしてまいります。 

平成 20 年度重点外交政策 平成 19 年８月 ３．力強い外交のための基盤強化  
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(２) 国民の安全・安心を確保する体制
の強化  
□ 多様化・深刻化する危険・危機
への対応 
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施策名 外国人問題への対応強化 

施策の概要 

中国人に対する団体観光査証受付公館の拡大及び家族観光査証の開始等の査証発給緩和措置を
とる一方で、不法就労を企図する者や、犯罪歴のある者等の入国を防止するため、査証審査の厳格化
措置をとり、適正な査証審査体制の整備のため、査証ＷＡＮ（Wide Area Network）の拡充を進めた。ま
た、外国人問題については、関係国との領事当局間協議、海外交流審議会答申のフォローアップ、国際
シンポジウム開催を実施し、関係国政府、地方自治体等と問題解決に向けた協力体制を強化した。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」  
（理由） 
（１） 我が国への外国人入国者数が大幅に増加する一方、不法残留者数、犯罪検挙人員は減少し、人
的交流の拡大と出入国管理等厳格化の両方の要請に十分応えることができた。 

（２） 二国間の領事当局間協議を通じ、相手国政府に問題を認識させ、解決に向けての連携強化を図
ることができた。 

（３） 海外交流審議会答申のフォローアップ、日系ブラジル人住民が多い静岡県での国際シンポジウム
開催を通じ、外国人問題に関する国内関係省庁・地方自治体との議論の活発化、世論啓発に寄与
した。 

（必要性） 

（１） 我が国と諸外国との間の人的往来が急速に拡大している中で、ビジット・ジャパン・キャンペーンを
通じた外国人観光客の誘致促進、規制改革会議等を通じた外国人ビジネスマンや研究者に対する
査証簡素化の要望を踏まえ、外国人に対する査証緩和措置を実施し、人的交流の一層の促進を図
る。一方、治安問題に対する国民の関心の高まりを受け、査証審査を厳格に行い、好ましからざる外
国人の入国を未然に防止する体制を強化する必要がある。 

（２） 関係各国との領事当局間協議を通じ、外国人の不法滞在、犯罪等に対する対策強化、各国との連
携強化を行う。また、我が国における外国人在留者数が約 208 万人に達し、教育、社会保障、労働
環境等の問題への総合的な対応を検討するとともに、地方自治体とも連携して、国民の理解を得つ
つ、有効な措置を講じていく必要がある。 

（効率性） 

限られた資源を有効活用し、査証の面では、人的交流促進と出入国管理等厳格化の両方の要請に
応えることができた。外国人問題についても、領事当局間協議、他国の外国人政策についての調査、地
方における国際シンポジウム等により、国民の理解増進、政府部内での検討の加速化に寄与し、取られ
た手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

（１） 外国人に対する査証発給緩和措置を実施するとともに、好ましからざる外国人に対する査証審査
を厳格化し入国を未然に阻止するという両面の要請に応えるため、適正な査証発給のための体制を
整備する。 

（２） 「生活者としての外国人」に関する総合的対応策等政府の方針を踏まえ、海外交流審議会のフォロ
ーアップ、国際シンポジウム、領事当局間協議等を実施し、政府における外国人問題への対応の加
速化に寄与する。 

（反映の方向性） 

適正な査証発給の体制整備を更に強化するとともに、出入国管理などの問題、在日外国人の在留管
理および生活向上のための取組を促進し、関係省庁、関係各国、課題を抱える地方自治体とも連携を
深めていく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

（１） 外国人問題への取組、対応の強化により、人的交流の促進及び出入国管理等厳格化の要請に応
えること 

（２） 在日外国人が抱える問題（含地域の問題）に積極的に取り組むこと 

（目標の達成状況） 

評価の切り口１：来日外国人の増加と不法残留、刑法犯検挙人員数の減少  
査証発給緩和措置（中国人に対する団体観光査証受付公館の拡大及び家族観光査証の開始、それ

ぞれの国・地域の事情に合わせた査証要件の緩和等）の効果もあり、外国人入国者数が平成 19 年も引
き続き増加している（短期滞在新規入国者数：平成 18 年 641 万人→平成 19 年 738 万人）。一方、不法
残留者数や刑法犯検挙人員数は減少しており（不法残留者数：平成18年17万人→平成19年15万人、
刑法犯検挙人員数：平成 18 年 8,148 人→平成 19 年 7,542 人）、双方からの要請に十分応えることがで
きた。 
評価の切り口２： 在日外国人が抱える問題の状況と解決のための施策の推進 
平成 19 年度には、４か国との間で領事当局間協議を開催し、相手国政府に問題点を指摘し、問題解

決に向けた協力を強化することができた。在日外国人問題については、第４回国際シンポジウムの地方
開催（静岡県）及び諸外国の事例としてイタリア及び韓国における外国人の社会統合政策についての調
査を通じ、関係省庁、外国人集住都市等へ情報提供を行った。 

政策評価の結果 適正な査証発給の体制整備を更に強化する経費を要求した。また外国人問題の対応の一環として、
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の政策への反映

状況 

研修・技能実習生の送出し国側の実情（中国黒竜江省）を調査する経費を要求した。及び在日外国人
が抱える問題（含：地域の問題）に積極的に取組むため、群馬県（前橋市）においてワークショップを開催
する経費を要求した。 
(平成 21 年度予算額:1,129,281 千円 [平成 20 年度予算:851,722 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

平成 20 年度重点外交政策 平成 19 年８月 

３．力強い外交のための基盤強化  
(２) 国民の安全・安心を確保する体制
の強化 
□ 水際対策・啓発活動等 
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施策名 外交実施体制の整備・強化 

施策の概要 

（１） 国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構を整備することにより外交実施体
制を整備・強化する。 

（２） 在外公館は、外交活動の拠点であり、適切な警備対策を実施することで、不法な攻撃から在外公
館及び館員の生命・身体の安全確保を図るとともに、これら攻撃を抑止する。 

（３） 外交活動を支える上で、死活的に重要である情報の防護については、制度面、意識面、物理面な
ど多面にわたる体制強化を図る。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」 
（理由） 
（１） 国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備については、在外公館の
増強、定員の純増、組織改変等で進展があった。 

（２） 在外公館の警備体制の一層の強化については、各種の人的及び物的な警備強化措置、警備体
制の強化、各種研修や警備訓練を実施したなどの進展があった。 

（３） 外交を支える情報防護体制の多面的な強化については、平成19年度に、情報防護対策室を設置
し、本省及び在外公館における情報防護対策の企画・立案、関連内規の整備、研修、電子情報漏
洩対策等の取組の実施などの進展があった。 

（必要性） 

激動する国際社会の中で我が国の平和と繁栄を担い追求するための外交を実施する上で、外務省が
組織として最大限の能力を発揮する必要がある。 
外務省は、平成19年度重点外交政策において、①日本外交の基礎体力の強化、②国民の安全の確

保と繁栄の促進、③アジア外交の強化と望ましい国際環境の確保、④日本の魅力とメッセージの積極発
信を展開するための体制の強化に取り組んでいく旨決定している。 
これらの重点外交政策は、今後も引き継がれていくべきものであり、その円滑な実施に資するべく、外交
実施体制基盤の整備・強化という本施策を推進することは必要不可欠である。 

（有効性） 

（１） 国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備 
   現在の外務省は、定員・機構の増強に努めているが、世界の他の主要国に比し引き続き大きく見劣
りするものであり、外務省の業務がますます増大している中で、国民の安全・安心の確保や繁栄の促
進等不可欠な定員を確保し、在外公館を整備することは、外交実施体制を整備・強化する上で有効
である。 

（２） 在外公館の警備体制の一層の強化 
   警備対策官及び警備専門員に対する研修、館員に対する警備関係講義を行うこと、各在外公館
において、所在国の脅威度を勘案した警備訓練を実施すること、大規模行事の実施に際しては安全
な実施に万全を期すことは、在外公館に各種の人的及び物的な警備強化措置を講じ、安全確保の
ための体制を一層強化する上で有効である。 

（３） 外交を支える情報防護体制の多面的な強化 
   平成 19 年度に、意識面、制度面、物理面等多面にわたる取組を着実に進めるため、大臣官房総
務課の下に情報防護対策室を設置した。本省及び在外公館における情報防護対策の総合的な企
画・立案、関連内規の整備、研修の一層の強化、パソコンからの情報漏洩対策等の取組を積極的に
実施することは、情報防護体制の多面的な強化のため有効である。 

（効率性） 

（１） 国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備 
体制の整備・強化のために在外公館・人員を拡充し、現下の状況を踏まえ情報防護対策室の設置
を行ったが、とられた手段は適切であり効率性の観点からも適当であった。 

（２）在外公館の警備体制の一層の強化 
人的及び物的な警備強化措置、専門研修、警備関係講義、警備訓練の実施により、在外公館の
警備体制の整備･強化が進展したことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（３） 外交を支える情報防護体制の多面的な強化 
情報防護対策室を設置し、情報防護対策の総合的な企画・立案、関連内規の整備、研修の一層
の強化、パソコンからの情報漏洩対策等の取組を積極的に実施したことから、とられた手段は適切か
つ効率的であった。 

（反映の方向性） 

（１） 国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備 
国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構は今後とも更に整備・強化する必
要がある。 

（２） 在外公館の警備体制の一層の強化 
我が国の在外公館の安全を確保するためには、テロ対策を主体とし、多様化する脅威に耐え得る
在外公館警備体制の整備・強化を推進する必要がある。 

（３） 外交を支える情報防護体制の多面的な強化 
政府機関からの情報流出は現在も続いており、政府全体の取組のみならず、外務省としても、情報
防護体制の多面にわたる取組を不断に整備・強化する必要がある。 
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【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

激動する国際社会の中で我が国の平和と繁栄を確保するための外交を実施する上で必要な体制を
整備・強化すること 

（目標の達成状況） 

評価の切り口１：外務省の人員、機構の更なる整備  
平成19年度には、定員51人純増、６大使館、２駐在官事務所の新設及び１総領事館の廃止を行い、

外務省全体の定員・機構面での更なる整備を推進した。 
評価の切り口２：在外公館の警備体制の強化 
在外公館に対する各種の警備強化措置、専門研修、警備関係講義、警備訓練などの実施を行い、在

外公館の警備体制を強化した。 
評価の切り口３：外交を支える情報防護体制の強化 
情報防護対策室を設置し、情報防護対策の総合的な企画・立案、関連内規の整備、研修の一層の強

化、パソコンからの情報漏洩対策等の取組を積極的に実施し、外交を支える情報防護体制を強化した。

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

１．平成 20 年度（平成 19 年度実施分）政策評価書においては、激動する国際社会の中で、我が国の平
和と繁栄を確保するための外交を実施する上で必要な体制を整備強化するという「目標の達成に向け
て進展があった」とされている。 
２．上記平成 20 年度施策評価の結果を踏まえ、本施策の目標達成に向けて、（１）国民の安全・安心の
確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備、（２）在外公館の警備体制の一層の強化、（３）外
交を支える情報防護体制の多面的な強化、への取組を継続し、平成 21年度（平成 20年度実施分）の
政策評価において本件施策の評価を行う予定である。 
３．平成 21 年度にも本施策を実施するため関連事務・事業の予算要求を行った。 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 166 回国会麻生外務大臣（当
時）外交演説 

平成 19 年１月 26 日 

「（外交力の強化）  昨年は与党をはじ
め要路の皆様から外交力強化の必要に
ついて力強い御指示を賜りました。あらた
めて心より感謝申し上げるとともに、任務
の重さを受け止め、国民の期待に応えら
れるよう、努めてまいります。我が外務省
は、任務を担うにふさわしい組織を備え、
人員を確保し得ているでありましょうか。足
らざるを補うことは、焦眉の急であります。
同時に国民の厳しい視線を前に、襟を正
す姿勢を一瞬たりとも失ってはなりませ
ん。」 

第 169 回国会高村外務大臣外
交演説 

平成 20 年１月 18 日 

「（外交実施体制）  最後に、山積する
外交課題に適切に対処し、平和な世界を
創るための取組を推進していくためには、
情報の収集・分析の強化、情報防護体制
の強化が不可欠であり、引き続き取り組ん
でまいります。また、機構、定員等の外交
実施体制の抜本的な強化が不可欠であり
ます。国民の皆様の御理解を得ながら、
積極的に取り組んでまいります。」 
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施策名 外交通信基盤の整備・拡充及びＩＴを活用した業務改革 

施策の概要 
通信機能強化システム、各内部管理業務システム、在外経理システム及び情報ネットワークの最適化

を実施することにより、維持・運用経費の削減を図るとともに、業務の簡素化・効率化・合理化を推進す
る。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」 
（理由） 
以下のとおり、本件施策の下で各種関連事業が当初の想定どおりに進展した。 
１．「通信機能強化システムの整備」においては、外務本省の運用経費削減が達成されたとともに、在外
公館 217 公館において自席パソコンでの電信の運用が可能となった。 
２．「内部管理業務用ホストコンピュータシステムの再構築」においては、ホストコンピュータ
上で運用している業務・システムのうち「外務省人給システム」以外は 97％の再構築を完了し、「外務
省人給システム」は予定どおり 25％の再構築を完了した。 
３．「外務省情報ネットワークの整備」においては、最適化計画の基本要件である基幹通信網の整備及
び秘匿ＩＰ電話を 216 公館に設置した。 

４．「在外経理システムの整備」においては、各在外公館の在外経理サーバの入れ替えを実施し、経費
削減を図るとともに、商用ＦＡＸでやりとりしていた経費配賦データを在外経理システムへ取込みを可
能とする機能拡張等を実施した。 

５．「情報セキュリティの強化を含む省内のＩＴ化推進への支援」においては、情報セキュリティに関する物
理的な対策の研究を進めるとともに、外務省情報セキュリティポリシーに基づき外務本省及び在外公
館で自己点検を実施する等、職員の意識向上を図った。また、省内のＩＴ化推進のため在外公館保有
の情報システム資産調査を実施するとともに、ＩＴ人材育成・確保実行計画策定等の活動を行い、ＩＴ化
推進のための基盤を整備した。 

（必要性） 

１．「通信機能強化システム」は、外交における通信システムの根幹をなすものであり、引き続き情報セキ
ュリティを確保しつつ、利便性の向上を図るとともに在外公館への展開を進める必要がある。 
２．「内部管理業務用ホストコンピュータシステム」は、ホストコンピュータ上で運用している各種業務・シス
テムの効率化及びシステム維持経費の削減に取り組む必要がある。 

３．「外務省情報ネットワーク」については、外交政策の立案・推進機能の一層の強化を図るため、現行
の外務省情報ネットワークを根本的に見直し、十分な情報セキュリティと、外交活動に必要な円滑な情
報交換を同時に実現する情報ネットワークの在り方を明確化し外交通信を強化する必要がある。 

４．「在外経理システムの整備」は、在外公館における会計担当者の増大する業務を簡素化・効率化する
ため、また、会計処理及びそれに関する幅広い範囲の業務を迅速かつ正確に処理できるようＩＴを活
用した業務改革を進めることが必要である。 

５．「情報セキュリティを含む省内のＩＴ化推進への支援」は、情報の安全な取り扱いに対する省員の意識
を向上させ、また、省内のより一層のＩＴ化を進め、業務の効率化を図るために必要である。 

（有効性） 

１．「通信機能強化システムの整備」では、227 の在外公館で自席パソコンでの電信の運用を可能となる
よう整備を行い、本省においては機器の統合・集約を実施することで、運用経費を年間7000万円削減
することが見込まれる。 

２．「内部管理業務用ホストコンピュータシステムの再構築」では、システムの維持経費を年間３億円削減
し、業務処理時間を年間 1500 時間削減することにつながり、効果的である。 

３．「外務省情報ネットワークの最適化」では、全体的な情報セキュリティレベルの向上とともに計画完了
時には年間１億 7000 万円の経費削減、及び１万 7000 時間の業務時間短縮が見込まれる。 

４．「在外経理システムの整備」では、平成 18 年３月に策定した「在外経理システムの業務･システム最適
化計画」の完了後は、在外公館の会計担当者の業務量において年間約６万 6700 時間（目標試算値）
の削減が見込まれる。また、システムの維持・運用経費については、平成 18 年度から平成 20 年度ま
で、年平均 2082 万 4000 円の経費低減に相当する効果が見込まれる。 

５．「情報セキュリティの強化を含む省内のＩＴ化推進への支援」では、情報の取り扱いに対する自己点検
の実施により、職員の意識向上が図られる。また、省内のＩＴ化推進のため、基盤を整備することにより、
業務の一層の効率化が図られる。 

（効率性） 

ホストコンピュータ、基幹通信網、秘匿ＩＰ電話及び電信システム、本省サーバの調達時に入札を実施
したことにより経費が削減されたことは 19 年度においても引き続き効果的であったこと、在外経理サーバ
の入替を実施したことで経費を削減することができたこと、種々の在外経理システムの機能拡張によって
施策が進展し、在外経理業務の円滑化が見込まれること、また、情報の安全な取り扱いに向けた自己点
検により省員の意識が向上し、省内のIT化のための基盤整備が進み業務の一層の効率化に役立ったこ
とから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（反映の方向性） 

１．「通信機能強化システムの整備」については、自席パソコンで電信の運用ができていない 10 公館及
び新設公館に対して電信の運用に向けた整備を行う。 

２．「内部管理業務用ホストコンピュータの再構築事業」については、オープン環境への再構築完了を目
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指し、平成 22 年度当初にシステム維持経費の削減目標を達成する。 
３．「外務省情報ネットワーク最適化事業」については、平成20年度に外務本省の最適化を実施し、平成
21 年度以降は在外公館に対し順次最適化を実施する。 

４． 「在外経理システムの整備」については、「在外経理システムの業務・システム最適化計画」に則り、
IT を活用した業務改革を推進し、在外公館の会計担当者の業務負担軽減を図る。 
また、外務省情報ネットワーク最適化の進捗状況に伴い、在外経理システムにおいてもサーバの本
省集約のための最適化計画の見直しを検討する。 
５．「情報セキュリティの強化を含む省内のＩＴ化推進への支援」については、今後とも継続的に推進し、
情報の安全な取り扱いに関する職員の意識向上に努める。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

外交通信基盤の整備・拡充を図るとともに、業務・システムの最適化による行政運営の簡素化・ 
効率化・合理化を推進すること。 

（目標の達成状況） 

評価の切り口１：電信システムサーバ更新及び統合による施策目標の推進状況 
外務本省において機器統合・集約を行い、運用経費を年間 33,043 千円削減した。 
96％の在外公館において自席パソコンでのシステム運用が可能となった。 

評価の切り口２：業務・システム最適化計画の目標推進状況 
再構築完了比率及び「外務省人給システム」の再構築作業は目標を概ね達成した。 

評価の切り口３：基幹通信網整備による施策目標の推進状況 
99％の在外公館に基幹通信網、秘匿ＩＰ電話の配備を完了した。 

評価の切り口４：業務・システム最適化計画の完了比率及び業務・システム維持・運用経費の削減額 
平成 18 年３月に策定した「在外経理システムの業務・システム最適化計画」目標の達成に向け事業を

実施中である。また、在外経理サーバを入れ替えることにより、業務・システムの維持・運用経費を削減す
ることが見込まれている。 
評価の切り口５：情報セキュリティ強化を含む省内のＩＴ化推進への支援実施 
外務省情報セキュリティポリシーに基づき、外務本省及び在外公館において自己点検を実施したこと

により、職員及び勤務者の情報セキュリティに対する意識向上、情報のより適正な取り扱いが行われるよ
うになった。また、在外公館保有の情報システム資産調査、外務本省でのＩＴ人材育成・確保計画策定等
の活動が行われ、ＩＴ化推進に向けての基盤を整備した。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

① 「内部管理業務用ホストコンピュータシステムの再構築」については、再構築を引き続き実施し、シス
テム維持経費及び業務処理時間の削減目標を達成するために必要な経費を要求した。 

② 「外務省情報ネットワークの整備」については、平成16年度から整備を開始した基幹通信網及び秘
匿ＩＰ電話を引き続き運用するための経費を要求した。外務省情報ネットワーク最適化計画に基づき平
成20年度構築の本省及び国内拠点のネットワークの運用・保守を行うための経費及び在外60公館の
ネットワークの構築、移行、インターネットＶＰＮの整備を行うための経費を要求した。 

③ 「在外経理システムの整備」については、同システムの将来像であるサーバ本省集約のための最適
化計画見直し作業を実施した。平成21年度においては、右計画を実現するためのシステム設計・開発
作業経費を要求した。 

④ 「情報セキュリティを含む省内のＩＴ化推進への支援」については、情報セキュリティ対策の実施・評
価・見直しには専門的な知識や経験が必要となるため、専門家による助言・支援を受けるべく情報セ
キュリティアドバイザー経費を要求した。また、情報セキュリティ対策（教育、監査、研究・開発）にかか
る経費を要求した。 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

特になし 
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施策名 経済協力 

施策の概要 戦略的なＯＤＡの実施のための援助政策の企画・立案 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」 
（理由） 
本件施策の目標に沿った下記取組を推進することで、ＯＤＡ実績、予算とも削減傾向が続く中、質・量

ともにＯＤＡの充実を図った。 
（１） 戦略的なＯＤＡの実施のための援助政策の企画・立案 
（イ） 「選択と集中」の推進と国別援助計画の整備 
① 「国際協力重点方針・地域別重点課題」の策定 
海外経済協力会議の結果やＯＤＡ大綱・中期政策と国別援助計画を踏まえつつ、外交政策
を踏まえた国際協力を推進するために、平成 19 年度より「国際協力重点方針・地域別重点課
題」の策定を開始した。これを関係省庁、実施機関と共有するとともにこれを在外公館に指示
し、政策と実施の一貫性の担保を図った。また、国民がアクセスできるようホームページで公表
した。 
② 国別援助計画の整備 
向こう５年間の新規計画策定及び改定作業に関する工程表を平成 19 年７月に改定し、外務

省ＯＤＡホームページ上で公開した。 
（ロ） 気候変動分野での途上国支援に関する「クールアース・パートナーシップ」の構築 

平成 20 年１月のダボス会議において福田総理が、気候変動における途上国支援のための新た
な資金メカニズム「クールアース・パートナーシップ」の構築を公表し、気候変動問題、就中 2013
年以降の次期枠組みに係る交渉を推進する観点から、途上国支援を戦略的に展開していくため
の枠組みの運用を開始した。 

（ハ） 分野別の政策の発信力強化 
国際協力局の下で、分野別戦略を拡充すべく、保健及び気候変動に関するタスクフォースを設
置した。このうち保健分野においては、平成19年11月25日に高村外務大臣が「国際保健協力と
日本外交－沖縄から洞爺湖へ－」と題する政策演説を行い、Ｇ８北海道洞爺湖サミットでの国際
保健に関する行動指針策定方針を打ち出した。また水と衛生の分野についても同様に、平成 20
年２月 22 日に高村大臣が「貴重な水の有効利用のために－安全な水と衛生施設へのアクセス拡
大に向けて」と題する政策演説を行った。教育分野においては平成 20年４月 23日に高村大臣が
「万人の教育－自立と成長を支える人材育成のために－」と題する演説を行い、今後５年間での
具体的な取組を表明した。 

（２） コスト縮減や業務内容を通じた事業の効率化 
技術協力における随意契約の見直しを実施し、競争性のない随意契約 277 億円のうち、131 億円
（約 47％）を一般競争入札等による契約に移行することとした。円借款については迅速化を図るととも
に、本邦技術活用条件（ＳＴＥＰ）を含む金利の引き下げ（0.1～0.2％ポイント）、中進国向け金利の引
き下げ（0.6％ポイント）等を含む制度改善を実施した。また、無償資金協力については現地仕様の設
計・施工段階による現地業者の積極的な活用によるコスト削減効果を見込んだコミュニティ開発支援
無償の積極的実施を図っている。 
（３）オールジャパンとしての国際協力の取組の推進 
① 経済団体との連携推進 
ＯＤＡに関する日本経団連や日本貿易会等の提言も踏まえ、これら経済団体との意見交換会を定
期的に実施し、ＯＤＡに関する経済界の問題意識の吸収に努めた。こうした問題意識は、円借款の
迅速化等の施策に反映された。 
ＴＩＣＡＤIV も念頭に置きつつ、経済状況、援助需要及び日本企業からの投資需要等の調査を目
的とした日本経団連との官民合同ミッションがアフリカ（アンゴラ及び南アフリカ共和国）に派遣され
た。 

② ＮＧＯとの連携強化 
外務省・ＮＧＯ定期協議会（全体会議、ＯＤＡ政策協議会及び連携推進委員会の計年７回）を開
催し、ＮＧＯとの意見・情報の共有を進めた。「国際協力に関する有識者会議」中間報告作成にあた
っても市民社会との意見交換会を実施するとともに、外務省ホームページを通じて骨子案に意見を
募集した。さらに、ＮＧＯ側からの意見を参考に、ＮＧＯ・市民社会等が国別援助計画に対し意見を
提出しやすくなるよう、パブリック・コメント及び意見交換会の実施、並びに各国別援助計画の策定現
況の周知方法につき、外務省ＯＤＡホームページ上に明記した。 
また、保健分野では、サミットでの行動指針策定（上記（１）（ハ））にあたり、種々の機会を捉えて
意見交換・勉強会を行った。 
教育分野においては、教育関連の国際会議等種々の機会を捉えてＮＧＯを含む関係者と意見

交換・勉強会を行った。また、平成 20 年４月末のファスト・トラック・イニシアティブ（ＦＴＩ）実務者会合
及び関連会合においてはＮＧＯのイベントとも連携して準備・開催した。 

（必要性） 

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成が危ぶまれる等、開発途上国における開発課題は山積しており、
国際社会の平和と繁栄のためにも、これらの課題に対処することは先進国の１つである日本の責務であ
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る。また、国際テロリズムとの闘いは恒常化する危険性が高い。中国やインドなどの経済力の増大が、石
油を中心とした資源の国際的争奪戦を招来する可能性は一段と大きい。海外での武力行使を禁じ、エネ
ルギーや食糧を開発途上国に圧倒的に依存する日本が、自国の生存をまっとうするための手段は「外交
力」以外にはなく、ＯＤＡは日本の外交力の重要な源泉であることは疑いない。 

（効率性） 

投入資源が制約されている中、戦略性とコスト縮減を用いたＯＤＡ実施は、低コストで高い成果を目
指しており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（有効性） 

開発途上国が抱える人道的ならびに地球的規模の問題の解決に必要とされる資金は膨大であり、日
本がそれらすべてに対応することはもとより不可能である。従って、ＯＤＡにおける日本の比較優位を正し
く認識し、関係国及び関係国際機関と連携を図りつつ、いかなる対象分野で展開するかを深く考慮する
「戦略性」と「メッセージ性」をもったＯＤＡは有効である。 

（反映の方向性） 

（１） 「選択と集中」の推進 
（イ） 外務省の企画・立案における「選択と集中」の推進 

外務省は、海外経済協力会議の下、外交政策に沿ってＯＤＡの重点課題や重点地域・国、並
びに国別・地域別の供与目標額を設定するなど、ＯＤＡ政策の企画・立案を行い、機動的かつ迅
速に援助の供与を決定する。こうした観点に立ち、第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）のフォロ
ーアップを着実に進める。また、平成 19 年度に引き続き、平成 20 年度「国際協力重点方針」を早
期に策定する。また、分野別のイニシアティブが二国間の援助方針に適切に反映され、案件の実
施に繋がるよう、分野別のイニシアティブのフォローアップに努める。 

（ロ） 国別援助計画の整備 
向こう５年間の新規策定及び改定作業に関する工程表に従い、国別援助計画対象国を35か国

まで拡充していく（平成20年８月現在2４か国について策定済み。）。また、工程表の改定にあたっ
ては、被援助国の開発計画の策定のタイミングについても、引き続き考慮していく。 

（ハ） 案件形成・採択の迅速化 
開発課題を達成するために必要な個別案件を適切なタイミングで関連性をもって実施すること

が重要であり、国別の事業展開計画（ローリングプラン）を用いることにより、相手国の開発政策と
の調和化を進め、中期的な予測可能性をもって案件を形成し、援助効果の向上に結びつける。こ
の観点から、現地ＯＤＡタスクフォースも活用して経済協力政策協議等を強化する。今後、新
JICA における業務のあり方の検討を進める中で、外交政策上必要な案件や緊急性のある案件に
ついては、通年要望を受け付け、採択すること等を検討する。 

（２） オール・ジャパンとしての取組の拡大及び国際機関との連携強化 
（イ） 官民連携を促進するための制度整備 
     途上国の経済成長に対する民間企業の果たす役割は大きく、オールジャパンでの国際協力を

積極的に推進する姿勢が必要であるとの認識に立ち、日本企業の活動とＯＤＡ等の公的資金と
の連携を強化することにより途上国の成長を加速化する枠組みの整備を検討する。それにより、Ｏ
ＤＡ等だけでは得られない規模の開発効果を持続的に途上国にもたらすことを目指す。 

（ロ） 国際機関に設置された「日本基金」の積極的な活用 
国際機関に設置された「日本基金」の資金が、日本の援助実施主体にとってより活用しやすい
ものとなるよう、ＪＩＣＡやＮＧＯに対して理解を促進する手段を講じる。また、「基金」運用に当たっ
ては、外交政策との整合性を十分に確保した戦略的対応を行い、その過程で関係省庁との日常
的な協議等を通じた緊密な連携を図る。 

（ハ） 現地における他国及び国際機関等との援助協調のための体制整備 
新ＪＩＣＡの設立に向けて、現場主義に根ざした海外事務所体制を統合時点で確立することを目

指す。海外事務所は、二国間協力の３つの援助手法の特徴を活かしつつ、他の援助国や現地国
際機関等との援助協調において積極的な役割を果たすとともに、現場レベルでの連携をさらに推
進する。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

二国間協力の政府開発援助を通じた支援により国際社会の平和と安定に貢献し、これを通じて我が
国の安全と繁栄を確保すること。 

（目標の達成状況） 

評価の切り口１：世論調査の変化 
世論調査のうち毎年実施している「外交に関する世論調査」における経済協力に関する意識でも、経

済協力を積極的に進めるべきとした割合がなるべく少なくするべきとやめるべきとした割合を６年振りに上
回った。 
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出典：「外交に関する世論調査」（内閣府実施） 
 

評価の切り口２：参議院及び自民党における論調の変化 
以下の３つの提言に見られるように、国会や与党において、ODA を外交力の重要な源泉として見直す
論調が強くなってきており、ＯＤＡの役割への期待が高まっている。 
（１） 参議院政府開発援助等に関する特別委員会提言 －新たな国際援助の在り方に向けて－ 

（平成19年６月） 
適正な援助水準に向けた事業量の確保 
⇒ ＯＤＡは外交の基盤である。我が国の国益のためにも、ＯＤＡ削減に歯止めをかけ、純増に
よる量的確保を行うべき。 

（２） 自由民主党政務調査会対外経済協力特別委員会提言 －国際協力を通じた日本の信頼、外
交力向上のために－ （平成19年６月） 
日本が経済協力を通じて培ってきた信頼感と存在感を今後も維持し、世界の平和と安定の秩序

作りを主導するための改革とＯＤＡ拡充が必要だ。明年の日本サミット、アフリカ開発会議（ＴＩＣＡ
Ｄ）を成功させ、日本が世界の課題にリーダーシップを発揮する国であるというメッセージを国際社
会に発信しなければならない。 

（３） 自由民主党政務調査会提言 ＴＩＣＡＤⅣに向けた対アフリカ支援策 ～アフリカ支援の飛躍へ
のターニングポイントの年に～ 
ＴＩＣＡＤⅣ及びＧ８を成功させるため、諸外国や民間とも連携しつつ対アフリカ支援の飛躍的転

換を図ることが必要と考える。そのため、まず日本政府自らが減少傾向にあるＯＤＡ予算を反転さ
せ、アフリカの持続的成長に結びつく新たなプログラムを策定するとともに、日本とアフリカ諸国と
の関係発展に向けて外交実施体制を強化することが要請されている。 

評価の切り口３：政策レベルでのＯＤＡ評価の着実な実施 
外務省は、被援助国の実情に沿った、質の高いＯＤＡを実施するために、各国の国別援助計画や援

助の重点課題について第三者評価を実施している。これらの評価の結果を踏まえ、より一層充実したＯ
ＤＡの実施につなげられるよう努めている。平成 19 年度には、６つの国別評価と２つの重点課題別評価
を実施した。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

①北海道洞爺湖サミット・第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）の成果の着実なフォローアップ、②ミレ
ニアム開発目標の達成に向けた貧困、保健、教育、水・衛生等の地球規模の課題への取組の強化、③
「アフリカ向けＯＤＡ倍増」、気候変動対策のための「クールアース・パートナーシップ」の構築やＯＤＡ事
業量 100 億ドル積み増し等の国際公約の着実な実施、④我が国の安全及び国際社会の平和と発展に
向けた取組、といった課題に戦略的に対応するため、平成 21 年度予算では、無償資金協力（前年度比
1.3％増の 1,603億円）及びＪＩＣＡ運営費交付金（前年度比 1.3％増の 1,558 億円）を平成 12年度以来９
年ぶりに前年度比プラスに反転させるなど可能な限りメリハリをつけ、必要な事業量を確保するように努
めた。 
(平成 21 年度予算額:326,678,921 千円 [平成 20 年度予算:329,319,853 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における総理施政
方針演説 

平成 20 年１月 18 日 

・ 平和協力は狭義の安全保障の分野に
限りません。貧困の解消、保健衛生状
況の改善などは、人道上の要請である
とともに、すべての人々に「希望と機会」
を与え、平和と安定の道を用意するもの
です。本年我が国で開催されるアフリカ
開発会議やサミットなどにおいて、こうし
た「人間の安全保障」面の課題解決に
向け、Ｇ８各国やＥＵとも協力してまいり

経済協力のあり方
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ます。 
・ 途上国の温室効果ガス削減努力に対
する支援や（中略）気候変動に伴う環境
被害への対策を実施するための「資金
メカニズム」を構築します。 

第 169回国会における高村大臣
外交演説 

平成 20 年１月 18 日 

・ 我が国は本年５月に横浜において、第
４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）を主
催します。「元気なアフリカを目指して」
との基本メッセージの下、アフリカにお
ける成長の加速化、人間の安全保障の
確立、環境・気候変動といった諸問題
に主導的に取り組んでまいります。 
・ すべての主要排出国が意味のある枠
組みを構築することを目指し、途上国支
援のための「資金メカニズム」の構築を
含め、イニシアティブを発揮してまいりま
す。 
・ 途上国における感染症や母子保健の
深刻な状況を踏まえれば、国際保健分
野の課題も避けて通れません。ＴＩＣＡＤ
IV や北海道洞爺湖サミット等の場を通
じて、我が国の経験も踏まえつつ、国際
社会が共有する行動指針の策定を目
指してまいります。 
・ 途上国の安定と発展のために協力して
いくことは、我が国自身にとっても利益
であり、我が国の外交政策において重
要な課題です。人間の安全保障の視点
も踏まえ、積極的に援助を実施していき
ます。 
・ 国際社会は、地球規模の課題の解決と
ミレニアム開発目標の達成に向け一致
して取り組んでいます。我が国は、貧困
撲滅、感染症等の保健問題、教育、水・
衛生、防災等の課題に対し、ＯＤＡ事業
量の 100 億ドルの積み増しといった対
外公約の達成をはじめ、我が国にふさ
わしい国際的責任を果たしていきます。

第 166回国会における麻生外相
外交演説 

平成 19 年１月 26 日 

・ 地域紛争、テロや組織犯罪、大量破壊
兵器の拡散、地球環境の破壊や感染
症の脅威など、人類が直面する挑戦
に、放置できる問題はありません。我が
国は、これら難題に率先して取り組み、
世界に範を垂れる国でありたいもので
す。 
・ 「人間の安全保障」の理念に基づき、
国際社会が挙げて取り組むミレニアム
開発目標の達成、気候変動を含む環
境、感染症対策、平和構築など、地球
規模の課題を解くため、引き続きリーダ
ーシップを発揮いたします。 

「国際保健協力と日本外交―沖
縄から洞爺湖へ」高村外務大臣
政策演説 

平成 19 年 11 月 25 日 ― 
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施策名 地球規模の諸問題への取組 

施策の概要 

グローバル化に即応したルール作りと地球規模の問題解決に向けたリーダーシップを発揮すること。
次の具体的施策より構成される。 
Ⅵ－２－１ 人間の安全保障の推進  
Ⅵ－２－２ 国際的な枠組みを通じた感染症対策への取組 
Ⅵ－２－３ 地球環境問題への取組 
Ⅵ－２－４ 難民・国内避難民等に対する人道支援を通じた人道問題への取組 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

施策Ⅵ－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅵ－２－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅵ－２－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅵ－２－３ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 
Ⅵ－２－４ 「目標の達成に向けて進展があった。」 

（必要性） 

１．「人間の安全保障の推進」について 
「人間の安全保障」は、グローバル化に伴い、感染症、貧困、紛争等、従来の国家による庇護だけで

は対応が難しい脅威に国際社会が直面する中で、国家の安全保障を補完するものとして、個人一人ひ
とりの保護と能力強化をもって人間それぞれの持つ豊かな可能性を実現し、人づくり、社会づくりを通じ
て国づくりを進めようとする考え方である。我が国は、「人間の安全保障」を外交の柱の一つとし、リーダ
ーシップを発揮して国際社会において同理念を推進している。また、我が国は「人間の安全保障基金」
や「草の根・人間の安全保障無資金協力」等の活用を通じて同理念の実践に取り組み、これら支援の実
施国、国際機関及び関係ＮＧＯ等から高い評価を得てきている。 
したがって、我が国として引き続き「人間の安全保障」分野で指導力を発揮し、「人間の安全保障」の

理念に対する国際社会の理解を深め、「人間の安全保障」を推進していくことが必要かつ適当である。 
２．「国際的な枠組みを通じた感染症対策への取組」について 
世界で年間 500 万人もの生命を奪うエイズ、結核、マラリアの三大感染症は、「人間の安全保障」上の

問題であるとともに、アフリカ・アジアを始めとする開発途上国において経済・社会が発展する上で大きな
阻害要因となっている。開発途上国のみでは三大感染症に十分な対策を講じることは困難であることか
ら、我が国は他のドナー国とともに人道的観点、途上国の開発促進、我が国の国民の健康保護のため、
三大感染症対策を実施する必要がある。 
新型インフルエンザは、一旦発生すれば国境を越えて瞬時に拡散するため、アジアの開発途上国等

の発生地域において感染拡大を迅速に封じ込めるため、多岐に亘る分野の支援が必要であるので、国
際機関及び主要国と協調しつつ、我が国として総合的な国際支援を行うことが求められる。 
３．「地球環境問題への取組」について 
地球環境問題は、国際的な協力によってのみ解決が可能な問題であり、多数国が参加可能な枠組み

を設けて取り組む必要があるが、環境が社会の広範な面に関わるものであるため、取組の内容や程度を
めぐり意見が異なることが少なくない。問題の解決のためには、このような立場の相違の調整をはかるた
めの外交交渉の積み重ねが不可欠である。 
自然災害による被害は持続可能な開発の達成を困難にするものであり、災害による被害を 10 年間で

実質的に削減することを目標とする「兵庫行動枠組」を世界的に実施することが必要である。 
４．「難民・国内避難民等に対する人道支援を通じた人道問題への取組」について 
難民・国内避難民等に対する人道支援の実施は、国際社会の共通の課題であると共に、国際社会に

おいて責任ある地位を占め国際平和の構築に積極的に貢献していくべき立場にある我が国の責務であ
る。更に、人道支援分野での国際協力に積極的に参加することは、我が国の国際社会における地位向
上に寄与するものであり、中長期的観点からも、我が国に対する国際社会の信頼性を一層向上させるこ
とに資するものである。 

（効率性） 

１．「人間の安全保障の推進」について 
国連、ＡＰＥＣ等様々な国際的フォーラムでの「人間の安全保障」の言及、関心国との協力関係の強

化、世界各地における「人間の安全保障基金」等を通じたプロジェクトの進展があり、とられた手段は適
切かつ効率的であった。 
２．「国際的な枠組みを通じた感染症対策への取組」について 
世界基金が支援する事業は、国際競争入札義務、調達単価の公開、事業の進捗に応じた資金供与

等により経費の効率化が確保されている。また、世界基金の活動に関する透明性は極めて高いことか
ら、適正な資金使用が制度的に保障されている。 
鳥及び新型インフルエンザ対策では、国際会議の場で我が国の支援を発表し、世界第３位の拠出国

として国際社会での高い評価を得た。 
３．「地球環境問題への取組」について 
優先度が高い分野において施策を進めた結果、効率性にも対応したものとなり、施策を実施する際、

とられた手段は適切かつ効率的であった。 
４．「難民・国内避難民等に対する人道支援を通じた人道問題への取組」について 
世界各地での人道支援の実施等業務自体は年々増加しているものの、人的投入資源を前年同比に

抑えつつ、国際機関を通じた人道支援、国際機関との意見交換等を行い、施策の目標に向けて進展が
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あり、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（有効性） 

１．「人間の安全保障の推進」について 
「人間の安全保障」は、人間一人ひとりの保護のみならず、人々自身の能力強化により実践されるた

め、長期的で地道な取組が必要である。また、「人間の安全保障」に対する各国の考え方・立場はいまだ
様々であることから、以下の施策を通じ、国連等国際的フォーラム及び現場レベル双方で引き続き「人間
の安全保障」について議論し、様々な状況下で同理念を普及・実践していくことが有効である。 
（１） 国連総会等の国際会議、二国間会談等の場を通じた「人間の安全保障」の理念の普及を促進。 
（２） 「人間の安全保障フレンズ」を通じた、国連首脳会合成果文書の「人間の安全保障」関連部分のフ

ォローアップと人間の安全保障の関心国の拡大。 
（３） シンポジウム、各種媒体等による広報を通じた「人間の安全保障」の考え方の広報。 
（４） 我が国のイニシアティブにより平成 11（1999）年に国連に設置された「人間の安全保障基金」の運

営を通じ、紛争、感染症等人々の存在、生活、尊厳に対する多様な脅威から途上国の住民・地域
社会を保護し、個人・地域社会が自立するための能力向上を目的とした国際機関のプロジェクトの
支援。 

（５） 「草の根・人間の安全保障無償資金協力」を通じ、紛争・感染症等人々の存在、生活、尊厳に対す
る多様な脅威から途上国の住民・地域社会を保護し、個人・地域社会が自立するための能力向上
を目的としたＮＧＯ等市民社会のプロジェクトの支援。 

２．「国際的な枠組みを通じた感染症対策への取組」について 
世界基金は、低中所得国における三大感染症対策を支援する上で世界最大の資金供与機関であ

る。また、世界基金は感染者や患者の治療のみならず、予防、ケア等幅広い対策を支援する制度を有
し、事業申請受理から実施に至るまで迅速な手続きが取られている。官民パートナーシップを具現化し
た世界基金は、事業申請段階でも実施段階でも国際機関、市民社会等も重要な参加主体となっており、
三大感染症対策の質を高めている。また、我が国は、感染症対策支援を一層効率的かつ有効なものと
するために、世界基金の運営状況を日常的に監視し、理事会での議論に積極的に参画している。 
新型インフルエンザ対策は、国際機関、ドナー国及び発生国との協力や、保健、農業及び開発分野
を含む分野横断的な取組が求められることから、ニューデリー閣僚級会合に向けて国連及びドナー国の
協議に積極的に関与し、支援を表明することによって、アジア地域のドナー国として貢献を訴えることが
出来たことは意義が大きい。 
３．「地球環境問題への取組」について 
地球環境問題の解決に向けた国際協力のためには、多数国間環境条約などの国際的枠組みの策定

や実施、また地球環境問題を扱う国際機関を通じたガイドラインの設定等の取組を推進していくことが有
効である。防災については、我が国が豊富に有する技術・知見を世界的な取組に生かすことが目的達成
のために有効である。 
４．「難民・国内避難民等に対する人道支援を通じた人道問題への取組」について 
（１） 地球規模の問題である人道支援を適切かつ円滑に実施するに当たって、人道支援分野の国際機

関や主要ドナー国政府との協力関係を促進することが有効である。 
（２） 政策面においては、国際場裡における人道支援に関する主要な議論に積極的に参加し意見交換

すると共に、我が国が基本理念としている「人間の安全保障」の考えに基づいた政策提言を積極
的に行うことが有効である。 

（３） 人道ニーズを踏まえた実際の支援を円滑に行う上で、世界各地の人道支援の現場で活動している
国際機関に対し、我が国として応分の貢献を行うことが有効である。 

（反映の方向性） 

１．「人間の安全保障の推進」について 
平成 20 年に我が国が主催するＴＩＣＡＤⅣ、Ｇ８サミットや国連総会、人間の安全保障フレンズ会合等

の場を活用しつつ、「人間の安全保障」の更なる普及に向けた取組を強化するとともに、人間の安全保
障基金や「草の根・人間の安全保障無償資金協力」等による支援を通じ、現場での同理念の実践に向け
た取組を強化する。 
２．「国際的な枠組みを通じた感染症対策への取組」について 
国連のミレニアム開発目標６（ＨＩＶ／エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止）を 2015 年までに

達成することは現状のままでは困難であり、国際社会は対策を大幅に強化する必要がある。世界基金の
資金需要も今後一層増加することが見込まれており、2008―2010 年までの第２次増資期間における資
金需要は 150 億ドルと見積もられている。感染症対策を重視する我が国としては、感染症対策支援にお
いて中心的な役割を担っている世界基金に対する「当面５億ドル拠出」の公約達成後も更に拠出を増額
する。また、世界基金理事会において単独議席を維持し、発言力の維持・強化に努める。 
鳥及び新型インフルエンザ対策は、喫緊かつ複雑な国際社会の課題であり、国際的に感染が広がら

ないよう鳥インフルエンザ発生国の対処能力を強化することが何よりも必要である。我が国は、引き続き、
アジアの開発途上国等に対する各種支援を継続するとともに、国連機関やドナー国との協力関係を維
持・強化することにより、アジアの一員としての責務を果たす方針である。 
３．「地球環境問題への取組」について 
地球環境問題への世界的関心を高揚させ、我が国の主導で問題解決に向けた取組を促進するた

め、引き続き既存の枠組みを通じた取組及び新たな課題に対する議論の促進に努める。 
４．「難民・国内避難民等に対する人道支援を通じた人道問題への取組」について 
人道支援分野での国際的な取組への一層の参画及び我が国の取組を強化していくため、国際場裡

での人道関連会議への積極的な参加、ハイレベルでの関連機関との政策協議の実施、国際機関を通じ
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た人道支援の更なる効果的・効率的な支援を確保していく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 

[目標]  グローバル化に即応したルール作りと地球規模の問題解決に向けたリーダーシップを発揮する
こと。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「人間の安全保障の推進」について 
（１） 平成17（2005）年の国連首脳会合成果文書の「人間の安全保障」関連部分のフォローアップと人間
の安全保障の関心国の拡大を目的に平成 18（2006）年に我が国主導で立ち上げた「人間の安全保
障フレンズ」の第２回会合を平成 19 年４月に、第３回会合を同年 10 月に開催した。これらの会合の
結果、国連総会において初めて人間の安全保障に関するテーマ別討論が開催されることとなる（平
成20年５月22日開催）など、我が国のイニシアティブにより国際社会における人間の安全保障に係
る議論の活性化及び普及につながった。 

（２） 日・ＥＵ定期首脳協議の共同プレス声明、ＡＰＥＣ首脳宣言、日印共同声明、日・ベトナム間の戦略
的パートナーシップに向けたアジェンダ、日メコン外相会議議長声明等の二国間・多数国間の協力
文書において「人間の安全保障」への言及を確保した。特に、これまで人間の安全保障に関して消
極的な姿勢をとっていたインドと首脳レベルで人間の安全保障に関し協力することが確認されたこと
は大きな成果としてあげられる。 

（３） 現場での人間の安全保障の実践のため、「人間の安全保障基金」、「草の根・人間の安全保障無
償資金協力」等を活用し、具体的な事業を着実に実施した。 

２．「国際的な枠組みを通じた感染症対策への取組」について 
（１） 平成17年６月に我が国は世界基金に対する拠出を増額し、当面５億ドルの拠出を行うと表明した。
平成 19 年度、この国際公約を果たすことができた。 

（２） 具体的施策レベル評価書における「【目標の達成状況】評価の切り口１：世界基金による三大感染
対策支援の実績」で詳述のとおり、世界基金が支援する三大感染症対策事業において、主要な医
薬品又は製品の配布は前年に比し 65％～155％増となった。 

（３） 平成 19 年 11 月の事務局長報告によれば、世界基金が資金支援した三大感染症事業により平成
19 年央までに 180 万人の命が救われ、その後も毎月 10 万人が救われている。 

（４） 鳥及び新型インフルエンザ対策について、我が国の支援により抗ウイルス薬の備蓄や予防・啓発
策が充実し、アジア各国の早期対処能力の向上に貢献した。 

３．「地球環境問題への取組」について 
（１） 多国間環境関連条約の運用、「2006 年の国際熱帯木材協定」の締結等を通じ、国際的なルール
の策定、実施に向けた取組を一層促進した。 

（２） 水と衛生問題への関心の高揚、国連持続可能な開発のための 10 年（ＤＥＳＤ）の進展及び違法伐
採対策の推進に積極的に貢献したことにより、既存の枠組みがない分野の取組を促進した。 

（３） 世界的な「兵庫行動枠組」の実施を推進し、防災政策の普及に大きく貢献した。 
（４） 気候変動問題につき、「クールアース 50」、「クールアース推進構想」等の発表を通じて次期枠組み
構築に向けた具体的提案の発信を行い、積極的な働きかけを行った。 

４．「難民・国内避難民等に対する人道支援を通じた人道問題への取組」について 
平成 19 年度は、人道支援関連の国際機関への貢献を通じて、スーダン、ソマリア、イラク、アフガニス

タン等への支援を継続的に行うことが出来た。また、ホームズ国際連合事務次長（人道問題担当・緊急
援助調整官）、アブゼイド国連パレスチナ難民救済事業機関（ＵＮＲＷＡ）事務局長、シーラン世界食糧
機関（ＷＦＰ）事務局長、グテーレス国連難民高等弁務官（ＵＮＨＣＲ）、ケレンベルガー赤十字国際委員
会（ＩＣＲＣ）総裁、マッキンレー国際移住機関（ＩＯＭ）事務局長等、国際機関の要人が日本を訪問し、人
道問題に対する意見交換を行うなど円滑な人道支援の実施に関し国際機関との関係強化を図った。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

我が国の外交政策の柱の一つである人間の安全保障の推進に向けこれまで実施してきた諸活動の
重要性及び効果が確認されたので、今後人間の安全保障の推進を更に効果的に実施するべく予算要
求を行った。 
また、地球環境問題への取組においては、政策評価では、「目標の達成に向けて相当な進展があっ

た。」という結果が出ているが、引き続き地球環境問題への世界的関心を高め、多数国が参加した形で
の地球環境問題の取組促進に積極的に貢献していく必要がある。また、多数国間環境条約や国際機関
を通じた取組を促進し、こうした枠組がない分野には新たな議論の場を設けることにより地球環境問題に
効果的に対処する必要があり、然るべく予算要求を行った。 
(平成 21 年度予算額:149,353 千円 [平成 20 年度予算:130,048 千円]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における総理施政
方針演説 

平成 20 年１月 18 日 

・ 平和協力は協議の安全保障の分野に
限りません。貧困の解消、保健衛生状
況の改善などは、人道上の要請である
とともに、すべての人々に「希望と機会」
を与え、平和と安定の道を用意するもの
です。本年我が国で開催されるアフリカ
開発会議やサミットなどにおいて、こうし
た「人間の安全保障」面の課題解決に
向け、Ｇ８各国やＥＵとも協力して参りま
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す。 
・ （我が国の）「環境力」を最大限に活用
して、世界の先例となる「低炭素社会」
への転換を進め、国際社会を先導して
まいります。 
自然、災害の多発する我が国が蓄積
したノウハウを海外の防災に役立たせる
よう国際協力を進めます。 

第 169回国会における高村大臣
外交演説 

平成 20 年１月 18 日 

・ 我が国は本年５月に横浜において、第
４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）を主
催します。「元気なアフリカを目指して」
との基本メッセージの下、アフリカにお
ける成長の加速化、人間の安全保障の
確立、環境・気候変動といった諸問題
に主導的に取り組んでまいります。（中
略）途上国の安定と発展のために協力
していくことは、我が国自身にとっても
利益であり、我が国の外交政策におい
て重要な課題です。人間の安全保障の
視点も踏まえ、積極的に援助を実施し
ていきます。 
・ 途上国における感染症や母子保健の
深刻な状況を踏まえれば、国際保健分
野の課題も避けて通れません。ＴＩＣＡＤ
Ⅳや北海道洞爺湖サミット等の場を通
じて、我が国の経験も踏まえつつ、国際
社会が共有する行動指針の策定を目
指してまいります。 
・ 国際社会は、地球規模の課題の解決と
ミレニアム開発目標の達成に向け一致
して取り組んでいます。我が国は、貧困
撲滅、感染症等の保健問題、教育、水・
衛生、防災等の課題に対し、ＯＤＡ事業
量の 100 億ドルの積み増しといった対
外公約の達成をはじめ、我が国にふさ
わしい国際的責任を果たしていきます。

第 166回国会における麻生外相
外交演説 

平成 19 年１月 26 日 

・ 地域紛争、テロや組織犯罪、大量破壊
兵器の拡散、地球環境の破壊や感染
症の脅威など、人類が直面する挑戦
に、放置できる問題はありません。我が
国は、これら難題に率先して取り組み、
世界に範を垂れる国でありたいもので
す。 
・ 「人間の安全保障」の理念に基づき、
国際社会が挙げて取り組むミレニアム
開発目標の達成、気候変動を含む環
境、感染症対策、平和構築など、地球
規模の課題を解くため、引き続きリーダ
ーシップを発揮致します。 

平成 20 年度重点外交政策 平成 19 年８月 ・ 環境・気候変動に対する積極的取組 

 「国際保健協力と日本外交―
沖縄から洞爺湖へ」高村外務大
臣政策演説 

平成１９年 11 月 25 日 ― 
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施策名 国際機関を通じた政務及び安全保障分野に係る国際貢献 

施策の概要 
（本年度については、国際連合分担金を取り上げて評価する。） 
分担金の支払いは国連憲章に規定された加盟国の義務であり、我が国が支払う分担金により、国連

事務局、平和維持活動（PKO）ミッション、特別政治ミッション等、国連の国際的取組が可能となった。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」 

（理由） 
国連第２の財政貢献国である我が国が「通常予算分担金」及び「ＰＫＯ分担金」を支払うことにより、国

連がその主要任務である平和と安全の維持、人権、経済社会開発といった分野において、積極的に国
際協力を推進することに貢献でき、ひいては我が国国益の増進に役に立った。 

（必要性） 

分担金の支払いは国連憲章に規定された加盟国の義務であり、国連を通じて世界の平和と繁栄とい
う国際社会共通の利益を実現し、その中で我が国の国益を実現するためには、分担金の支払いが必要
である。 

（有効性） 

我が国が支払う分担金により、現在世界各地に展開している 17 のＰＫＯミッション、事務総長が行う仲
介活動等の特別政治ミッション、経済・社会開発問題及び人権に関する国際会議、作業部会の開催等
の国際的取組が可能となっている。我が国は国連予算全体の約１／６を負担する国連第２の財政貢献
国であり、我が国が必要な支払いを行わなければ、国連の活動は大幅に縮小せざるを得なくなるほど影
響力を有している。 

（効率性） 

分担金は、国連事務局が策定した予算案を国連行財政問題諮問委員会が査定し、国連総会第５委
員会において我が国を含めた加盟国が精査し、決議した総予算額を、負担能力に応じて定められた分
担率に従い支払うものであり、合理的な審査・査定を踏まえた資金の供与である。また、予算交渉の際
に、定員要求が行われているポストについて、他の部門との重複がないよう注意している他、採択されて
から５年を超える決議により定められている活動内容の見直し作業を分野別に順次行う等、更なる効率
性の向上も追求されている。 

（反映の方向性） 

引き続き、国連予算の効率的な執行をはじめとする財政規律の維持を求めていく。国連通常予算に
ついては、平成 17（2005）年の世界首脳会議成果文書で定められた国連マネジメント改革・事務局改革
等に伴う合理的な経費については認めるとともに、近年増加傾向にある「ＰＫＯ分担金」についても分担
率に基づく応分の財政的負担を行う。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

我が国の国際貢献を積極的に推進し、国際社会の平和と安定を確保するために、政治、軍備管理、
エネルギー関連等様々な分野の国際貢献に関し、分担金・拠出金を通じて貢献すること。 

（目標の達成状況） 

評価の切り口：国連を通じた我が国の国際貢献に対する評価 
主要財政貢献国である我が国が定められた分担金を支払うことにより、国連は加盟国から求められて

いる平和と安全の維持、人権問題及び開発問題への国際的取組をはじめとする活動を実施することが
できた。また、国際協調を外交の主要な柱の一つに位置づけ、国連を通じた積極的な外交を展開する我
が国は、財政的貢献を通じて、国際社会への貢献を行っている。こうした貢献の一環として、平成 20 年２
月に我が国が「ＰＫＯ分担金」の一部及び国連本部庁舎修築経費を一括払いの方針を表明した際に
は、国連事務総長から謝意表明のプレス発表があった。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

国連通常予算に関し、事務局より当初予算比 25％増という巨額な追加案件が提出されたのに対し、
予算交渉において財政規律の観点から 15％台に抑制した。ＰＫＯ予算については、ＵＮＡＭＩＤやＭＩＮ
ＵＲＣＡＴの設立等、国連ＰＫＯ活動が拡大しているが、予算審議を通じ、我が国分担金額の増額を必要
最小限に抑えた。このような取り組みを通じて、我が国からの分担金が効率的かつ効果的に活用される
ことを確保するように努めた。 
(平成 21 年度予算額:79,264,026 千円の内数 [平成 20 年度予算:62,971,073 千円の内数]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

特になし 
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施策名 国際機関を通じた経済及び社会分野に係る国際貢献 

施策の概要 

（本年度については、世界貿易機関（ＷＴＯ）分担金・拠出金をとりあげて評価することとした。） 
我が国は、世界貿易機関に対して、ＷＴＯ設立協定第７条４の「世界貿易機関の経費に係る自国の分

担金を速やかに同機関に支払う」旨の規定に基づき、分担金支払い義務を果たした。この拠出により、Ｗ
ＴＯが、その主要任務である貿易関連協定、貿易関係の加盟国間交渉、紛争解決、貿易政策検討制度
の運用を行うこと可能となる。 
また、我が国は、ＷＴＯドーハ閣僚宣言は、途上国が、多角的貿易体制の恩恵を受け、ＷＴＯのルー

ル及び規律に適合し、義務を履行し、加盟国の権利を行使することが出来るよう支援する技術協力を行
うとしているところ、我が国は、そのための資金源であるドーハ開発アジェンダ一般信託基金に対し、任
意拠出を行った。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」 
（理由） 
分担金はＷＴＯの通常予算を支弁するものであり、この拠出により、ＷＴＯがその主要任務である貿易

関連協定、貿易関係の加盟国間交渉、紛争解決、貿易政策検討制度の運用を行うことが可能となった。
なお、我が国の分担率については、約 5.8％（平成 19 年）であり、他の主要国際機関の分担率等と比
べ、有利な分担率水準を維持している。 
また拠出金の拠出により、途上国向けのＷＴＯの主要テーマに関するセミナーの実施が可能となっ

た。特に、イヤマーク分の拠出により、チュニジアにおける仏語圏向けのＴＲＩＰＳ（知的所有権の貿易関
連の側面）に関するセミナーの開催が可能となり、途上国から評価され、我が国のＷＴＯにおける立場を
向上させる観点から役立った。 

（必要性） 

我が国が分担金拠出を行うことは、ＷＴＯ設立協定第７条４に規定された義務である。加えて、我が国
がＷＴＯによって実現される多角的貿易体制を維持・発展させ、貿易拡大を通じた世界経済の成長に寄
与する上で不可欠である。また、我が国は、ＷＴＯドーハ閣僚宣言パラ 38～41 に基づき、途上国が、多
角的貿易体制の恩恵を受け、ＷＴＯのルール及び規律に適合し、義務を履行し、加盟国の権利を行使
することが出来るよう支援する技術協力を行うとしている。このための資金源であるドーハ開発アジェンダ
一般信託基金に対し、任意拠出を行うことは不可欠である。 

（有効性） 

分担金はＷＴＯの通常予算を支弁し、これにより、ＷＴＯがその主要任務である貿易関連協定、貿易
関係の加盟国間交渉、紛争解決、貿易政策検討制度を運用することが可能となり有効であった。また拠
出金の拠出により、途上国向けのＷＴＯの主要テーマに関するセミナーの実施が可能となり、特に、イヤ
マーク分の拠出により、仏語圏向けのＴＲＩＰＳ（知的所有権の貿易関連の側面）に関するセミナーの開催
が可能となり、途上国から評価され、我が国のＷＴＯにおけるプレゼンスを維持、増進するという意味で
有効であった。 

（効率性） 

分担金は加盟国の過去５年間の世界全体の貿易額に自国の貿易額が占める割合をもとに合理的に
算出された分担率に基づき分担金額が決められている。我が国の分担率は約 5.8％（平成 19 年）であ
り、他の主要国際機関の分担率と比べても我が国にとって極めて有利な分担率水準を維持している。拠
出金を原資として行われたＴＲＩＰＳ協定に関するセミナーについては、（英語能力が十分ではない）仏語
圏の途上国からの出席者に配慮し、説明や資料、挨拶に至るまで全て仏語で行われて研修効果を高め
る等、とられた手段は適切かつ効率的であった。また平成 18 年には外部コンサルタントによる外部評価
が行われ、ＷＴＯにおける財政面での効率化が進んだ。 

（反映の方向性） 

今後は世界貿易機関の分担金により支弁される通常予算の適正な執行を求めるとともに、現在の我が
国に有利な現在の分担率の水準が維持されるように行財政委員会における議論に積極的に参加する。
他方、拠出金については、これにより支弁される技術協力が適正かつ効率的に行われるよう貿易と開発
委員会における議論に積極的に参加する。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

我が国の経済・社会分野での国益を保護するために国際機関に対して分担金・拠出金を供与するこ
と。 

（目標の達成状況） 

評価の切り口：世界貿易機関（ＷＴＯ）の活動に関する我が国の財政的支援 
分担金の支払により、ＷＴＯの通常予算を支弁し、これにより、ＷＴＯがその主要任務である貿易関連

協定、貿易関係の加盟国間交渉、紛争解決、貿易政策検討制度を運用することが可能となり有効であっ
た。また拠出金の拠出により、途上国向けのＷＴＯの主要テーマに関するセミナーの実施が可能となり、
特に、イヤマーク分の拠出により、仏語圏向けのＴＲＩＰＳ（知的所有権の貿易関連の側面）に関するセミ
ナーの開催が可能となり、途上国から評価され、我が国のＷＴＯにおけるプレゼンスを維持、増進すると
いう意味で有効であった。 

政策評価の結果 評価結果を踏まえ、ＷＴＯ行財政委員会における議論を通じ、ＷＴＯの業務の効率化を求めることによ
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の政策への反映

状況 

り、分担率の上昇や分担金額の増加を極力避ける等の努力を行った。また、拠出金についても、貿易と
開発委員会等の関連会合において、必要性を精査し、スクラップ・アンド・ビルドを行いつつ、政策効果
が高いと考えられる一部のＷＴＯ関係拠出金（統合フレームワーク拠出金）については、予算を対前年度
比で 74％増額した。 
(平成 21 年度予算額:14,189,195 千円の内数 [平成 20 年度予算:20,332,687 千円の内数]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

特になし 
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施策名 国際機関を通じた地球規模の諸問題に係る国際貢献 

施策の概要 

（本年度については、国連開発計画（ＵＮＤＰ）の拠出金をとりあげて評価することとした。） 
ＵＮＤＰに対しては、我が国の影響力を維持し、これによって、我が国が貧困削減、民主的ガバナン

ス、危機予防と復興、エネルギーと環境等の地球規模問題の解決に向けたリーダーシップを発揮し、ま
たグローバル化に即したルール作りが可能となるよう、ＵＮＤＰへの拠出を行った。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

「目標の達成に向けて進展があった。」 
（理由） 
ＵＮＤＰへの拠出により、第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）及び北海道洞爺湖サミットに向け、我が
国が平和の定着、気候変動等の地球規模の諸問題の解決においてリーダーシップを発揮する上でＵＮ
ＤＰの知見・経験を活用することができる等、事務局との良好な関係を維持し、ＵＮＤＰからの積極的な協
力を得ることができたため。 

（必要性） 

ＵＮＤＰは、「人間の安全保障」の促進、南南協力、イラク、アフガニスタン等における平和構築等、我
が国が重視する分野において 166 か国・地域にて活動、我が国を含め世界中が取り組んでいるミレニア
ム開発目標達成を含む地球規模の諸問題について、自らが比較優位を有する分野で重要な役割を果
たしている。ＵＮＤＰを通じた活動は、二国間ＯＤＡを相互に補完するだけでなく、ＴＩＣＡＤⅣやＧ８洞爺
湖サミット等の場で我が国独自のイニシアティブを打ち出す際にＵＮＤＰの知見と経験を活用して協力を
得る等我が国の政策を追求する上で必要である。 
ＵＮＤＰに対する任意拠出金については、我が国の二国間ＯＤＡとの相互補完性を有する事業活動を

実施させること、また我が国が地球規模の諸課題に関しリーダーシップを発揮する上でＵＮＤＰ事務局と
の良好な関係を維持し、ＵＮＤＰの積極的な協力を得ることが必要との観点から拠出を行った。 

（有効性） 

我が国がＵＮＤＰへの拠出金を通じて行う事業は、二国間ＯＤＡの活用が困難な地域・分野を中心
に、ＵＮＤＰの知見・経験を活用して我が国の政策を国際社会において実施していく上で有効であった。
また、我が国のＵＮＤＰへの拠出金の中でもコア予算への拠出は、我が国の政策をＵＮＤＰの活動に適
切に反映させることを確保するため、ＵＮＤＰの執行理事会において我が国の影響力を維持し、ＵＮＤＰ
事務局の積極的な協力を得ることができるという点で有効であった。 

（効率性） 

ＵＮＤＰは世界各国の現地事務所等から成る独自の国際的ネットワークを有するとともに、国連常駐調
整官制度の管理者として国連機関の開発面における活動を調整する立場にあり、災害等の緊急時にお
いて迅速な初動体制を有していることから、二国間援助では十分に手当できない支援を行うことが可能
である。また、ＵＮＤＰは国連開発グループ長として他の国連機関に対しても影響力を有している。従っ
て、ＵＮＤＰに対する拠出はこのようなＵＮＤＰの知見、経験、ネットワークを活用するためのものであり、
適切かつ効率的であった。 

（反映の方向性） 

ＵＮＤＰの拠出金について、我が国のＵＮＤＰへの影響力を維持し、これによって貧困削減、民主的ガ
バナンス、危機予防と復興、エネルギーと環境等の地球規模問題への積極的な取組を進めることができ
るとの観点から、我が国の貢献としてふさわしい水準を確保すべく予算要求を行う予定。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 

我が国がグローバル化に即応したルール作りと地球規模の諸問題の解決に向けたリーダーシップを
発揮するために、国際機関等に対して分担金・拠出金を供与すること。 

（目標の達成状況） 

評価の切り口：ＵＮＤＰに対する財政的貢献を通じた国際協力の進展 
ＵＮＤＰに対する財政的貢献を通じ、国際協力の進展があった。具体的には、（１）ＵＮＤＰより、ＴＩＣＡ

ＤⅣの共同議長として同会議に向けた準備会合の開催及び国連機関の知的貢献面で協力を得ることが
できた、（２）我が国の政策がＵＮＤＰの活動に適切に反映されることを確保するため、ＵＮＤＰ執行理事
会等において我が国の影響力を維持し、ＵＮＤＰ事務局の積極的な協力を得ることができた、（３）我が国
の二国間援助と相互補完性を有する事業を実施することができた、（４）ＵＮＤＰ総裁就任後３年連続で
総裁の訪日が実現し、協力関係を確認することができた。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

評価結果を踏まえ、厳しい財政状況ではあるが、ＴＩＣＡＤIV、Ｇ８サミットのフォローアップ等も念頭に
置きつつ、人間の安全保障の推進、人道支援、環境・気候変動、感染症等の地球規模問題等の我が国
外交政策上の重点事項を踏まえて必要な予算要求を行った。 
(平成 21 年度予算額:39,674,188 千円の内数 [平成 20 年度予算:44,515,841 千円の内数]) 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

平成 20 年度我が国の重点外交
政策 

平成 19 年８月 
２．グローバルな課題への責任ある取組 
（３）ＯＤＡの戦略的拡充と地球規模課題
の解決に向けたリーダーシップ 
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表９－４－⑤ 未着手の事業（政府開発援助）を対象として事後評価した政策 

案件名(借入国) 「スービック自由港環境整備計画（Ⅱ）」（フィリピン） 

閣議決定日 平成 15 年３月 28 日 

事業目的 周辺住民の生活環境の向上及び投資促進に寄与するため、廃棄物の適切な処理施設
を整備するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 民間投資の拡大等、事業を取り巻く外部環境の変化があったため、実施機関におい
て、民間資金の活用も含めた事業実施体制のレビューを実施している。 

・ 本案件に対するニーズが引き続きあることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 
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表９－４－⑥ 未了の事業（政府開発援助）を対象として事後評価した政策 

案件名(借入国) 「上水道セクター整備計画（Ⅱ）」（モロッコ） 

閣議決定日 平成９年５月 20 日 

事業目的 地方の社会インフラ整備を通じて持続的開発に資するため、緊要性の高い地方主要都
市における上水道整備事業の一環として、上水道を整備するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業の着工が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は既に解決していること、事業の必要性は依然高いこと
から、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「カル河水源開発・給水拡張計画」（スリランカ） 

閣議決定日 平成９年６月 13 日 

事業目的 水源をケラニ河にのみ頼っている大コロンボ圏において、増大が見込まれる水需要に
対応するため、新規の水源開発及び関連水道施設の整備を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「ジャムナ橋アクセス道路計」（バングラデシュ） 

閣議決定日 平成９年６月 27 日 

事業目的 ダッカ－ジャムナ間の円滑なる交通流の確保を図り、バングラデシュ国内幹線道路網の
整備に寄与するため、道路を整備するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 計画の見直しに時間を要したが、現在、事業は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は既に解決していること、事業の必要性は依然高いこと
から、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「道路整備計画」（ルーマニア） 

閣議決定日 平成９年７月 11 日 

事業目的 ルーマニアにおける交通量の増加・車両の大型化に対応し、交通事情の改善を図るた
め、ル－マニア南西部の主要幹線道路である国道６号線の一部につきバイパス建設及び
既存道路の拡幅・改修を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は既に解決していること、事業の必要性は依然高いこと
等から、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「山西省王曲火力発電所建設計画」(中国) 

閣議決定日 平成９年９月２日 

事業目的 電力の需要地である山東省に電力を供給するため、石炭の産地である山西省東南部
に石炭火力発電所を建設するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 遅延要因はほぼ解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「電力フロンティア拡張計画（１）」（ペルー） 

閣議決定日 平成９年９月 16 日 

事業目的 地方の貧困緩和・経済活性化を図るため、ペルー共和国政府が実施中の「全国電化計
画」の一環として電化を行うもの。 

政策評価の結果・ ・ 工事が遅延していたが、その後事業は進捗している。 
・ 遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

397



今後の対応方針 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「産業環状道路建設計画」（タイ） 

閣議決定日 平成９年９月 30 日 

事業目的 交通渋滞の緩和及び物流の効率性の向上を図るため、チャオプラヤ川を横断する橋梁
及び接続道路を建設するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、すでに橋梁の運用が始まっている。 
・ 遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「マニプ－ル州養蚕計画」（インド） 

閣議決定日 平成９年 10 月 31 日 

事業目的 雇用を創出し、貧困層の生活水準の向上を図るため、インドの貧困州の１つである北東
部のマニプ－ル州において、養蚕（エリ蚕・マルベリー蚕）の生産を拡充するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「電力リハビリ計画」（グルジア） 

閣議決定日 平成９年 11 月 11 日 

事業目的 グルジアにおける発電能力の増強及び系統の安定化を図るため、老朽化した電力設備
のリハビリを行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「道路整備計画（Ⅱ）」（パラグアイ） 

閣議決定日 平成９年 12 月 26 日 

事業目的 農業セクターの活性化と輸出振興のため、主要道路の整備を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は既に解決しており、工事の最終段階にあることから、貸
付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「農業部門強化計画（Ⅱ）」（パラグアイ） 

閣議決定日 平成９年 12 月 26 日 

事業目的 パラグアイの持続的経済発展を支援するため、主要産業である農業部門において小中
規模農家経営基盤の強化を図るもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は既に解決しており、事業の必要性は依然として高いこ
とから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「ガジャマダ大学整備計画」（インドネシア） 

閣議決定日 平成 10 年１月 27 日 

事業目的 インドネシアにおいて不足する理科系人材の育成を促進するために、国内有数の国立
総合大学であるガジャマダ大学の医学系、農学系学部の整備を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業の遅延が生じたが、その後、事業は順調に進捗している。 
・ 遅延要因は解消した上、事業の必要性は依然高いことから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 
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案件名(借入国) 「都市内幹線道路改良計画」（インドネシア） 

閣議決定日 平成 10 年１月 27 日 

事業目的 ジャカルタ都市圏における交通渋滞を改善し、円滑な道路交通を確保するため、幹線
道路の交通のボトルネックとなっている交差点の改良工事および高速道路情報システムの
導入を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「メダン洪水防御計画」（インドネシア） 

閣議決定日 平成 10 年１月 27 日 

事業目的 北スマトラ州の中心都市であるメダン市とその近郊の洪水被害を軽減するため、治水事
業を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 遅延要因は解消していること、本案件に対する必要性は依然高いことから、貸付を継続
する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「チタルム川上流域治水計画（２）」（インドネシア） 

閣議決定日 平成 10 年１月 27 日 

事業目的 西ジャワ州の州都バンドン周辺において頻発する洪水被害に対処し、バンドン都市圏
の円滑な発展に資するため、同地域を流れるチタルム川の河川改修を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「タラハン石炭火力発電計画」（インドネシア） 

閣議決定日 平成 10 年１月 27 日 

事業目的 南スマトラ地域の急増する電力需要に対応し、当該地域の電力供給システムの安定性
と信頼性を向上させるため、発電所を建設するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「ドマイ港開発計画（２）」（インドネシア） 

閣議決定日 平成 10 年１月 27 日 

事業目的 急増する貨物取扱量とパ－ムオイルの出荷に対応するため、港湾施設の拡張とバ－ス
の設置を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は既に解決しており、事業の必要性は依然高いことか
ら、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「デポック車庫建設計画」（インドネシア） 

閣議決定日 平成 10 年１月 27 日 

事業目的 車両の維持管理の強化を図るため、ジャカルタ近郊のデポックに鉄道の車両基地を建
設するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、既に完工している。 
・ 工事は既に完了し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 
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案件名(借入国) 「ジャワ北幹線鉄道複線化計画（２）」（インドネシア） 

閣議決定日 平成 10 年１月 27 日 

事業目的 円滑な道路交通を確保するため、チカンペック～チレボン区間において複線化および
信号工事を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延していたが、既に完工している。 
・ 工事は既に完了し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「ブルガス港拡張計画」（ブルガリア） 

閣議決定日 平成 10 年３月６日 

事業目的 貨物取扱量の増大と利用船舶の大型化に対応するため、既存の港湾の外部における
新防波堤の建設、バルク貨物専用ターミナルの整備、進入航路等の浚渫等を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延していたが、既に完工している。 
・ 工事は既に完了し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「都市洪水対策計画」（チュニジア） 

閣議決定日 平成 10 年３月６日 

事業目的 チュニジア国内で都市化の著しいアリアナ地区並びにケルアン地区の民生安定、環境
改善に資するため、同地区において洪水対策を実施するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延していたが、その後、事業は順調に進捗している。 
・ 事業の遅延要因は解消し、事業の最終段階に来ていることから、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「中部ベトナム地方通信網整備計画」（ベトナム） 

閣議決定日 平成 10 年３月 27 日 

事業目的 通信環境を改善するため、中部ベトナムのうち優先度の高い沿海部の 10 省を対象と
し、電話網の整備を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の遅延要因は既に解決しており、事業の必要性は依然高いことから、貸付を継続
する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「ドンナイ／バリア・ブンタウ省上水道整備計画（Ｉ）」（ベトナム） 

閣議決定日 平成 10 年３月 27 日 

事業目的 都市化に対応した生活環境の改善を図るとともに、民間投資活動を側面支援するた
め、ベトナム南部のドンナイ省、バリア・ブンタウ省の上水道を整備するもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 事業が遅延したが、この影響により、スケジュールを調整中。 
・ これ以上の遅延要因は見受けられず、事業の必要性は依然として高いことから、貸付を
継続する。 

反映状況 案件を継続 

 

案件名(借入国) 「国道 18 号線改良計画」（ベトナム） 

閣議決定日 平成 10 年３月 27 日 

事業目的 ベトナム北部の開発重点地域であるハノイ～ハイフォン～カイランの三角地帯における
物流の円滑化を実現させ、北部地域の産業振興と社会生活の向上に寄与するため、国道
18 号線の改修を行うもの。 

政策評価の結果・

今後の対応方針 

・ 一部の工事着手が遅延したが、その後事業は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は既に解決しており、事業の最終段階に来ていることか
ら、貸付を継続する。 

反映状況 案件を継続 
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